〔要　求〕
	１　「給与制度の総合的見直し」について
国の給与制度の総合的見直しに準じる賃金水準の引き下げは行わないこと。仮に行う場合は、以下の要求について実現すること。
　2015自治体予算編成において、給与関係経費について、時間外勤務手当等必要な額を的確に見積もること。また、総合的見直しに関する減額を行わないこと。

　給料表の構造を都市８級制、町村７級制とし、最低限、一般職員が５級到達可能な役職発令・標準職務表とすること。あわせて、最低でも係長・同相当職の４級到達、課長補佐・同相当職の６級到達とする運用とすること。

　組合員の標準的昇給ラインを明らかにすること。とくに、給与制度の総合的見直しによる影響額について、生涯賃金ベースでの水準を明らかにし、水準維持のために初任給や昇格基準の改善など、昇給ラインの改善をはかること。

　定年までの昇給が可能となるよう号俸を延長すること。

　国における１号昇給抑制措置（2015年１月１日実施）は、手当を改善するための配分原資の確保が目的であるため、実施させないこと。

　現給保障の期限を定めないこと。また、2006給与構造改革における現給保障が継続している自治体は、今回の現給保障とあわせて実施すること。

　単身赴任手当、管理職特別勤務手当および再任用職員に対する単身赴任手当等についてもあわせて協議すること。

　行政（一）の５級・６級の号俸増設にともなう運用は、55歳以上の標準の成績による昇給停止との兼ね合いで逆転現象が生ずる場合は調整を行うこと。


〔解　説〕
　2015年度の当初予算編成における、給与関係経費の確保に係る要求項目です。総合的見直しを前提とすれば、必然的に給与関係経費の減額が予想されるところですので、その総額維持を求めます。

　給料表の都市８級、町村７級構成とすることは基本要求ですが、上位の級を増設することにより、下位の役職が上位の級へ昇格しやすくなります。ただし、主任４級や係長５級格付けは「わたり」で是正を強要されますから、職制上の理由を付けて、ポストを確保する必要があります。

国家公務員は係長職で４級、課長補佐相当職で６級へ昇格していますので、係長職が３級、課長補佐相当職が４級ないし５級で止まっているところは、「国家公務員との均衡をはかって」という理由で改善要求を行いましょう。

　組合員層の標準的昇給ラインは、初任給と級別格付け基準表によって概ね整理できます。自治体によっては、３級以上は役付けの級になりますので、主事や技師の職名では昇格できません。よって必ず「主任」や「専門員」等のような職を発令して昇格します。モデル賃金ラインを作成した上で実際にどれくらい生涯賃金において影響があるかを計算する必要があります。

特に国家公務員の３級までの昇格基準は一般職（高卒）で１級８年、２級４年であることを踏まえると、それを下回る自治体は、２級昇格年数や３級昇格年数の短縮を要求する必要があります。また、初任給の改善や再任用職員の格付け基準などを合わせると、給与制度の総合的見直し後の生涯賃金での実損額を減少させることが可能です。

　国家公務員との給与水準を比較するのに、国家公務員を100としてその自治体がいくらかという「ラスパイレス指数」というものがありますが、全道で平均96.4程度しかありませんので、まだまだ改善の余地はあるものと考えています。しかも、中卒、高卒、短大卒、大学卒の区分に分けて、経年年数ごとの職員の平均給与額に国家公務員と同人数在職していると仮定して、給料額総額の比較を行って、指数を算出していますから、その計算過程においては国公より低い区分がはっきりとわかる仕組みになっています。当局に対して資料提供を求めて、国公より高いあるいは低い区分についての分析を行わせた上で、給与水準の改善を求めることが必要です。

ただし、ラス指数については諸手当を含めた比較となっていませんので、給与額総体を精確に国家公務員と比較したものとはいえませんし、小規模の自治体においては、ラスを変動させる要因の大きい職員が１人いるだけで指数が２～３変動することがあり得ますから、こうした事情を理解した上で活用していく必要があります。

　総務省が発出した「給与制度の総合的見直しに係る質疑応答集」によれば、

	問10　号俸の増設にあたり、各地方公共団体の在職実態を踏まえると、例えば４級など、増設を必要とする級が国と異なる場合もあると考えられるがどうか。

○　当該団体の規模、組織構造に応じた適正な級数による給料表を適正に運用している地方公共団体において、給料表の構造（級数）や各級に在職する職員の年齢構成は国と異なることから、給料表の引き下げに伴って、40歳台や50歳台前半層の職員の昇給へ配慮する場合に、号給の増設が必要となる級が国と異なってくることはあり得るものと考えられます。

○　この場合には、国が号俸の増設を行う趣旨を十分に踏まえ、職員の在職実態や昇給機会の確保の必要性等を十分考慮の上で、例えば４級など国と異なる級の増設をする場合もあり得るものと考えています。


とありますから、「給料表や昇格等の運用を適切に行ってさえいれば、職員の実態に応じて昇給号俸の延長は可能」と読み取ることができます。55歳以上の標準の成績以下の昇給停止問題を考えると50歳台前半で最高号俸に在籍する職員に対して、国とは違う級における号俸の延長で一部救済することができますので、職員の実態について、詳細を押さえて、要求事項として整理をしましょう。

　制度改正前の昇給号俸の１号俸抑制については、人事院の説明によれば、国家公務員においては、制度改正後の給与原資の増大を招かないために、拡大する広域異動手当や単身赴任手当に配分されるとされています。地方公務員においては、地域手当や単身赴任手当はごく一部で支給、広域異動手当や本府省業務調整手当は非支給ですから、抑制を行なわず、現給保障を３年間行ったとしても給与原資総体の増加は引き起こさないことが明らかです。よって、地方公務員にあっては、制度改正前の2015年１月の昇給号俸の１号俸の抑制は行う必要がありません。

　2006年の給与構造改革の現給保障はスタート段階では期限を付けていませんでした。今回は３年という期限が付けられていますが、これはあくまでも国家公務員の実態を踏まえたものであり、地方公務員においては、その実態にあわせて現給保障の期間を定める必要があります。

　給与制度の総合的見直しにおいて、単身赴任手当の基準額、加算額の引き上げおよび再任用職員に対する支給について勧告・報告されていますので、人事院勧告に準じて制度改正を行うように要求します。

また、管理職員特別勤務手当については、平日の深夜12時以降の勤務に対して、支給することができることとなりますので、自治体においても国に準じた制度改正を要求します。

　給料表の最高号俸の延長を行う際には、すでに最高号俸に到達している者とこれから最高号俸に到達する者との間に、55歳以上の標準の成績率では昇給停止とされていることで、場合によっては逆転現象が発生することがあり得ますので、すでに最高号俸に到達している者の調整を行うことを要求します。
〔「給与制度の総合的見直し」についての解説〕
　地域間の給与配分の見直し、世代間の給与配分の見直し

【俸給表の見直し】

民間賃金の低い地域（都道府県別の平均賃金が低い方から12県）における官民の給与差（2.18ポイント（2012～2014年の平均値））を踏まえて、俸給水準を平均２％引き下げる。
○　民間賃金が低い地域における官民給与の状況

	
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	12県を一つのグループとした官民給与の較差と全国の較差との率の差
	△1.66
	△2.52
	△2.35


（注）１　平成24年及び平成25年の較差は給与減額支給措置による減額前の額に基づく。
２　12県とは「賃金構造基本統計調査」（厚生労働省）による所定内賃金の３年間の平均が低い青森県、岩手県、秋田県、山形県、鳥取県、島根県、佐賀県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県。国公の平均給与額から地域手当の異動保障の額を除いて算定。
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①　行政職俸給表（一）の見直し
ア）１級の全号俸、２級の初任給（２級12号俸まで）に係る号俸は引き下げなし。
イ）３級以上の高位号俸は50歳台後半層における官民の給与差を考慮して最大４％程度引き下げ。40歳台、50歳台前半層へ影響が及ばないように限定的に引き下げを行う。
ウ）５級、６級に勤務成績に応じた昇給を確保するため８号俸増設。
	＜人事院の説明＞
号俸増設した際の昇給の運用の仕方については、特段、長期に最高号俸に在籍している者を有利に扱うことは考えていない。
給与制度の総合的見直しに伴う昇格時号俸対応表については、2015年３月までに示す予定。その際、号俸増設を行っているため、現在行っている高位号俸からの昇格メリットの抑制措置に伴う影響等を検討して整理を行う。


[image: image1.emf]
※　人事院の説明では、号俸増設した号俸への昇給はあくまでも成績主義によるとの説明だが、標準の成績において昇給停止年齢との兼ね合いから、早く最高号俸へ到達した者が、後から最高号俸へ達した者から追い越される逆転現象が生ずることとなるため、制度上の矛盾を解消するための措置は必要である。
エ）55歳を超える職員（行（一）６級相当以上）の1.5％減額支給措置は廃止とするが、俸給表の引き下げに伴う現給保障を行う間はこの減額支給措置は継続する（2018年３月31日で廃止）。
②　その他の俸給表の見直し
他の俸給表は行（一）との均衡を考慮して見直しを行う。医療職俸給表（一）は引き下げない。
【地域手当の見直し】
①　級地区分・支給割合　級地区分を１区分増設。
１級地20％　２級地16％　３級地15％　４級地12％　５級地10％　６級地６％　７級地３％
※　賃金指数93.0以の地域を支給対象（現行は95.0）として見直しを実施。
※　東京都23区では2006年と比較し民賃が３ポイント程度引き上がっているが、今回は水準の調整は行わない。
○　級地別支給割合
	級　地
	１級地
	２級地
	３級地
	４級地
	５級地
	６級地
	７級地

	支給割合
	20％
	16％
	15％
	12％
	10％
	６％
	３％


○　民間賃金指数による支給率区分（2005年人勧との対比）
	
	2005年人事院勧告基準
	2014年人事院勧告基準

	級地
	支給率区分
	民間賃金指数
	支給率区分
	民間賃金指数

	１級地
	18％
	東京都特別区
	20％
	東京都特別区

	２級地
	15％
	111.0以上
	16％
	109.5以上

	３級地
	12％
	106.0以上　 111.0未満
	15％
	106.5以上　109.5未満

	４級地
	10％
	103.0以上   106.0未満
	12％
	104.0以上　106.5以上

	５級地
	６％
	99.5以上 　103.0未満
	10％
	101.0以上　104.0未満

	６級地
	３％
	95.0以上　　99.5未満
	６％
	97.5以上　101.0未満

	７級地
	
	
	３％
	93.0以上　 97.5未満


②　支給地域　　「賃金構造統計基本調査」（2003年～2012年）のデータに基づき見直し
○　地域手当の支給地域一覧（別紙）
※　札幌市については、民賃指数96.3（2005年は96.0）であったため、７級地（３％）に据え置き。
③　パーソントリップ補正
６％を新たに措置することを可能とする。
【通勤者率（パーソントリップ）に基づく地域手当の指定基準】
	支給地域(中心市)の支給区分
	当該地域から中心市への通勤者率

	
	６級地(６％)格付
	７級地(３％)格付

	３％
	
	50％以上

	６％
	50％以上
	40％以上

	10％
	40％以上
	30％以上

	12％
	30％以上
	20％以上

	15％
	20％以上
	10％以上

	16％以上
	10％以上
	


【平成27年度の地域手当の級地別支給割合】
	見直し後の級地
（支給割合％）
	見直し前の級地
（支給割合％）
	改定幅
	
	平成27年度の地域手当の支給割合（％）

	１級地
（20）
	１級地
（18）
	２
	
	18

	２級地
（16）
	２級地
（15）
	１
	
	15

	
	３級地
（12）
	４
	
	13

	３級地
（15）
	２級地
（15）
	０
	
	15

	
	３級地
（12）
	３
	
	13

	
	４級地
（10）
	５
	
	11

	４級地
（12）
	３級地
（12）
	０
	
	12

	
	４級地
（10）
	２
	
	10

	
	５級地
（６）
	６
	
	８

	５級地
（10）
	４級地
（10）
	０
	
	10

	
	５級地
（６）
	４
	
	７

	
	６級地
（３）
	７
	
	５

	６級地
（６）
	５級地
（６）
	０
	
	６

	
	６級地
（３）
	３
	
	４

	
	非支給地
（０）
	６
	
	２

	７級地
（３）
	６級地
（３）
	０
	
	３

	
	非支給地
（０）
	３
	
	１


　職務や勤務実績に応じた給与配分

①　広域異動手当の引き上げ
異動前後の官署間の距離区分に応じて、300㎞以上は10％（現行６％）、60㎞以上300㎞未満は５％（現行３％）に引き上げ。
ただし、2015年４月１日～2016年３月31日までの支給割合は300㎞以上は８％、60㎞以上300㎞未満は４％とする。
【広域異動手当の引き上げ】
	
	300㎞以上
	60㎞以上
300㎞未満
	備　　考

	現　行
	６％
	３％
	

	2015年4月1日～2016年3月31日
	８％
	４％
	

	2016年4月1日以降
（制度完成）
	10％
	５％
	


②　単身赴任手当の引き上げ
　基礎額30,000円（現行23,000円）、加算額の限度額を70,000円とし、交通距離の区分に応じて人事院規則で定める額とする。
※　現行、年９回の帰宅回数相当を年間12回相当の額に引き上げ。
	
	現　行
	2015年4月1日以降
	2016年4月1日以降
	制度完成

	基　礎　額
	23,000円
	26,000円
	検討中
	30,000円

	加　算　額
	100㎞以上300㎞未満
	6,000円
	検討中
	検討中
	8,000円

	
	300㎞以上500㎞未満
	12,000円
	検討中
	検討中
	16,000円

	
	500㎞以上700㎞未満
	18,000円
	検討中
	検討中
	24,000円

	
	700㎞以上900㎞未満
	24,000円
	検討中
	検討中
	32,000円

	
	900㎞以上1,100㎞未満
	30,000円
	検討中
	検討中
	40,000円

	
	1,100㎞以上1,300㎞未満
	35,000円
	検討中
	検討中
	46,000円

	
	1,300㎞以上1,500㎞未満
	40,000円
	検討中
	検討中
	52,000円

	
	1,500㎞以上2,000㎞未満
	45,000円
	検討中
	検討中
	58,000円

	
	2,000㎞以上2,500㎞未満
	
	検討中
	検討中
	64,000円

	
	2,500㎞以上
	
	検討中
	検討中
	70,000円


※　加算額の2015年４月以降の欄で「検討中」とあるのは、2015年３月31日までに人事院規則によって金額が示される予定。
※　2016年４月以降及び2017年４月以降については、2015及び2016人事院勧告・報告等で金額が示されることが想定される。2015年以降の官民較差を考慮し、その後の引き上げ額は検討する予定。
※　制度完成後の距離区分ごとの加算額については、人事院の資料などに掲載されている金額を除いて、想定として作成したもの。
③　本府省業務調整手当の引き上げ
　係長級は６％相当額（現行４％相当額）、係員は４％相当額（現行２％相当額）に引き上げ。引き上げの時期は制度完成時とする。
④　管理職員特別勤務手当
　現行は週休日及び休日に緊急の勤務せざるを得ない場合に支給されているが、平日深夜に勤務した場合に、勤務１回につき6,000円を超えない範囲内の額を支給（2015年４月から実施）。
	代表的な官職
	俸給の特別調整額の区分
	手当額

	本府省課長
	一種
	6,000円

	本府省室長
	二種
	5,000円

	府県単位機関部長
	三種
	4,300円

	管区機関課長
	四種
	3,500円

	地方出先機関課長
	五種
	3,000円


※　国公の場合「平日深夜の勤務」の定義は午前０時以降の勤務のことを指しており、自治体における運用を午後10時以降とするかどうかの課題もある。
⑤　その他
　技能労務関係職種については、今年は水準の見直しを行わなかった。行（二）適用者で一番多い職種が自動車運転手であったため、民間の同種の従業員と比較したが、人数が少ないためデータが十分に確保できず、また、勤務地による差が大きく比較が適当でないと判断。今後も在職実態や民間の給与等の状況を注視していく。
　実施時期など

①　俸給表の切替

　俸給表は平成27年４月１日に切替

②　地域手当等の引き上げは段階的に実施

　地域手当の支給割合は段階的に引き上げ。その他の措置も2018年４月までに計画的に実施。

③　非常勤職員の処遇改善

　非常勤職員の年次休暇について３月勤務後、その一部を夏季に使用できるよう改めること。

④　制度移行のための昇給号俸の抑制

　見直し初年度の改正給与原資を確保するため、2015年１月の昇給を１号俸抑制を実施する。

※　制度改正前の昇給を抑制して、制度改正後の給与原資に充てるという方法は過去例がないが、人事院の考え方について、あらためて説明を受けた上で、対応策の検討が必要。
※　2006年給与構造改革の際は制度切り替え後の昇給号俸の抑制を行って、拡大する地域手当や新設の広域異動手当等、さらには現給保障に対する給与原資の確保を行ってきた経過にある。しかし、今回の措置については、「制度改正前の号俸を抑制し、現給保障に対する給与原資の確保が必要」「６級以上55歳以上の1.5％減額措置については、制度完成時には廃止するが、現給保障が終了するまで継続する」との人事院の回答にもあるとおり、昇給号俸の抑制の意味が異なることに留意する必要がある。
	＜人事院の説明＞
昇給号俸の抑制を行うのは、あくまでも平成28年４月からの制度改正にあてる給与原資を確保することが目的だが、55歳以上も含めて一律に抑制を行う。制度完成後の取扱いは現時点では考えていないが（抑制した号俸の復元は考えていないが）、その段階において、給与原資を見ながら判断していく。


○　激変緩和のための経過措置（３年間の現給保障）
俸給表水準の引き下げとなる職員に配慮し、新たな俸給表の俸給月額が、切替日の前日（2015年３月31日）に受けていた俸給月額に達しない職員に対しては、2015年４月１日から2018年３月31日までの３年間に限り、経過措置としてその差額を支給する。
	＜人事院の説明＞　経過措置を３年間とした理由
　国家公務員の場合に３年間の対象者を推計したが、対象者は２割程度に止まり、その差額も全職員平均で1,000円、全対象者平均で6,000円程度となることがわかった。2006年の給与構造改革と比較して大きな差が生じることがないため、３年間で終了することとした。
　この３年間に俸給表の改定を行うこととなった場合は、給与構造改革における手法と同様な検討を行うこととなる予定。


※　2013年11月の閣議決定において、臨時特例減額の2014年３月末での廃止を踏まえ、総人件費抑制にむけた施策を2014年度中から求められていたため、人事院は当初は現給保障を行う予定は考えていなかった。政府の要請に対しては成績良好者の昇給号俸の抑制を2015年１月から適用することで準備していたが、各府省からの強い反発があったため断念することとなった。最終段階で苦肉の策として2015年１月の昇給号俸の１号俸抑制が示されてきたが、昇給号俸の抑制を行うなら現給保障を行えと要求して勧告に至っている。
※　国家公務員における実態は人事院の説明どおりであるが、地方公務員においては、多くの自治体においては現給保障額が異なっているために、国の制度廃止後も残している自治体が数多く存在している。こうした実態の違いを踏まえて、期限を付けた経過措置ではなく、当分の間、制度を維持するように要求していく必要がある。
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〔要　求〕
	２．基本賃金・諸手当等

　賃金合理化反対、基本賃金等の引き上げ

①　現行賃金水準を維持・改善すること。
②　自治体労働者の賃金を平均11,500円（2.93％）以上引き上げること。なお、実施は４月１日とすること。
③　自治体（関係）労働者の最低賃金を月額155,000円（日額7,750円(/20日)、時間給1,000円(/155時間）以上とすること。


〔解　説〕
　連合は、2015春闘を、従来からの主張である「底上げ・底支え」「格差是正」の実現と、「デフレからの脱却」と「経済の好循環実現」をはかり、「働くことを軸とする安心社会」の実現をめざすとしています。基本的な考え方はア）賃金相場の波及力を高め、社会全体の底上げ・底支えをはかる、イ）地域経済の活性化、公正取引の実現・公契約条例拡大などの政策・制度実現の取り組みを行う、ウ）賃金格差の実態把握を行い、大手組合の中小組合等への支援を含む格差是正にむけた実効性のある取り組みを行うとしています。特に賃金の引き上げについては、定期昇給・賃金カーブ維持相当分の確保を前提とし、すべての構成組織において、２％以上（定期昇給相当額を加えた要求は４％以上）の獲得をめざし取り組むとしています。さらに、非正規職員に対しては「誰もが時給1,000円」をめざして取り組みを展開するとしています。

その上で、具体的な要求項目は、ア）月例賃金２％以上の賃上げ、イ）企業内最低賃金の締結拡大や水準の引き上げ、適用労働者の拡大、ウ）一時金水準の向上・確保、エ）コンプライアンスの徹底とワークルールの改善、オ）非正規労働者の労働条件改善等としています。特に非正規労働者については、「非正規共闘」を一層強化し、その体制の強化をはかり、処遇改善に取り組むこととし、労働者派遣法・改正労働契約法の改正趣旨に則り、均等・均衡処遇実現をめざした総合的な労働条件向上へむけた取り組みを推進するとしています。

　自治労本部は今年の春闘の考え方について、「地方公務員給与が地域の消費動向や中小企業で働く労働者の賃金に影響を及ぼす可能性があり、地域経済の停滞と地域間格差の拡大につながることからも、公務員給与をめぐる取り組みを強化していく」としています・さらに、民間賃金の動向が公務員賃金に大きな影響を与えていることを踏まえ、連合に結集して取り組むことを基本に据えています。

具体的な重点課題としては、ア）賃金水準の確保・改善に向けた取り組み、イ）地方財政の確立にむけた取り組み、ウ）格差是正と公正なワークルールを確立する取り組みを「３つの重点課題」と位置づけて、方針化しています。また、2015春闘の全体構造として、２月５日の連合闘争開始宣言集会を起点にして、民間大手組合のヤマ場が３月第３週（３月16日～20日、最大のヤマ場３月18日）に設定されることを想定し、自治労も３月16～20日に統一交渉ゾーンを設け、自治体闘争のヤマ場として３月20日に29分時間内食い込み集会を配置して、当局回答を迫るとしています。

道本部は今年も春闘アンケートを実施しました。生活の変化については、実に７年ぶりに増加に転じ、「非常に苦しくなった」「苦しくなった」を合わせると56.0％（昨年54.9％）となりました。「変わらない」が35.9％（昨年37.0％）と若干減少していることを考慮すると、この間の円安による輸入品の値上がりや16ヶ月連続の実質賃金低下の影響が出てきているものと推測できます。

②　今年の賃金要求額は、昨年より294円引き上がり、11,300円（昨年11,006円）となり、５年連続要求額が引き上がりました。この要求額は半数以上の組合員が生活苦を訴える実態から、現在の生活を改善まではいかなくとも維持するために、最低限の要求額であると考えられます。また、この１年間に取得した年次有給休暇については、10日以上が減少、９日以下が増加して、過去最高をとなり、全体的には取得率の低下に歯止めがかかっていません。この間の人員削減の影響や新規採用者への技術継承など、様々な要因が考えられます。

　賃金要求の考え方について
道本部としての2015国民春闘要求については、組合員総体としての要求を重視します。春闘アンケートによれば昨年の要求額より294円引き上がり、11,300円となりました。この間、500円を単位として要求額としていましたので、昨年より500円引き上げ平均11,500円、2.93％（2014年度の道職員の行政職給料表適用職員の平均給与総額＝392,994円を基礎に率を算定）以上を道本部総体の賃金要求とします。あわせて、年齢別のポイントでは自治労本部方針に基づいて、水準を確保するとした要求とします。

＜参考－到達目標（ポイント賃金）＞

	30歳　246,500円（国公行(一)３－13水準）

35歳　296,900円（国公行(一)３－40水準）

40歳　349,400円（国公行(一)４－43水準）


自治労は、2011年実施の賃金実態調査、賃金到達闘争等検討委員会報告に基づく算出方法（※）により、賃金到達目標を上記の通り定め、2006年の給与制度見直し以前の水準到達をめざしてきました。

到達目標の設定にあたっては、2014人勧において俸給表が引き上げとなったことから、実態値の号俸にあわせ、賃金到達目標の数値を引き上げます。

※　2006年地域給与・給与制度見直しによって引き下げられた4.8％と2010年の独自カット全国平均1.2％を足した6.0％の回復に必要な数値を実在者中央値に乗じて算出

　自治体最低賃金について

臨時・非常勤等職員・公共サービス民間労働者の格差是正、自治体最低賃金を制度化します。この自治体最低賃金については、時間給1,000円を採用することとし、特に臨時・非常勤職員については、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、08年８月の人事院の指針に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。

その際の要求基準は、月給155,000円≒（国公行(一)１級13号俸＝151,800×1.0293）以上とし、あわせて日給7,750円（／20日）以上、時間給1,000円（／155時間）以上とします。
〔要　求〕
	２－　給料表・初任給等の改善

①　給料表は７級以上とし、医療職（二）、（三）表など他の給料表使用の場合もこれと同一水準で取り扱うこと。
②　期末・勤勉手当を民間の支給実態を踏まえ引き上げること。また、期末手当に一本化すること。さらに勤勉手当の成績率の拡大および勤務成績の反映は行わないこととし、成績率の運用については、十分な労使交渉と合意によること。

③　号俸は、定年まで昇給が可能となるよう、職員の在級実態に応じ、必要分を増設すること。
④　初任給については、国公基準８号俸上位以上とすること。（高卒初任給を151,800円国公行（一）１級13号俸・2014勧告以上）


〔解　説〕
　給料表の改善

給料表の取り扱いの考え方については、基本的に従来どおりですが、2006給与構造改革時に新３級（旧行４・５級）以上の各級の水準が引き下がっています。さらに、給与制度の総合的見直しによる平均２％の給与水準引き下げも踏まえ賃金水準の確保にあたって級構成の課題は重点的に求めていく必要があります。給与構造改革前の賃金水準確保のため、今後とも旧８級制６級到達単組については新７級制５級到達を、旧９級制７級到達単組については新８級制６級到達をそれぞれめざすこととします。具体的な取り組み方については、総務省からの「わたり調査結果の公表」に見られるような動きや、起債時に指導を受けること、2014年４月の地公法改正による級別職務基準表の公開などに留意しながら、「職の新設」を基本に検討していく必要があります。
　期末・勤勉手当について

2013人勧では一時金は民間の特別給支給月数3.95月と国公の期末・勤勉手当の年間平均支給月数3.95と同じであるとし、2012人勧に引き続き月例給とともに改定を見送りました。2011人勧では一時金について、人事院は被災地３県を除いた集計データは3.987月と公表しましたが、これまでのルールであれば、７捨８入で4.00月を勧告すべきところを、被災地３県の民間事業所の支給状況が極めて厳しいことを想定して、現状維持(3.95月＝夏季2.6月、年末1.35月)とする勧告を行いました。仮に一時金を4.00月へ増額すれば国家公務員の年間給与が前年を上回るとの懸念もあってか、極めて意図的な理由付けがなされました。
2009人勧の期末手当と勤勉手当の配分は66.3：33.7であり、2011・2012・2013人勧は65.8：34.2となり、勤勉手当の配分が上昇しています。2014人勧においても改定分が勤勉手当に割り振られ、63.2：36.8とより一層その配分が上昇しています。道本部は、勤勉手当の成績率が自治体職場にも適用されることになれば、「成績主義にもとづく賃金体系」が本格的に導入される突破口となる恐れがあることから、期末手当への一本化を求め勤務成績に依拠する勤勉手当の拡大には引き続き反対していくこととします。やむを得ず勤勉手当の成績率を定める場合においても差別的な取り扱いをさせない形で運用させてきています。また、地公法の改正による人事評価制度の導入と安易に結合させない対策が必要です。
　号俸増設について

都市単組を中心に給与表の最高号俸に到達し、昇格をしなければ昇給できない状況が生まれています。2014人勧では行政職俸給表（一）の５級・６級に８号俸ずつ、号俸増設がされました。北海道人事委員会勧告では４級にも８号俸増設がされたところです。総務省が各自治体に対して発出した「給与制度の総合的見直しに関する質疑応答集」でも「職員の在職実態や昇給機会の確保の必要性等を十分考慮の上で、例えば４級など国と異なる級の増設をする場合もあり得るものと考えています」と容認の姿勢を示しています。各単組における在職実態をしっかりと把握し、対応が必要です。
〔要　求〕
	２－
⑤　中途採用者の初任給決定にあっては、経験年数換算10割を基本に最低でも８割とし、調整率を全期間２分の２(12月４号)計算とすることとし、全職員を対象にした在職者調整を行うこと。


〔解　説〕
　中途採用者の前歴は、経験年数概算表によって10割、８割、５割、2.5割の４段階に分かれて換算されています。ところが、不当に低いランクで換算されたり無職の期間だからといってゼロ換算されたり、新規採用との間に大きな格差をつけられているのが実態です。こうした不当な格差を埋めるためにも、同種と異種の２区分に分け、それぞれ10割、８割とさせる等最低でも８割換算をめざします。

また、経験年数の号俸加算について、国は５年目までは調整率２分の２計算（12月で４号）、５年目以降は２分の３計算（18月で４号）となっていましたが、2006人勧で経験年数換算100/100の採用者については、５年目以降も２分の２計算するという見直しを行いましたので、自治体職員についても合わせて５年目以降も２分の２計算するように要求します。さらに、上限制度というのがあり「上位級の初号を超えてはならない」とされていました。しかし、これについても国は2006年の見直しで上限制度を撤廃しています。
　これらを踏まえ、在職者調整を行い、一定年数経過後には標準入職者賃金に近づけていくたたかいが必要です。国は中途採用者の初任給調整の見直しにより、1996年４月以降に採用された職員で、2006年４月に新たに採用されたと仮定した方が有利な号俸になるものは、その有利な号俸にする形で在職者調整を行っていますので、国を最低限として在職者調整を求めていくことが必要です。国と同様、以下の方法で在職者調整を行っています。
	

	新制度における前歴換算の手法と在職者調整について
１　前歴換算の手法について

経験年数換算は現行どおり（同種10割、異種８割、無職５割）
○号俸加算の手法

＜現　行＞

５年まで２分の２（12月で１号）、５年以降２分の３（18月で１号）で号俸加算。

現業は５年以降10年まで４分の５（15月で１号）、10年以降２分の３（18月で１号）で号俸加算。

＜新制度＞

関連する前歴については全て２分の２、それ以外（異種及び無職）の取扱いについては５年までは２分の２で、５年を超える期間は２分の３で号俸加算。

採用時には１年未満の端数月数を号俸加算せず、採用後最初の昇給時（１月１日）において、通常の勤務評価による昇給号俸数（標準４号俸）に、初任給決定時に切り捨てられた１年未満の端数月数分の号俸（３月につき１号俸）をプラスして昇給号俸数とする。
（例１）上級合格者が06年10月1日採用で、６月間の前職が100/100で換算される場合（勤務成績良好）－07年１月１日昇給日までの特例
　　　同種期間　６月×100/100＝６月

経験換算年数は６月で、号俸加算は全ての期間が２分の２となり、２号俸の効果となる。ただし、４月１日採用者との均衡を図るため、06.10.1時点での採用時には1-25で初任給を決定する。最初の昇給期（07.1.1）において、２号俸分を加算し、勤務成績が良好な場合は経過月数３月＝１号俸とあわせて1-28に昇給する。

（例２）中級合格者が、４月１日に採用され、前歴が同種期間３年、異種期間３年、さらに無職期間が２年ある場合のケースは、

　同種期間　３年×100/100＝３年＝12号俸　　　　　　　　　　　　　①

　異種期間　３年×80/100＝２年と４月24日　　　　　　　　　　　　 ②

　無職期間　２年×50/100＝１年　　　　　　　　　　　　　　　　　 ③

　異種・無職である期間の換算経験年数は

　　　　②＋③＝３年と４月２４日

　この分の号俸加算は５年以内なので３年と４月24日全ての期間が２分の２の号俸加算となる。（この場合５年を超える期間がある場合はその期間は２分の３）これは12号俸＋１号俸となる。

従って、他の職員との均衡を図る考え方から24号俸については初任給基準に加算し、残った１号俸については、最初の昇給期に加算する。

※　その他に中級又は短大卒の６月短縮や保健師及び保健師免許を有する看護師（６月短縮）、大卒看護師（３月）等の短縮措置については、初任給決定時の号俸に６月短縮は２号、３月短縮は１号加えて初任給決定する。
２　在職者調整の手法について

※　在職者調整は、原則国に準じて1996年度の採用者まで遡って行うこととなる。

その手法としては2006.４.１において、「離職再採用方式」を取ることとする。

○　「離職再採用方式」手法について

制度改正時点（2006.４.１）において、あらためて採用になったものとみなして、その時点以前の前歴を全て新制度で換算し直す方法をとり、現給と再計算を比較し再計算の方が有利に働く場合は再計算により得られた給与とする。

＜具体例＞

①　1993年４月１日～1996年３月31日　　３年間　　高校卒業後家事手伝い＝無職

②　1996年４月１日～2003年３月31日　　７年間　　民間企業（一般事務）

③　2003年４月１日～現在　　　　　　　３年間　　道職員（初給－行政職員）

の場合の調整の方法はどうなるのか

【旧制度の場合】

2003年４月１日での初任給

経験年数換算は①３年（36月）×５割＝18月＝１年６月
②７年（84月）×10割＝84月＝７年

合計８年６月が経験年数換算により得られた期間

号俸加算は５年まで2/2（12月で１号）、それ以上の期間は2/3（18月で１号）

５年＋３年６月（42月）の内、５年は５号俸、42月は２号と6/18＝４月の「７号俸４月」の号俸加算となる。

よって、高卒初任給は１-８なので、５号で１-13、２級に昇格後２号で２-４、初任給短縮（６月）と端数４月で、2003年５月末で昇給要件を満たし、2003.７.１に２-５となる（次期昇給期2004.７）。３級昇格は2003.12月に要件（８年）を満たし、2004.１.１に３級昇格となる。

2003.４.１　２-４（初任給決定）

2003.７.１　２-５（昇給）

2004.１.１　３-２（昇格）

2004.７.１　３-３（昇給）

2005.７.１　３-４（昇給）

2006.４.１　２-16（切替）

2007.１.１　２-19（号俸抑制なし）

【新制度の場合】

経験年数換算は①３年（36月）×５割＝18月＝１年６月

　　　　　　　②７年（84月）×10割＝84月＝７年

　　　　　　　③３年（36月）×10割＝36月＝３年

　　　　　　　合計11年６月が経験年数換算により得られた期間

号俸加算は、制度改正により、②の期間全てが７年×2/2（１年で４号）＝28号と見られ、③の道職員であった期間も同様に３年×2/2（１年４号）＝12号、その他に５年までの期間は2/2なので、①も、１年６月×2/2（１年で４号）＝４号＋２号で加算されるので、全部で「44号俸＋２号俸」が号俸加算の結果となる。
※　高卒初任給は１-５、新２級昇格要件は８年なので、１-33→２-１に、残り16号俸を加えて２-17で再決定し、次期昇給期に残りの２号俸を措置する。（H18.４.１より初任給が１号＝４号下がり、H17.４.１より初任給調整も廃止）

H18.４.１　２-17（初任給再決定）

H19.１.１　２-22（３号俸＋２号俸）

◎　この結果を見ると、新制度における再計算が有利となる。

	


〔要　求〕
	２－
⑥　年齢別最低保障賃金制度を確立すること。最低保障水準を標準入職者の９割以上とすること。
⑦　給料の調整額は、支給対象職種の拡大、調整数の改善を行うこと。


〔解　説〕
　わが国のような年功賃金が支配的な状況では、単一水準の賃金規則だけでは中途採用者、臨時職員などの賃金格差は解消されません。そのため、経験年数換算基準の改善、初任給の上位級初号制限の撤廃などの決定基準の改善とも大きな関わりをもってきますが、なおかつ年齢別に賃金を規制しようとするのが年齢別最低保障制度です。

　道本部は10数年来、年齢別最低保障制度の確立を要求し、現在は全道庁労連、都市職を中心として制度化を実現しています。しかし、水準については全体的に低く、また自治体ごとに著しい格差があり、要求としては前歴換算の同種10割・同種８割との関連もあり、40歳時点で標準入職者の90％と18歳100％を結んだ線の水準とし、最低統一指標とします。
また、この水準に到達している、あるいは道の水準の単組にあたっては、大衆討議を十分に行い45歳95％などを要求することとします。
年齢別最低保障制度の確立により18歳100％、40歳90％で標準入職者ラインの90％に設定されていても、10％格差（30,000円前後）がつくことになり、生涯にわたって格差賃金差別のもとにおかれることになります。
この解決のためには、中途採用者の在職者調整を要求し、一定年数経験（５年程度）後には標準入植者の90％、または３号下位前後まで引き上げていくことを特別昇給制度の活用等により獲得していくことが大切です。

　給料の調整額は、給料の一部として「勤務条件が同じ職務の級に属する他の官職に比して、著しく特殊な官職を占める職員」に支給されています。支給額の算出方法は、＜調整基本額×調整数（１～６）＞となっており、調整基本額は概ね各給料表の級毎に定額が定められています。この定額は各給料表のまた、06年の給与制度見直し以降、09年度までは一定の経過措置が取られています。支給対象となる「著しく特殊な官職」として、国の場合は①伝染病等・重障者・精神・結核等の診療所の看護師、医師等②矯正施設の薬剤師、看護師等③児童自立支援施設・知的障害児施設・身障公正施設等の福祉施設の保育士・看護師・寮母等④大学院の教官・助手、養護学校の校長・教頭・教諭等⑤航空管制官⑥船舶乗組員⑦麻薬取締官⑧研究機関等の放射線取扱者、等に適用されています。国にない機関として地公では保健所勤務の放射線技師等に適用されています。
〔要　求〕
	２－　格差解消、昇格・昇給基準等の改善
①　賃金水準の改善にあたっては、国公行政職（一）表水準で最低次の年齢別ポイント級号俸とすること。
18歳1－17（157,700円）、22歳1－33（187,700円）、30歳3-13（246,500円）

35歳3－40（296,900円）、40歳4－55（365,000円）


〔解　説〕
　自治労の賃金到達目標の考え方

①　自治労の賃金要求の基本は、生活保障の原則と同一価値労働・同一賃金、社会的横断賃金の形成、賃金格差の解消、賃金水準の底上げをめざす考え方です。2006年度以降の賃金闘争では、給与構造改革で生じた給料表（給料月額）▲4.8％の回復をめざして取り組んできましたが、厳しい到達状況となっています。また、当時は約６割の自治体で財政状況などを理由とした賃金カットが進められており、賃金水準に格差やバラツキが生じる事態となっていました。
②　このため、自治労は「新たな賃金到達目標」を2009年から2010年にかけて議論を行い、ア）社会的横断賃金の形成、賃金格差の解消、賃金水準の底上げをはかる自治労の賃金要求の考え方を基本とする、イ）特例条例による賃金カット、ウ）給与制度見直しにより生じた給料月額▲4.8％の回復をめざす額として新たに設定したところです。具体的な賃金額は、2011年調査の実在者賃金の中央値に1.06を乗じて得た額とすることとしました。この1.06の数値の根拠は、2010年の特例条例による平均カット率1.2％の回復と給与制度見直しによる4.8％を合計した６％分の賃金回復を見込んで目標としています。また、この目標は、30歳、35歳、40歳という年齢ポイントごとに示すもので、2005年（給与構造改革前）の水準に回復させるものであり、一定のミニマム基準としつつ、各地域による上乗せを可能としていくものとしているところです。
　道本部の考え方
①　このような自治労本部の検討内容を踏まえ、道本部として、さらに若年層職員の給与水準については、時間給1,000円とする最低賃金を確保するように、一部調整をかけて要求項目のような目標を掲げて賃金水準の改善を求めているところです。
②　国の級別資格基準（必要在級年数）は、１級８年・２級４年・３級２年・４級２年計16年で５級到達要件を満たすこととなっていますが、国家公務員の場合は級別定数があるため自動的な昇格が可能な仕組みではないため、様々な官職の発令を元に上位級へ昇格させています。また、各自治体の上位級への昇格の必要在級年数はそれぞれの自治体で異なっていますが、給与制度見直しにおける級の統合・再編に伴い、いずれにしても昇格基準が必要です。改正しなければなりませんので、その際、旧３級（２級）、旧６級（４級）に昇格する基準（標準到達年齢）を前倒し、５級昇格をできるだけ、早める必要があります。
③　自治体の給与水準をめぐって、いろいろと議論になっているのが、ラス指数の課題です。これは国家公務員を100とした場合に自治体職員の賃金水準がどの水準にあるのかという指数ですが、総務省の集計によると2014年４月現在で自治体のラス指数の平均が98.9で昨年（98.8）とほぼ変わりません。北海道においては、北海道と札幌市を除いた自治体の平均では96.7（2013年96.3）であり、全国平均を２ポイント以上、下回っているのが実態です。

ラス指数の問題点は、国家公務員と比較するうえで、自治体職員の実態として低い学歴の職員が高位級へ到達している場合に高く出る傾向があることから、賃金水準を適正に把握できる指数とは考えにくいものです。また、国家公務員にのみ措置されている広域異動手当など比較対象とならない手当があるばかりでなく、自治体においては全体のパイが少ない中で変動の要素が大きい指数でもあり、ラス比較による水準議論は極めて疑問です。よって、ラス指数を理由とした賃金合理化課題については、これらの点を当局と共通の認識に立って、具体的な対応策を協議する必要があります。
〔要　求〕
	２－
②　級別の格付け基準など昇格・昇級基準を短縮・改善することとし、最低非役付職員の国公行政職(一)表５級到達を実現すること（具体的には、１級在級８年、２級在級４年、３級在級４年、４級在級２年）。また、医療職(二)、(三)表など他の給料表も同一水準以上で取り扱うこと。


〔解　説〕
　現状では、独自の昇格基準をもっている自治体が多く、また国と同一には昇格しない実態にあります。国の場合､一職一級制を建て前とし､昇格の条件は､第１に級別定数に欠員があること、第２に級別資格基準表に定める在級年数など資格要件を満たしていることです。自治体では、第１の級別定数の条件はなく、また、級別資格基準も旧来の通し号俸制賃金表の経過から、国と同一に扱えない実態があります。
　したがって、自治体における昇格基準は、あくまでも団体交渉による決定が基本となります。とりわけ自治体では、地公労法適用職員（現業・公企職員）がいることから、第７条（団体交渉事項）にいう「賃金、昇職、降職は団体交渉事項である」ことを重視し、当局に一方的な昇格基準を策定させないたたかいが必要です。
　公務員賃金は、職務職階制を基本とした体系としていますが基本的に生活給を建て前として存在しています。これまでの賃金闘争の歴史の中で、「４級以上は職務級の要素を持つとしても、それ以前の等級は生活給要素が大半を占める」ことを確認してきています。したがって、最低限５級水準到達を原則に、必要在級年数については経過年数（号俸）として、一定号俸で上位級に昇格させていくことを要求します。
〔要　求〕
	２－
③　現業・非現業の昇格・昇給基準の差別を廃止し、非現業と同一取り扱いとすること。また、行政（二）表は導入しないこと。また、初任給格付け及び昇級・昇格差別を廃止し、すべて、

	非現業と同一取り扱いとすること。


〔解　説〕
　同じ自治体で働く労働者である以上は、職種や性別を問わず賃金をはじめ、すべての労働条件は同一の制度、基準が適用され運用がはかられるべきであることは言うまでもありません。しかし、「新地方行政改革指針」（2005年３月29日総務事務次官通知）においては、「技能労務職員、公営企業職員の給与の適正化」をうたっており、「国家公務員と同様に行（二）表を適用すべき」と言っています。
しかし、2007年７月３日に総務省が、「地方公共団体の技能労務職員等の平均給与月額等について－民間部門との比較－」を公表、７月６日には公務員部長・大臣官房審議官（公営企業担当）通知「技能労務職員等の給与等の総合的な点検の実施について」を発し、各自治体に対して、①民間の同一・類似職種との均衡に一層留意した給与制度・運用の適正化、②給与情報等公表システムの充実等情報開示の徹底、③給与等の総合的な点検と取組方針の策定・公表等を義務づけました。
また、2009年３月に総務省が、「技能労務職員の給与に係る基本的考え方に関する研究会最終報告」を公表しました。報告では、「技能労務職員の給与は、個々の地方公共団体において決定されるものである。個々の地方公共団体における技能労務職員の給与の適正な構造や水準は、国において一律に示すべきものではない。各地方公共団体における給与の見直しに向けた取り組みを、円滑化するための情報提供は重要である」と、結局のところ給与決定の原則は各自治体で労使交渉によるとしながらも、実質的に報告書で示した検討結果をもとに給与の引き下げを各自治体に求めており、この総務省研究会報告に基づいた賃金削減提案が危惧されています。
公務員連絡会では、国にはない職種が地方にはあり、賃金センサスを活用するに当たっては、公務としての特殊性や業務の多様性があり、単純な比較をすべきではない事を求めてきました。また、賃金センサスとの単純比較ではなく、「同種・同等比較の原則」や職務内容の分析の精査の必要性も示されたこと等、労使交渉に活かす内容も引き出し、交渉上の留意点を作成しています。民間給与の比較による一方的な給与水準の引き下げは、私たちが進めてきている市民・利用者の視点にたった「質の高い公共サービス」の提供と「職の確立」を図るための現業職場活性化運動の取り組みをまったく評価していず、到底容認できるものではないことから、引き続き交渉の強化が重要になっています。合わせて、民間労働者の賃金・労働条件の改善に向けて公共民間との連携を強めていく必要があります。

　現在、道内各自治体の現業（技能・業務）職員の賃金は、長年のたたかいによってごく一部を除き行（一）表を適用していますが、到達級の制限、初任給格付けでの差別などにより、非現業職員との間に大きな賃金格差が生じています。特に、中途採用が多く、極めて低い初任給から出発し、到達級も低位級にとどまるため勤続年数が増えても在職する同一年齢職員との賃金格差が改善されない実態に置かれています。私たちは、現業・非現業の差別賃金表である行（二）表の撤廃はもちろん、行（一）表内における現業職員の賃金差別を克服していくため、①初任給基準の改善（中途採用者の初任給改善については２－②の解説参照）、②年齢別最低保障賃金制度の確立、加えて③それらの改善内容に基づく全職員を対象とする在職者調整の実施を基本要求とし、現業差別賃金を打破していくことが必要です。
道本部内各単組において、一般・技能・労務のすべての職種で４級水準以上が確保できているわけではありません。一般・技能４級で労務が３級以下、一般４級で技能・労務が３級以下などの単組も多数存在しています。極端なところでは一般と労務の差が２級（一般４級、労務２級どまり）も開いているところもあります。
　さらには、初任給の決定を、一般職より一号俸下位に置くなど、出発時の差別、技能と労務の差別、級別経過（在級）年数の差別など多くの問題を抱えていることから、現業・非現業の格差解消に向けて一つひとつ差別要因を取り除いていくことが必要です。
〔要　求〕
	２－
④　４号俸を超える昇給原資を確保し、公平・公正に実施すること。
⑤　４号俸を下回る昇給区分については、処分や無断欠勤など客観的な自由に限ること。

⑥　勤務成績の昇給への反映については、十分な労使交渉と合意によること。


〔解　説〕
　2005人事院勧告を受けての2005.9.28「総務次官通知」では、国が普通昇給・特別昇給を廃止して、５段階昇給制度を設けたので、地方自治体もこれを参考に、勤務実績に基づく昇給制度を導入しなさいとあります。国においては人事評価制度が2009年度から本格実施を開始していますが、国と同様の人事評価制度の構築・実施を義務付けることとした地公法改正案は2007年５月に通常国会に提出されましたが、2009年７月の衆議院解散によって審議未了で廃案となっています。また、昨年11月には自律的労使関係制度を措置する地公関連法案のなかに2007年と同内容で盛り込まれたところですが、再び廃案となっています。
　北海道段階での2013年12月１日基準日での調査では、管理職等限定した範囲での運用や試行も含め34自治体での実施と少数となっていますが、全国的に見れば約半数の自治体で制度が導入されている現状となっています。また、１月24日開会の通常国会では2007年地公法改正法案と同内容（退職管理の適正化および能力実績に基づく人事管理の徹底）の法案が再び提出されることが予想されています。

国会の動向を注視しながらも当面はこれまでどおりそれぞれの自治体の「定期昇給」「特別昇給」「勤勉手当」の「基準」にそって、４分割後の給料表で運用していくしか方法はありません。つまり、１号を４号、２号を８号に読み替え、従前どおり実施することです。また、現在、特別昇給が凍結あるいは未実施の単組は、その解除と実施を要求します。多くの単組で2006給与構造改革時に特昇原資が消滅している現状もありますので、しっかりと当局を追及し、若年層の給与水準の底上げや、職員間の格差是正の原資として運用していく必要があります。

〔要　求〕
	２－　給与の独自削減、給与構造改革などにかかる要求
①　財政を理由とした独自の基本賃金等の削減及び一切の賃金合理化をしないこと。


〔解　説〕
　道内自治体では、依然として財政を理由とした国や民間水準を下回る独自の賃金削減が横行していますが、民主党政権下で地方交付税の総額確保がはかられ、2014年４月現在では各自治体の独自削減は50自治体、全自治体数の28％で実施されているところです。
　退職手当債・病院特例債制度の考え方として、借金をしなくても良いように財政運営を行うことは当然に求められますが、そもそも、このような財政事情に陥った要因は、自治体の放漫経営によるものだけではなく、三位一体改革による地方交付税の削減が大きな要因といえますし、そのことは棚上げし、自治体に健全化計画の義務づけと給与等の適正化を一方的に求める仕組み自体が極めて問題であるといわざるを得ません。地方自治体の給与等の決定については、最終的にはその自治体の判断が最重要視されるという原則をもう一度掲げて、連合・自治労本部を通じ、新たな財政制度の構築・地方財政の確立を求める取り組みを強化していく必要があります。また、地方６団体等を通じた首長・議会の動きへもつなげていくなど重層的な取り組みを進める必要があります。
●独自削減の推移　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年４月１日現在）

	
	2007
	2008
	2009
	2010
	2011
	2012
	2013
	2014

	給料
	48
	57
	44
	36
	34
	32
	27
	25

	給料＋一時金
	29
	26
	30
	23
	13
	7
	4
	4

	一時金
	21
	17
	16
	8
	4
	2
	2
	0

	その他
	18
	17
	22
	25
	22
	22
	21
	21

	合計
	116
	117
	112
	92
	73
	63
	54
	50

	比率
	60％
	64％
	64％
	62％
	51％
	35％
	30％
	28％

	未実施
	73
	65
	64
	69
	88
	117
	124
	130


〔要　求〕
	２－
②　給与水準の引き下げや昇級号俸の抑制の段階的回復を行うこと。

③　年齢による昇給停止や昇給抑制は行わないこと。特に50歳代後半層職員に限定した給与の減額措置は行わないこと。


〔解　説〕
　2006年４月からの給与構造改革によって、給料表の水準が平均4.8％引き下げられましたが、特に高位号俸の水準引き下げによって給料表の構成が全体的にフラット化されてきており、給与構造改革前の給与水準に到達させるには、７級水準（旧９級水準）まで昇格させなければならないという全く不当な給与制度が導入されました。
　制度改正の主な特徴としては、昇給期を毎年１月１日年１回とする他、給料表の号俸を４分割し、それまでの特別昇給制度を廃止して、査定昇給制度を導入して昇給号俸を０から８号俸とすること（標準は４号俸、55歳以上の高年齢層職員は２号俸、さらに、勤勉手当に対して成績率の拡大をはかり勤務実績を反映させるという点です。
　また、全体的に俸給表水準を引き下げて、民間賃金の高い地域に調整手当から名称変更した地域手当を措置し（支給率を３％～12％を３％～18％に拡大）、広域異動手当（３％～６％）や本府省業務調整手当を新設することとしたため、2006年から４年間については、その給与原資を確保するため、昇給号俸の抑制措置（標準の昇給号俸４号俸を３号俸に止める）をとりました。国家公務員においては、この見直しは給与原資の再配分となりますが、地方公務員においては地域手当が措置されていない自治体が職員比で７割にも及んでいますので、単に給与水準の低下をもたらすものとなりました。
　このような制度の見直しは、それまで年功的な給与制度であったものを、能力と実績に基づく体系に変更するという内容といえますが、人事評価制度や勤務実績に基づく給与・勤勉手当への反映については反対の立場で取り組んでいるところです。また、このような不当な取り扱いに対して、これらの措置の回復を求めています。
　2010人事院勧告において、55歳を超える職員（行（一）６級相当以上）に対して、給料月額の1.5％を減額する措置が勧告されました。50歳台後半層職員の給与水準が民間事業所の労働者に比較し、大幅に高いとした調査結果を基に人事院は勧告しました。こうした制度改正は、過去にはなく職務給の原則や新たな人事評価制度を前提とした給与制度を提唱する人事院の考え方から見ても、極めて矛盾のある措置といえます。各都道府県人事委員会の2010年勧告において判断は２分しており、こうした措置の論理矛盾がまさに露呈された形となっているところです。北海道段階では多くの単組が55歳以上の職員の1.5％削減を見送らせてきていますが、強行された単組においては、問題の本質をしっかりと捉え、改めて要求を整理して、引き続き交渉を行うことが必要となっています。

　さらに、2012人事院勧告ではまたしても50歳台後半層にターゲットを絞った昇給・昇格制度の見直しが勧告されました。国公においては自公政権への逆戻りにより、取り扱いの閣議決定やり直しという民主党政権下での労使合意を反故にする前代未聞の決定がされ、2013年４月から実施されています。

北海道内の自治体においては2013確定期段階で61自治体が見直しを行いましたが、73自治体で継続協議となっています。

　「給与制度の総合的見直し」の検討項目として「世代間の給与配分の見直し」を掲げ、「50歳台後半層において官民の給与差が相当程度存在することから、世代間の給与配分の適正化を図るため、俸給カーブの見直しを行う」と言及しており、さらなる改悪の動きが想定されるところです。
●　給与構造改革経過措置の解消に伴う対応
＜2014（平成26）年４月１日現在における回復の状況＞




　　






＜参考＞　給与構造改革期間中（平成18年度(2006年度)～平成21年度（2009年度）の４年間）に抑制されてきた昇給号俸の回復措置について
	①　2011（平成23）年４月１日

2011年４月１日時点で43歳未満の職員　　　　　最大１号俸回復

②　2012（平成24）年４月１日

2012年４月１日時点で30歳未満の職員　　　　　最大２号俸回復

2012年４月１日時点で30歳以上36歳未満の職員　最大１号俸回復
③　2013（平成25）年４月１日

2012年４月１日時点で31歳以上39歳未満の職員　最大１号俸回復

④　2014（平成26）年４月１日

2014年４月１日時点で45歳未満の職員　　　　　最大１号俸回復


〔要　求〕
	２－
④　2006給与構造改革の現給保障措置を継続すること。


〔解　説〕
給料表の水準引き下げに伴う措置において、給料月額が引き下がる場合に、制度改正前の給料月額を保障する現給保障措置がとられてきました。

人事院は2010人事院勧告において50歳台後半層の職員の給与の一律1.5％引き下げ、2011人勧にて現給保障の廃止勧告を行い、国公においては臨時特例法による給与削減が終了の2014年３月末に現給保障措置が廃止されました。また、給与制度の総合的見直しにより、新たに現給保障措置がされることから2014賃金確定闘争でもいくつかの単組で2006給与構造改革による現給保障措置の廃止提案を受け、交渉課題として取り組みがされました。

結果として2014年11月末での廃止が１自治体、2014年度末での廃止が５自治体、何らかの経過措置を講じての廃止が５自治体となりました。給与構造改革による新給与表導入時の約束通り制度改正前の給与額を新制度の給与額が超えるまで現給保障措置を継続することを求める必要があります。

●現給保障（2014春闘終結時点・自治労加盟自治体数）

	廃止済み
	廃止経過措置期間中
	解消済み
	継続

	77
	４
	14
	74


〔要　求〕
	２－　諸手当等の改善
①　扶養手当については、血族要件を廃止するとともに、支給額、支給方法を改善すること。


〔解　説〕
扶養手当を夫婦のどちらかが取得するかは家庭内の問題であり、「私的な選択」です。このことを制度的に一方の性に誘導することは男女差別にあたります。扶養手当を男性のみに支払うのは明確な労基法４条「男女同一賃金の原則」違反であり、すぐに是正が必要です。手当の支給対象者が「世帯主」「主たる生計の維持者（夫婦で収入が多い方）」などの場合です。これはらは性別が直接の基準になっていませんが、日本では住民票上の世帯主は夫が多く、男女間の賃金格差もあり収入が高いのは夫というケースが多数を占めます。基準が一見中立的でも実際には片方の性に不利な結果をもたらすのは「間接差別」です。

具体的取り組みとしては、扶養手当の支給基準から「世帯主」「主たる生計の維持者」「社会通念上の扶養者」を削除し、申請した者が認められるようにしていくことが必要です。

また、女性が申請する場合だけ、夫の収入証明などを求めるケースがありますが、これも取扱い上の男女差別にあたります。基準から「世帯主」「主たる生計の維持者」を削除し、性別、世帯主、収入の多寡にかかわらず、申請をした者が認められるようにすることが必要です。

また、配偶者と子等の支給額の格差、さらには血族要件の廃止に向けた取り組みについても強化することとします。

※血族要件について

給与法上の配偶者以外の扶養親族は重度心身障害者の場合を除き、血族または法定血族（養子・養親）であると解されています。したがって、配偶者の父母は扶養親族の範囲には含まれないことになります。
〔要　求〕
	２－
②　住居手当は、支給範囲を拡大し、借家・借間についての改善を行うこと。また、自宅所有者については、定住促進のため措置されてきた経過を踏まえ、今までどおり支給すること。


〔解　説〕
　自宅に係る住居手当については、03人事院勧告において６年目以降の月額1,000円の手当は廃止し、新築・購入後５年間（2,500円）に限定して支援することとなりました。また、07人事院勧告において「自宅に係る住居手当の廃止も含め見直しに着手」することが報告され、さらに、08人事院勧告では2007年以上に言及した形で「自宅に係る住居手当は来年の勧告に向けて廃止を検討」することが明言され、09人事院勧告において官民格差がマイナスであり、手当にもマイナス配分する必要があると考えのもとに廃止が勧告されました。廃止の理由としては「財形持家個人融資の利用者が大幅に減少し、措置しておく必要性が認められないいことから」としています。
　自宅に係る住居手当については、国家公務員と地方公務員の人事政策が異なるため、住宅政策自体も基本的に異なっています。国家公務員は住居の移転を伴う全国異動が行われ、宿舎が充実していることにより、自宅を購入する年齢が相当高い傾向にあるのに対して、地方公務員は移動が少なく、宿舎等も整備されていないこと、持家政策を基本として進めてきており、自宅所有者の住居手当についても借家・借間との均衡を考慮して支給してきたという経緯にあります。
　要求書では額を入れていませんが、これは、公務員連絡会・自治労でも地域間格差があまりにも大きいこと、持家の率、利子補給の実態など、地域間・自治体間に大きな格差があり、全国的にも要求が統一されておらず、道本部としても道内的に統一することは困難との判断から要求額については統一せず、地域の実態に見合った要求として単組ごとに決定することとします。また、廃止とされた単組について支給の理由付けや地域の民間の支給水準、支給企業数など具体的に調査を行わせるなど、制度の復活に向けた取り組みを進めます。
　北海道内の状況（北海道・札幌市含む）は2014年４月１日段階では、134自治体（うち４自治体は経過措置期間中）が自宅所有者の住居手当制度を継続見込みとなっています。廃止とした自治体は46自治体となりました。

この間、自宅所有者の住居手当は国家公務員の住宅政策の違いから、国家公務員には措置されなくとも地方公務員には必要があるという主張を行うとともに、民間企業における同種手当の支給状況や金額なども参考にして、制度を守るたたかいを継続しています。国を上回る手当の支給として特別交付税の減額対象となるのではないかとの理由で自宅住居手当廃止を提案してくる例も報告されていますが、制度上残していても、特別交付税の減額対象とはなっていません。

従って、引き続き自宅住居手当を支給させるよう各単組において取り組みを強化するとともに、人勧どおりという理由のみで廃止が強行された単組においては、改めて、要求根拠を明確にしてこの春闘期で要求するなど、復元を求めていく必要があります。

住宅手当の支給状況(平成22年度　人事院の職種別民間給与実態調査より)

○　支給・非支給別事業所の割合
	企業規模
項　目
	企業規模計

	
	
	５００人以上
	１００人以上
５００人未満
	　５０人以上
１００人未満

	支給・非支給の別
	支給
	51.2
	％
	58.8
	％
	54.4
	％
	43.1
	％

	
	非支給
	48.8
	
	41.2
	
	45.6
	
	56.9
	

	借家・借間、自宅に対する支給状況
	借家・借間
	95.5
	
	96.3
	
	95.3
	
	95.4
	

	
	自宅(持家)
	77.5
	
	73.9
	
	76.7
	
	81.1
	


（注）１借家・借間、自宅に対する支給状況は、住宅手当を支給する事業所数を100とした割合である。
２本店事業書数ウエイトを用いて算出した割合である。（次表において同じ）
○　借家・借間に対する手当の支給形態及び手当額の決定要素

	企業規模
　支給形態等
	企業規模計

	
	　
	５００人以上
	１００人以上
５００人未満
	　５０人以上
１００人未満

	一　 律 　定 　額
	24.6
	％
	10.2
	％
	24.0
	％
	34.3
	％

	一 律 定 額 以 外
	75.4
	
	89.8
	
	76.0
	
	65.7
	

	
	　手当額の決定要素 
	家賃の額
	(24.6)
	
	(27.2)
	
	(27.1)
	
	(17.1)
	

	
	
	役職・資格段階
	(8.4)
	
	(12.3)
	
	(8.2)
	
	( 5.9)
	

	
	
	世帯主
	(42.8)
	
	(42.6)
	
	(44.4)
	
	(39.6)
	

	
	
	扶養家族の有無
	(64.4)
	
	(71.0)
	
	(61.3)
	
	(65.6)
	

	
	
	事業所の所在地
	(10.1)
	
	(19.5)
	
	(9.8)
	
	( 2.9)
	

	
	
	居住地
	(11.7)
	
	(25.3)
	
	(10.2)
	
	( 4.0)
	

	
	
	その他
	(11.9)
	
	(9.6)
	
	(11.8)
	
	(13.9)
	


（注）１　支給形態は、借家・借間に対する手当を支給する事業所数を100とした割合である。
２　（　）内は、一律定額以外の事業所数を100とした割合である（複数回答）。
	

	【参照】特別交付税に関する省令（抜粋）

第２条

各道府県に対して毎年度十二月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額から第二号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）に第三号の額を加えた額とする。

ニ　期末手当、勤勉手当及び期末特別手当の支給にあたつて、一般職の職員の給与に関する法律 （昭和二十五年法律第九十五号。以下「一般職給与法」という。）に規定する期末手当、勤勉手当若しくは期末特別手当の支給割合を超える支給割合を用い、又は期末手当、勤勉手当若しくは期末特別手当の基礎額について同法 に規定する方法と著しく異なる方法による加算措置を行つている道府県について、同法 に規定する期末手当、勤勉手当及び期末特別手当の支給割合並びに当該道府県の期末手当、勤勉手当及び期末特別手当の基礎額から当該加算措置に係る額を控除して得た基礎額により計算して得た額の総額を超えて支給された期末手当、勤勉手当及び期末特別手当（実質的にこれらに相当する給付を含む。）の額（以下「超過支給額」という。）で前年度までの特別交付税の額の算定の基礎に算入されなかつた超過支給額を基礎として算定した額

第３条 

各市町村に対して毎年度十二月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額及び第六号の額の合算額に、第三号の額から第四号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）と第二号の額の合算額から第五号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）を加えた額とする。

二　前条第二項から第四項までの規定は、前項の場合について準用する。この場合において、同条第二項中「前項」とあるのは「第三条第一項」と、同条第三項中「第一項」とあるのは「第三条第一項」と、「第三号」とあるのは「第六号」と、同条第四項中「第一項第一号」とあるのは「第三条第一項第三号」と読み替えるものとする。

第４条

各道府県に対して毎年度三月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額及び第二号の額の合算額から第三号の額及び第四号の額の合算額を控除した額とする。

三　次に掲げる額の合算額

イ　当該年度の六月分及び十二月分に係る超過支給額並びに当該年度の十二月分の特別交付税の額の算定の基礎に算入されなかつた超過支給額の合算額を基礎として算定した額（表示単位は千円とし、表示単位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入する。以下この号において同じ。）

ロ　交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで徒歩により通勤する者に対して当該年度に支給された通勤手当の額

ハ　退職することを理由として特別昇給した職員に対して当該年度に支給された退職手当の額のうち、当該特別昇給により増加した額

ニ　当該年度における地方自治法第二百四条第二項 に規定する寒冷地手当の支給総額（以下「寒冷地手当支給総額」という。）が、国家公務員の寒冷地手当に関する法律 （昭和二十四年法律第二百号）第二条 に定める額を当該道府県の条例に規定する寒冷地手当の額とみなして計算した寒冷地手当の支給総額（以下「みなし寒冷地手当支給総額」という。）を上回る道府県について、寒冷地手当支給総額からみなし寒冷地手当支給総額を控除して得た額

ホ　当該年度における地方自治法第二百四条第二項 に規定する地域手当の支給総額（以下「地域手当支給総額」という。）が、一般職給与法第十一条の三第二項 に定める割合（当該割合が人事院規則九―四九（地域手当）別表第一に定められていない地域にあつては、「地域手当支給基準を満たす地域の一覧について」（平成十七年九月二十六日付け総務省給与能率推進室第七号通知）における地域手当の指定基準により算定した割合）を当該道府県の条例に規定する地域手当支給割合とみなして計算した地域手当の支給総額（以下「みなし地域手当支給総額」という。）を上回る道府県（地域手当支給総額がみなし地域手当支給総額以下となる道府県に準ずるものとして総務大臣が認める道府県を除く。）について、地域手当支給総額からみなし地域手当支給総額を控除して得た額

第５条

各市町村に対して毎年度三月に交付すべき特別交付税の額は、第一号の額に第三号の額から第四号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）と第二号の額の合算額から第五号の額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）を加えた額とする。

四　次に掲げる額の合算額

イ　前条第一項第三号の額の算定方法に準じて算定した額

附則第６条第５項

平成二十三年度に限り、第四条第一項の規定の適用については、同項第三号イの額は、同号の規定にかかわらず、次に掲げる事由により平成二十三年度において過大に支給される給与の額として総務大臣が調査した額から当該年度の特例的な給与の減額による削減額として総務大臣が認める額を控除した額（当該額が負数となるときは、零とする。）とする。

一　一般職給与法に規定する期末手当及び勤勉手当（以下「期末勤勉手当」という。）の支給割合並びに当該道府県の人事委員会の勧告に係る期末勤勉手当の支給割合を超える支給割合を用いること。
二　期末勤勉手当の基礎額について一般職給与法に規定する方法と著しく異なる方法による加算措置を行つていること。

三　当該年度の給料又は手当（期末勤勉手当を除く。）について、適切な減額改定又は減額改定に伴う所要の措置を講じないこと（これらの措置に準ずる措置その他のこれらと同等以上の効果が生じると認められる措置を別に講じている場合を除く。）。
附則第６条第６項
平成二十三年度に限り、第四条第一項第三号ニの額は、同号ニによつて算定した額に一・〇を乗じて得た額（当該得た額が平成二十二年度における当該道府県に交付された特別交付税の額に〇・二を乗じて得た額以上である場合には、当該〇・二を乗じて得た額）とする。

附則第６条第７項

平成二十三年度に限り、第四条第一項第三号ホの額は、同号ホによつて算定した額が平成二十二年度における当該道府県に交付された特別交付税の額に〇・二を乗じて得た額以上である場合には、当該〇・二を乗じて得た額とする。

	


〔要　求〕
	２－
③　通勤手当は全額実費支給とし、非課税とすること。また、交通用具使用者の手当を実態に見あった額に改善すること。

④　下肢障害者のためマイカー通勤をしている者については、必要経費を完全に保障すること。


〔解　説〕
　通勤費は本来「労働力の運搬経費」であり、実費支給的性格が強いものです。よって、必要経費としての交通・通信費に入るべきもので、賃金という性格は薄いと考えたほうが自然です。なぜなら通勤手当は自由に処分できる収入ではなく、節約することが不可能な経費だからです。
　この通勤費は、2005年から人事院勧告の際の官民比較の対象給与外となりましたが、最高限度額が96人事院勧告で5,000円引き上げられ50,000円、03人事院勧告でさらに5,000円引き下げられ55,000円となって以降改善がありませんので、早急に全額実費支給とさせなければなりません。
　交通用具使用者についても、自動車、バイク、自転車などの購入経費の上昇や、維持費（補修費、保険料、駐車料等）の値上がりの実態、また、ガソリン価格の実態に合わせて、額についても改善させることとします。また、2014人事院勧告で交通用具使用者の通勤手当が最大7,100円引上げ勧告がされました。各自治体においては現在の制度内容を把握し、2014人勧を下回る場合には国に遅れることなく、改善するよう求めます。

※「全額支給」はどの程度まで想定されるのか

現行の通勤手当における支給限度額は社会通念上、通勤圏内と考えられる距離からの通勤に対応しています。

交通機関等を利用する職員の場合、定期券（最長期間の定期券）支給されていますが、定期券がなく回数券を使用している者が休日出勤をして、振替休日を指定することが出来ない場合は、休日に出勤した日の通勤費を請求することとなります。実際に道職員の場合、特別急行列車等の利用者には特急料金の1/2（20,000円上限）となっています。

※非課税とするにはどのような手続きが必要か

通勤手当の非課税については、所得税法第９条第１項第５号および同法施行令第20条の２の規定によって取り扱われています。上限については10万円、交通用具等使用者の通勤手当についても距離に応じた非課税枠が設定され、上回る場合は課税対象となりますのでこの課税対象分を当局負担とさせます。

非課税対象額を拡大するには法律の改正が必要となりますので公務労協・自治労も取り組みを進めています。

●2014勧告における改善

交通用具使用者に係る通勤手当について、使用距離の区分に応じ100円から7,100円までの幅で引き上げ。
	使用距離
	改正前
	改正後
	増減
	非課税限度額
	備考

	5㎞未満
	2,000円
	2,000円
	0
	4,200円
（2㎞未満全額課税）
	

	5㎞以上10㎞未満
	4,100円
	4,200円
	100
	
	

	10㎞以上15㎞未満
	6,500円
	7,100円
	600
	7,100円
	

	15㎞以上20㎞未満
	8,900円
	10,000円
	1,100
	12,900円
	

	20㎞以上25㎞未満
	11,300円
	12,900円
	1,600
	
	

	25㎞以上30㎞未満
	13,700円
	15,800円
	2,100
	18,700円
	

	30㎞以上35㎞未満
	16,100円
	18,700円
	2,600
	
	

	35㎞以上40㎞未満
	18,500円
	21,600円
	3,100
	24,400円
	

	40㎞以上45㎞未満
	20,900円
	24,400円
	3,500
	
	

	45㎞以上50㎞未満
	21,800円
	26,200円
	4,400
	28,000円
	

	50㎞以上55㎞未満
	22,700円
	28,000円
	5,300
	
	

	55㎞以上60㎞未満
	23,600円
	29,800円
	6,200
	31,600円
	

	60㎞以上
	24,500円
	31,600円
	7,100
	
	


〔要　求〕
	２－
⑤　離島など生活の不便な地域に勤務する職員に対し、特地勤務手当を支給すること。


〔解　説〕
　この特地手当は、離島など生活不便の地域に勤務する職員に対し、その不便度に応じ本俸および扶養手当を算定基礎額にし、４％から25％の支給割合のうち２分の１は定額（採用・異動時の額で固定）、残る２分の１は定率で支給され、さらにこれらの地域に住居を移転して移動した場合には、級地・年数に応じて２～５％の「特地勤務手当に準ずる手当」が加算されます（97人勧で改訂）。
　ところがこの手当は、国家公務員および都道府県の職員には支給されますが、同じ地域に勤務する市町村職員にはまったく支給されません。それは法令上の根拠があるのではなく、国が財政上の措置をしていないことに唯一の原因があります。生活不便度を基本とする手当である以上、同一地域に勤務し、生活する国家公務員又は都道府県職員と市町村職員を区別する根拠がありませんし、総務省は「市町村職員に特地勤務手当を支給することは、現行制度上、違法とはいえないが、この手当の趣旨がへき地赴任者に対する慰謝料的性格をもつものであるから、異動の可能性のない市町村職員に支給することは適当でない」との態度をとっています。しかし1970年改正で赴任者にたいして「準ずる手当」が加算される措置がとられたこと、国や県は現地採用者にも同手当の支給があることからみて、総務省の主張は矛盾にみちており、この手当に関するかぎり国に準ずるとの指導方針を完全に放棄しています。
〔要　求〕
	２－
⑥　時間外勤務手当はl00分の150(深夜100分の200)、休日勤務手当はl00分の200とし、夜間勤務手当は100分の50に支給率の改善をはかること。最低でも、労基法改正に伴う水準以上（月60時間を超える部分は100分の150）とすること。また、時間外勤務手当月60時間超の法定休日の取り扱いについては、国と同様に算定時間に含めること。


〔解　説〕
　日本の長時間労働を年間1,800時間を目標に短縮していくためには、超過勤務（時間外・休日労働）時間を縮減していくことが、第１の課題であることはいうまでもありません。一方日本の超過勤務手当は欧米各国に比べて極端に低い水準にあり、民間を中心に近年引き上げのたたかいが強化され一部の大手民間では率の改善が行われています。
超勤が恒常化している場合、超勤手当がともすると労働者の生活給化しがちですが超勤手当の引き上げは超勤を減らしても手当収入が維持されることになり、結果として超勤時間の縮減につながります。また、使用者にとっても、手当の引き上げが人件費コストの増嵩になるため超勤を減らそうとの志向が強まることとなります。
　2008年12月の時間外労働の割増賃金率等に関する労働基準法の改正を踏まえ、2009人事院勧告において月60時間を超える超過勤務（日曜日又はこれに相当する日の勤務を除く。）に係る超過勤務手当の支給割合を100分の150に引き上げるとともに、当該支給割合と本来の支給割合との差額分の支給に代えて正規の勤務時間においても勤務することを要しない日又は時間（代替休）を指定することができる制度を新設することとなりました。
2010人事院勧告では、月60時間の積算に係わる法定休日の労働時間の扱いの調査によれば、月60時間を超える時間外労働の割増賃金率を引き上げた企業のうち、法定休日の労働時間を積算に含めるとした事業所の従業員割合は60.1％となります。人事院はこの調査結果を踏まえ、公務においても月60時間の超過勤務時間の積算の基礎に日曜日又はこれに相当する日の勤務時間を含めることとし、2011年度から実施することとなりましたので、国と同様に見直しを求めていきます。










　また、2010年４月１日施行の労働基準法改正のなかで、「時間外労働限度基準告示の改正」として、限度時間を超える時間外労働の抑制のため、特別条項付き協定を締結する場合、限度時間を超える部分の割増賃金率を定めること、その率を25％超とするよう努めること、限度時間を超える時間外労働をできる限り短くするよう努めることとしました。つまり、一般労働者の場合、１月45時間以上60時間未満の時間外労働が「（割増率）25%を超える率とする努力義務」とされた経緯がありましたので、自治労として新たに要求事項として掲げています。
　また、超勤（時間外・休日勤務）手当の支給にあたっては、その基礎となる１時間当たりの単価計算方法が労働基準法、及び、同法施行規則などによって定められています。労基法が適用される地方公務員の場合も最低基準として、当然これに基づき次の方法で単価計算されなければなりませんし、(旧)自治省や道もそれを認めています。2009年４月以降の国家公務員の勤務時間短縮において、所定勤務時間７時間45分を超える勤務に対しては、時間外割増賃金率が適用されますので、この点も踏まえて制度改正を求める必要があります。
	

	ア　超勤割増賃金の基礎となる１時間当たりの賃金は、労基法と同法施行規則に基づき、基本給（本俸）に除外が認められている諸手当等（家族手当、通勤手当、別居手当、子女教育手当、臨時に支払われた賃金、１ヵ月を超える期間ごとに支払われた賃金）に含まれない、調整手当、住居手当、定例的に支払われる特殊勤務手当などを加えた合計額とすること。
イ　また、上記割増賃金計算のため年間労働時間は、「週の労働時間（条例・規則で定める）×52週」から「祝祭日、年末年始休暇などあらかじめ条例で休日に定められた日数分の時間をのぞいて」算出すること。
※　労働基準法第37条及び同法施行規則第19、21条に基づく１時間当たりの単価算出計算例
（分子）　　　　（本俸＋調整手当＋住居手当＋特殊勤務手当等）×12ヵ月
（分母）　（週の労働時間×52週）－｛（祝祭日＋年末年始休暇）×１日の時間｝
注①　なお、初任給調整手、農林漁業改良普及手当、特地勤務手当が支給されている場合は、これらも分子（　）内に加えて算出する。
注②　国公の場合は、（本俸＋調整手当）×12ヵ月／（週実労働時間×52週）となっており、ほとんどの自治体でも現在この扱いになっている。
※　単価計算の分子となる諸手当は、メリットに個人差を伴うが、「分母」となる時間計算は全職員一律にメリットがあることを重視して取り組むこと。

	


　1999年の労基法「改正」の一つとして、経営側から強い要望があり、割増賃金の算定基礎から「住宅手当が除外できる」こととなりました。しかし、住宅手当という名前が付いているだけで、割増賃金の算定基礎から除外できるわけではなく、次のように、その範囲は厳しく制限されています。

住宅手当は具体的には、「住宅に要する費用に応じて算定される手当」をいうとされ、単に名称だけではなく、その実質によって判断するとされています（1999・３・31　基発第170号）。

「住宅に要する費用」については、賃貸住宅の場合は、家賃など居住に必要な住宅の貸借のために必要な費用、持ち家の場合は、居住に必要な住宅の購入、管理などのために必要な費用が該当するとされています。
これに該当する場合、つまり住宅に要する費用についての補助であると認められても、もう１つの条件をクリアしなければ、除外できる住宅手当とは認められません。すなわち、その費用に応じて算定される手当であることです。
「費用に応じた算定」とは、費用に定率を乗じた額を支給している場合や費用を段階的に区分し、費用が増えるに従って額を多くする場合を言います。
住宅に要する費用に定率を乗じた額を支給していると認められるのは、例えば賃貸住宅居住者に家賃の一定割合を支給する場合や、持ち家居住者にローン月額の一定割合を支給する場合が該当します。
住宅に要する費用を段階的に区分し、費用が増えるに従って額を多くして支給していると認められるのは、例えば家賃月額５～10万円の者に２万円、家賃月額10万円を超える者に３万円を支給する場合などが該当します。
一方、次のような手当は、住宅手当に該当しないと解釈されています。
①　住宅の形態ごとに一定に定額で支給するもの
→例えば賃貸住宅居住者に２万円、持ち家居住者に１万円を支給するなど、実際に住宅にかかる費用に関係なく、支給額が住宅の形態によって決まるもの
②　住宅以外の要素に応じて定率または定額で支給するもの
→例えば扶養家族がある者には２万円、扶養家族がない者には１万円を支給するなど、支給額が、実際に住宅にかかる費用以外の要素で決まるもの
③　全員に一律に定額で支給するもの
以上のように、割増賃金の算定基礎となる賃金から除外できる住宅手当とは、個々の労働者の住宅にかかる費用に応じて、支給額が決定されるものということになります。

ただし、一見制度上は住宅にかかる費用に応じて額が決定されているように見えても、実際は、定額支払いとなっているものは、割増賃金の算定基礎となる賃金から除外できる住宅手当には該当しないと考えられます。

例えば、一応制度上は家賃が２万円以下の場合は１万円、家賃が２万円を超える場合は２万円という区分を設けているが、実際は、１万円の住宅手当ての支給者はほとんどおらず、結局は全員に２万円を支給しているという場合などです。

このように、割増賃金の算定基礎となる賃金から除外できる住宅手当かどうかは、あくまで実質で判断されることに注意しなければなりません。
〔要　求〕
	２－
⑦　宿日直を廃止すること。当面、その回数を減らすとともに宿日直手当を大幅に増額すること。


〔解　説〕
宿日直手当は、99人事院勧告で一般の宿日直が200円上がって4,200円となり、その他業務当直が最高7,200円にそれぞれ引き上げられました。特に役所（場）庁舎の宿日直は職員の交替制で行われている自治体が今日なお多く存在していますが、週休２日が進んだことで日直の回数が増えるなどの課題が拡大しています。宿直そのものの全廃は困難ですが宿日直専門職員の配置等を含めて当面は回数減を要求します。同時に、「ゆとり」が優先される状況のなかでせっかくの休日や勤務終了後の貴重な時間を制約されるわけですから、現行の手当ではきわめて不十分であり、大幅な増額を要求するものです。
〔要　求〕
	２－
⑧　管理職員特別勤務手当は一部特定職員のみの優遇措置であり、この手当は制度化及び運用しないこと。


〔解　説〕
管理職員特別勤務手当は、91年人事院勧告において新設された「俸給の特別調整額６種」（課長補佐クラス＝８％）適用者が、時間外勤務手当の併設がなされることとの均衡から、新たに設けられたものです。俸給の特別調整額１～５種適用者と指定職を対象に「臨時または緊急の必要等により週休日または祝日法による休日等もしくは年末年始の休日等に勤務した場合」に支給されるものです。

そもそも、俸給の特別調整額（管理職手当）自体、時間外勤務手当相当分を含む性格を有しており、この新たな管理職員特別勤務手当は、「屋上屋を架す」管理職優遇の制度です。

各自治体への導入にあたっては、認めない立場で、また、すでに導入されている自治体にあってもこの制度の運用にあたって厳重な監視を行っていく取り組みが必要です。
〔要　求〕
	２－
⑨　寒冷地手当については、現行の支給地区分を維持し、増額すること。


〔解　説〕
　04人事院勧告におけるの寒冷地手当見直しにおいて、寒冷地手当法は維持されたものの、それまでの基準額・加算額の区分が廃止され民間企業の支給実績に手当の額が準拠すること、また、それまで対応していた全国積雪・寒冷地給対策協議会（全国寒対協）が解散し、連合公務労協に吸収されたこと等、直接的に寒冷地手当を引き上げよという要求を集約し運動を作ることが難しい状況となっています。

2010北海道人事員会勧告において､寒冷地手当について北海道が支給地域区分は矛盾ある国の区分を超えて､大幅に改善をはかったものの､支給額について、若干引き下げを行うという内容であったため､級地区分が変わらない地域にとっては独自削減に加えてさらに支給水準の低下となる取り扱いでした。道本部は地公三者共闘会議に結集し､支給水準の確保を求めてきたところですが､最終的な結果としては厳しい内容となりました｡北海道･東北を中心にあらためて運動作りをスタートさせる必要があります｡
　北海道人事委員会は、2009年より支給地域区分の見直しに加え、道内民間事業所の寒冷地手当の支給実態について調査を行いました。2010年の勧告において、新たな要素として「風」を考慮し、国の矛盾ある支給地域区分とは異なった区分を示しました。これにより、概ね各地域における支給地域区分のまだら模様は是正されて、全体的にみて改善となる内容です。一方、支給額については、道のように地域区分を設けている民間事業所の支給額が現行の支給額より若干下回ることから、世帯主、非世帯主、その他とも若干引き下げを行う内容でした。実施時期は平成23年度からとしました。市町村においては、道の地域区分に準拠している自治体が４自治体（新得町、釧路町、標津町、枝幸町）あります。
　2014年人事院勧告での寒冷地手当見直しについては、新たなメッシュデータや市町村合併に伴う級地区分の見直しに止まりましたが、道内では20以上の自治体が対象となりました。2004年の抜本的な制度改正において、積雪寒冷地域の生計増嵩費を補填するとした考え方から民間の支給額に合わせるという見直しが行われました。その際にメッシュデータを元に支給地域区分を見直すこととなり、今回も同様に見直しが行われました。

　新たなメッシュデータによれば、空知管内の豪雪地帯や羊蹄山山麓が１級地から２級地へ引き下がる自治体が出てくるなど、最深積雪量で36％、平均気温0.4℃の誤差の範囲で級地の変更がなされるという矛盾が露呈した見直しでした。該当単組においては、自治体内全域のメッシュデータを明示しながら、級地の維持にむけて交渉を強化しましたが、結果としては、合併前の級地を維持するなど引き下げに歯止めをかけた自治体は３単組に止まりましたが、多くは当初予算編成期や春闘期へ継続協議に持ち込んでおり、今後も理不尽な引き下げは許さない視点で取り組みを強化していく必要があります。
　また、支給額については、札幌市における民間の支給額が約１万円程度上回っていることが明らかにされましたが、円安政策により灯油代が大幅に引き上がっているにも関わらず増額勧告とならなかったために、極めて遺憾な見直しとなりました。寒冷地手当の引き上げを勧告するように自治労本部・公務員連絡会等に強く意見反映が必要です。

　２－②【参照】特別交付税に関する省令（抜粋）にあるように寒冷地手当を国の水準を上回って支給すると特別交付税の減額対象となることに、留意のうえ対応が必要となります。
＜参　考＞民間における寒冷地手当の支給状況
	支給の有無
	事業所割合

	支給する
	69.0％

	支給しない
	31.0％

	札幌市に所在する事業所における
平均支給年額（世帯主の場合）
	126,629円


備考　国家公務員の場合、札幌市（２級地）における支給年額（世帯主）は116,800円
【人事院が定めた支給地域区分の基準－2004人事院勧告】
	○１級地：平均気温－7.0℃以下または最深積雪150cm以上の北海道の市町村
○２級地：１級地及び３級地以外の北海道の市町村
○３級地：平均気温－3.9℃以上かつ最深積雪65cm以下の北海道の市町村
○４級地：下記のいずれかを満たす本州の市町村
①　北海道の市町村の気象条件を参考にした平均気温0.0℃（氷点）以下かつ最深積雪15cm以上の市町村
②　本州の寒冷積雪地の気象条件を考慮し、北海道全域の平均最深積雪に相当する80cm以上の市町村


※　寒冷地手当の見直しに際して、支給額については今回の対象とならず、メッシュ2010に基づく支給地域区分の見直しが行われました。前回（2004年）の見直しにおいても同様でしたが、メッシュデータに基づく支給地域区分の変更は、積雪・寒冷地域における生活実態や実感にマッチしたものとはなっておらず、極めて遺憾な検討内容です。
○　寒冷地手当の地域・世帯区分別支給額
	寒冷地の区分
	世帯主等の区分
	寒冷地手当の月額
	合計額（5か月分）

	北　海　道
	１級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないものを除く）
	円
26,380
	円
131,900

	
	
	
	その他の職員
	14,580
	72,900

	
	
	その他の職員
	10,340
	51,700

	
	２級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないものを除く）
	23,360
	116,800

	
	
	
	その他の職員
	13,060
	65,300

	
	
	その他の職員
	8,800
	44,000

	
	３級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないものを除く）
	22,540
	112,700

	
	
	
	その他の職員
	12,860
	64,300

	
	
	その他の職員
	8,600
	43,000

	４級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないものを除く）
	17,800
	89,000

	
	
	その他の職員
	10,200
	51,000

	
	その他の職員
	7,360
	36,800


○メッシュ2010による級地が変更となる自治体について（北海道）

	自治体名
	平均最低気温
	最深積雪
	合　併
	2010メッシュ級地
	2004級地指定
	区分変化
A）１→２
B）２→３
C）３→２
	備　　　　　考
（変化の要因）

	ニセコ町
	-5.6
	143
	　
	２級地
	１級地
	A
	　積雪152

	真狩村
	-6.5
	136
	　
	２級地
	１級地
	A
	　積雪151

	京極町
	-6.2
	148
	　
	２級地
	１級地
	A
	　積雪163

	共和町
	-3.5
	132
	　
	２級地
	１級地
	A
	　積雪151

	猿払村
	-6.9
	91
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.3

	豊富町
	-6.8
	101
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.1

	滝川市
	-6.9
	104
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.2

	芦別市
	-6.6
	78
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.0

	砂川市
	-6.7
	98
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.0

	奈井江町
	-6.8
	105
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.0

	浦臼町
	-6.7
	114
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.0

	新十津川町
	-6.8
	103
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.2

	斜里町
	-6.8
	70
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.5

	雄武町
	-6.8
	65
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.2

	（旧音別町）
	-6.4
	34
	釧路市
	２級地
	１級地
	A
	　釧路市２→２
気温-7.0

	知内町
	-2.0
	31
	　
	３級地
	２級地
	B
	　積雪67

	木古内町
	-2.7
	45
	　
	３級地
	２級地
	B
	　積雪70

	七飯町
	-3.5
	59
	　
	３級地
	２級地
	B
	　気温-4.1

	厚沢部町
	-3
	59
	　
	３級地
	２級地
	B
	　積雪66

	苫小牧市
	-3.8
	25
	　
	３級地
	２級地
	B
	　気温-4.1

	神恵内村
	-2.8
	103
	　
	２級地
	３級地
	C
	　積雪52

	（旧砂原町）
	-2.7
	67
	森町
	２級地
	３級地
	C
	　森町３→３
積雪25

	（旧瀬棚町）
	-2.1
	83
	せたな町
	２級地
	３級地
	C
	　北檜山町２→２
積雪63

	伊達市
	-3.5
	70
	（旧伊達市）
	２級地
	３級地
	C
	　積雪33

	洞爺湖町
	-4.0
	93
	（旧虻田町）
	２級地
	３級地
	C
	　積雪57

	（旧歌登町）
	-8.7
	143
	枝幸町
	１級地
	１級地
	D
	　枝幸町２→２

	（旧熊石町）
	-2.2
	53
	八雲町
	３級地
	３級地
	D
	　八雲町２→２

	（旧大成町）
	-1.6
	53
	せたな町
	３級地
	３級地
	D
	　北檜山町２→２

	（旧大滝村）
	-7.5
	123
	伊達市
	１級地
	１級地
	D
	　伊達市３→２

	（旧穂別町）
	-8.5
	55
	むかわ町
	１級地
	１級地
	D
	　鵡川町２→２

	（旧日高町）
	-7.9
	84
	日高町
	１級地
	１級地
	D
	　門別町２→２

	（旧三石町）
	-4.0
	20
	新ひだか町
	２級地
	２級地
	D
	　静内町３→３

	（旧阿寒町）
	-7.3
	54
	釧路市
	１級地
	１級地
	D
	　釧路市２→２


〔要　求〕
	２－退職手当の改善について
①　退職手当の増額をはかること。また、早期退職募集制度の導入にあっては、これまでの勧奨退職制度を精査し、国の割増率を最低基準として、自治体職場の実態を踏まえた検討を行うとこ。
②　定年前退職者については、個別勧奨退職制度を確立し、退職時特別昇給の実施・拡大など退職条件の改善をはかること。
③　給与制度の総合的見直しを踏まえ、最低でも国に準じた調整額の引き上げを行うこと。


〔解　説〕
　国家公務員の退職手当の支給水準の引き下げや早期退職制度の取り扱いについて2012年８月７日に閣議決定がされ、11月16日に退職手当法が改正されました。人事院の官民比較や有識者会議の議論に基づき退職時給付の格差402.6万円を退職手当で解消するもので調整率を104/100から87/100に引き下げるというものです。自治体へは11月26日の公布と同日に総務副大臣通知と条例例が示され、北海道市町村職員退職手当組合から12月12日に自治労北海道本部に対して、退職手当の水準引き下げの提示がされ、道内22の独自で退職手当条例を有する自治体においても国に準じた水準引き下げの提案がされました。
　道本部は３万筆を超える署名行動や各単組段階での首長との交渉により道退手組合に対して意見書を提出するなどの取り組みで圧倒的多数の組合員の怒りを結集し12月21日以降、３度の交渉を進めましたが、道退手組合は国公の退手法が改正されていることや、これまで国に準じて条例改正を行ってきたことを理由に引き下げを撤回・圧縮する姿勢は最後まで変えなかったものの、実施時期を2013年４月１日とし、逓減措置を12カ月とする国とは異なる取り扱いでの妥結となりました。

また、独自の退職手当条例を有する自治体においても、道退手組合との妥結内容を最低限の妥結ラインとしてたたかいが展開され、全ての自治体で支給水準は国どおりとなったものの、年度ごとの逓減措置とさせ、年度内の退職者においては均衡を確保する結果となりました。

　最低限の結果を勝ち取りましたが、今回の退職手当支給水準見直しが過去に例を見ない大幅な水準引き下げとなったことから、昇給・昇格の改善による実損額の回復とあわせて、退職手当の増額を要求します。

　早期退職募集制度について

①　早期退職募集制度は上記の退職手当支給水準の見直しとともに現行の勧奨退職制度の廃止に代わる措置として、国公では今年の６月に政令が決定され11月から運用されています。

②　道本部としての考え方および対応は今回の措置が職員の退職希望を加速させて、年度途中の退職が増え、自治体業務への支障が生じないかどうかが課題となります。こうした事情はあくまでも自治体当局責任において解決すべき課題ですが、欠員補充や新規採用枠の拡大など、しっかりと自治体当局に対応させるよう監視を強めていかなければなりません。

一方で、現行の勧奨退職制度は当局側の理由としては「肩たたき」的な事情を表向きに、事実上は権利として運用してきた経過にあり、そうした趣旨を早期退職募集制度に引き続き求めていくととなります。

③　北海道退職手当組合は早期退職募集制度自体が自治体における権限により措置されるものとして、制度を設けるかどうか、さらには国と同様な割増率とするのか等の調査を行い、2013年12月16日に「退職手当条例の一部改正について」を提示してきました。提示内容は

ⅰ）「１早期退職募集制度導入に伴う規定の整備」として、勧奨退職制度を存置し、新たな早期退職募集に応じて退職した場合の退職手当の基本額を定め、また、「勧奨の記録」を改め「退職の理由の記録」を作成しなければならないこととし、その他技術的修正を行うこととすること、

ⅱ）「２定年前早期退職特例に関する規定」については、勧奨退職及び早期退職募集退職等の退職者に対する退職手当について、「割増対象年数」を定年前10年（50歳以上）から15年（45歳以上）に、「割増率」を年２％から年３％（定年１年前の退職にあっては２％）に拡充することとすること、
ⅲ）施行期日については、2014年（平成26年）４月１日から施行する。

となっています。

④　これらの内容を総合的に分析すれば、各自治体における早期退職募集制度の導入に向けた検討状況を踏まえて、早期退職募集制度の導入が無くとも、従前からの勧奨退職制度を残して運用することも視野に入れて、幅広の制度設計を行っており、道本部としては各単組の意見・問題点を集約したうえで、道退手組合と協議・確認を行ってきました。

道退手組合加入自治体単組については、要綱作成が遅れている自治体も出てきていることから、勧奨退職制度の拡充、もしくは早期退職募集制度の導入に向けて、自治体当局の姿勢を明確化するなど、取り組みを強化する必要があります。また、独自条例を有する自治体単組で当局との協議を終えていない単組にあっては、道退手組合との決着内容を踏まえて、制度運用開始時期が道退手組合に遅れることがないよう取り組みを進める必要があります。
　国家公務員においては「給与制度の総合的見直し」により平均２％、俸給水準が低下することで俸給額を算定の基礎とする退職手当も引き下がることとなるため、調整額による調整を行うという退職手当法の改正が成立しています。

道本部は道退職手当組合から国の改正に準じた取り扱いの条例改正の提案をうけ、意見集約を行ったうえで交渉・妥結に至ったところですが、６級以下の高位号俸で退職した場合は実損が発生する一方で７級以上については引き上げとなることを指摘してきたところです。2006給与構造改革にともなう改正の際に措置された調整額という制度は「公務への貢献度をより的確に反映させる」としたものですが、給料表間のバランスを欠くものであり、現在の退職手当の制度そもそもを是正していく取り組みが必要となります。

〔要　求〕
	３．自治体関係労働者の賃金・労働条件の改善
　臨時・非常動・嘱託・パート職員等

①　恒常的な業務に従事する臨時・非常勤・嘱託・パート職員等については、ただちに正規職員とすること。
②　臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の雇用は、労使交渉に基づく協約・協定の内容を踏まえ、当該労働者に賃金、労働時間を明示し労働契約を締結すること。
③　パート労働法の趣旨を地方公務員臨時非常勤職員へ適用するとともに、非常勤職員の諸手当支給制限の撤廃（地方自治法203条の２の改正）に向け、国に働きかけること。当面して、国が発出した非常勤職員の指針（ガイドライン）を参考に、以下の点について早急に改善すること。

	ア）基本賃金の大幅引上げ（最低でも正規職員の８割）と、年齢や経験年数に応じた初任給格付け、定期的昇給制度の確立。
イ）期末手当（６月、12月）の正規職員並み完全支給。
ウ）寒冷地手当の正規職員並み完全支給。
エ）その他諸手当の支給・制度化、とりわけ最低でも通勤手当は雇用形態を問わず完全支給すること。
オ）諸休暇制度の確立、とりわけ、年次有給休暇制度の採用１年目からの公務員並み確立（最低でも労基法基準の６月継続勤務で10日）と週休２日制の実施。
カ）退職手当の制度化・支給。
キ）社会保険、雇用保険、労災保険への加入。


〔解　説〕
　常勤的かつ恒常的「臨時・非常勤労働」は、当然正規職員化がはかられるべきであり、その定数化を要求します。
　定数化要求を基本としながら、すべての臨時・非常勤・嘱託・パート職員等の労働条件の改善について、①賃金は最低高卒初任給とし、勤務実態や年齢等により前歴換算や同年齢職員との均衡を加味させる。②改定時期は多くが１年遅れの賃金改定である実態から４月に遡及実施させる。③１年を超える者については、ベース改定とは別に正規職員に準じた定期的な昇給制度を導入させ、そのための、賃金表を設置させる④諸手当は、正規職員に準じて制度化にさせる⑤労働時間と休暇は正規職員なみを追求し、最低労働基準を確保する－を基本に、各単組で具体的な要求を作成して取り組むこととします。

特に自治体の非常勤職員は、地方自治法第203・204条によって「非常勤職員には給与ではなく、報酬、費用弁償として支払う」とされています。このため、旧自治省は一時金などの手当は支給すべきではないとの指導をしていますが、この間の自治労の取り組みでいくつかの自治体で支給されるようになりました。何れにしても現行法では民間及び国の非常勤職員に比べ、不利な扱いを受けています。地方自治法や地方公務員法自体が、現在のような臨時・非常勤職員を想定していないという根本的問題があります。

当面は、通勤費については「費用弁償」（地方自治法第203条３項）、その他諸手当分については「報酬」として支給させるよう求めます。2009年４月の総務省通知を基本的に踏襲する形で出された2014年通知でも通勤費は費用弁償として支給できるとしていること、時間外勤務手当については「労働基準法が適用される非常勤職員に対して当該所定労働時間を超える勤務を命じた場合においては、当該勤務に対し、時間外勤務手当に相当する報酬を支給すべきもの」とされています。少なくとも通勤費および時間外手当に相当する報酬はすべての職場で完全支給されることをめざし取り組みを進める必要があります。

また臨時・非常勤職員については、そのほとんどが健康保険、厚生年金、雇用保険、労働災害保険の社会保険の被保険者資格を有していますが、適用もれが社会保険庁（当時）などから指摘された経過もあります。社会保険では、扶養家族としてとどまる傾向が一部に見受けられますが、労働者として自立し、自分の年金権を確立するためにも、社会保険加入を求めなければなりません。また、今まで適用もれであった場合、当然本人負担分の賃金引き上げを要求します。
2014年通知では「勤務形態に応じて厚生年金及び健康保険並びに雇用保険及び労災保険の各法に基づく適用要件に則った適切な対応がはかられるべき」とし、さらに2014年１月の厚生労働省通知を引用し「有期の雇用契約または任用が１日ないし数日の間をあけて再度行われる場合においても、雇用契約または任用の終了時にあらかじめ、事業主と被保険者との間で次の雇用契約または任用の予定が明らかであるような事実が認められるなど事実上の使用関係が中断することなく存続していると、就労の実態に照らして判断される場合には、被保険者資格を喪失させることなく取り扱う必要」があり、適切な対応に留意すべきと指摘がされています。
　地方公務員は、正規職員はもとより、臨時であろうと非常勤職員であろうと、労働時間、有給休暇については労働基準法が適用されます。労基法第39条第１項によれば使用者は６月間継続勤務し、全労働日の８割以上を出勤した労働者に対し最低10日、さらにその後勤続年数１年について１日を加算した有給休暇を付与しなければならないとしています。また、１日の労働時間に関係なく、週の労働時間が少ない場合でもその日数に比例して、付与しなければなりません。

ところで、労基法は「６月継続勤務」したものに対して、７月以降から休暇の権利が発生するとしています。雇用中断期間を設けて、毎年度の当初、新たに臨時職員や非常勤職員を雇用したものとしてみなし、有給休暇を与えないという実態もあります。

しかし、このような中断期間を設け、任用を繰り返した場合は、労基法上の使用者たる責任を回避しようとする明らかに脱法行為です。従って、この中断期間も実質的に雇用は継続していると見るべきであり、使用者がこの中断期間を理由に休暇を付与しない場合は、労基法違反となります。

このことは労働省通知（1988年３月14日）でも、「『継続勤務』とは実態により判断すべき」としており、短期の中断は勤務継続とみなしています。また、自治体の場合は雇用されると同時に権利が発生しているところが多く、臨時・非常勤職員についても同様な措置を求めます。
　2015年の臨時・非常勤等職員の賃金引き上げについては、官製ワーキングプアとの異名が取られないよう、2008年８月の人事院の指針「一般職の給与に関する法律第22条第２項の非常勤職員に対する給与について（通知）」（別記）に基づいて、積極的に改善措置を自治体使用者に対して求めていきます。また、今年度は臨時・非常勤等職員の賃金決定の要素となる初任層の給与改定がはかられたこと、最低賃金が引き上げられたことや各単組の継続した取り組みの結果、2014賃金確定闘争において多くの処遇改善を勝ち取ることが出来ました。具体的には全道庁労連が獲得している別記、道第１種（事務）臨時職員給料日額表を上回ることを達成目標に追求します。また、諸手当や諸休暇制度についても、別記の道の一般職非常勤職員の取り扱いを参考に改善をめざします。
	２０１４賃金確定闘争各単組交渉到達状況

2014年12月17日

Ⅲ　臨時・非常勤等職員の処遇改善

１　賃金改善

石狩市－臨時保育士の賃金日額増額（6,600円→6,800円）

恵庭市－臨時職員賃金改善。４月遡及。

旭川市－人勧による臨時職員賃金、嘱託職員報酬の増額改定（2015.1月実施）

上川町－最賃引き上げ分改善

名寄市－人勧による増額。一部専門職に限り昇給制度導入（2015年４月～）

士別市－臨時・非常勤１％ベースアップ

八雲町－職員の改定にあわせて改善

長万部町－臨時職員（一部職種）の賃金引上げ

今金町－臨時非常勤職員の処遇改善独自要求書提出→月額2,000円増（2015年４月～）

深川市－人事院勧告にあわせて0.3％増

滝川市－最賃上昇分を反映

美唄市－月例給の改定

苫小牧市－嘱託職員報酬・臨時職員の賃金改善

伊達市－人勧による引上げ

安平町－臨時職員賃金一部見直し（2014年10月～）

西興部村－賃金改善（最賃上昇分+2014改定分の引き上げ）

佐呂間町－嘱託職員報酬のベースアップ

小清水町－初任給引上げ、在職者調整

帯広市－非常勤職員報酬引き上げ（詳細金額は交渉中）

中札内村－嘱託職員給与表改善

広尾町－臨時職員給与日額200円引上げ

士幌町－初任層の引き上げにあわせて月例賃金2,000円増額

幕別町－初任層の引き上げにあわせて月例賃金2,000円増額

清水町－初任層の引き上げにあわせて月例賃金2,000円増額

根室市－嘱託職員の報酬引き上げ

２　諸手当改善

江別市－通勤手当支給（2015年１月～）

旭川市－正職員同様の通勤手当改定（2015年４月～）

士別市－寒冷地手当支給・改善

下川町－準職員期末手当0.15月増

占冠村－割増賃金を５年遡及し支給

剣淵町－通勤手当の支給

増毛町－年末報奨金の増額

滝川市－通勤手当をバス運賃の引き上げに対応

砂川市－通勤手当の増額（正規職員と同様の取り扱い）

美唄市－通勤手当の改定

伊達市－人勧による通勤手当の引き上げ

小清水町－退職手当創設（2015年３月31日施行）、期末手当引き上げ

中札内村－通勤手当改善

音更町－臨時職員一時金引上げ（3.16月→3.28月）、通勤手当を人勧にあわせて改善

中標津町－通勤手当改善

３　休暇・福利厚生

士別市－特別休暇（裁判員・災害等）改善、健診項目拡大

上川町－子看休暇対象児の範囲拡大（正規職員同様。就学前→小学校卒業まで）、臨非の健康診断時の特別休暇適用（有休→特休）
広域紋別病院－年休付与時期の日数２日分を７月から４月に繰上げ、病気休暇（感染症）の付与（無休）

津別町－夏季休暇の新設


　なお、国の場合、恒常的業務に長期にわたって従事している非常勤職員について、下記の人事院規則のとおり、常勤職員との均衡を考慮し、手当等の支給を認めています。各自治体においても最低国なみの改善をはかることとします。
	○非常勤職員に対する３月、６月及び12月における給与の取り扱いについて
昭28．12．10

最終改正　昭44．４．３　給実甲323

給実甲83

　給与法第22条２項の適用を受ける非常勤職員のうち、相当長期にたって常勤職員とほぼ同様の勤務を行っている者の３月、６月及び12月における給与については同条同項の規定に基づき、同法第19条の３および第19条の４の規定により常勤職員に支給される期末手当および勤勉手当との均衡を考慮して取り扱ってください。


	○非常勤職員に対する期末・給与の取り扱いについて
昭30．５．27

34－144

非常勤職員に対する期末手当及び勤勉手当に相当する給与については、さきに昭28．12．10級実甲第38号により相当長期にわたって常勤職員とほぼ同様の勤務を行っているものは、給与法第22条２項の規定に基づき、常勤職員との均衡を考慮して取り扱われるように通知しましたが、特に勤務期間が引き続き６ヶ月以上におよぶ職員についても、予算の範囲内でできる限り、前期通知の趣旨によって取り扱われるよう配慮されたく通知します。


	

	給実甲第1064号
平成20年８月26日
人事院事務総長
一般職の職員の給与に関する法律第22条第２項の非常勤職員に対する給与について（通知）
一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）第22条第２項の非常勤職員に対する給与の支給について、下記のとおり指針を定めたので、これを踏まえて給与の適正な支給に努めてください。
なお、これに伴い、給実甲第83号（非常勤職員に対する６月及び12月における給与の取扱いについて）は廃止します。
記
１　基本となる給与を、当該非常勤職員の職務と類似する職務に従事する常勤職員の属する職務の級（当該職務の級が２以上ある場合にあっては、それらのうち最下位の職務の級）の初号俸の俸給月額を基礎として、職務内容、在勤する地域及び職務経験等の要素を考慮して決定し、支給すること。
２　通勤手当に相当する給与を支給すること。
３　相当長期にわたって勤務する非常勤職員に対しては、期末手当に相当する給与を、勤務期間等を考慮の上支給するよう努めること。
４　各庁の長は、非常勤職員の給与に関し、前３項の規定の趣旨に沿った規程を整備すること。
以　上

	


　また、臨時・非常勤等職員に関する労働条件については、当該労働者が組合に組織されているか否かを問わず、すべて労使交渉で決定し、その内容を協約、協定化させることが必要です。そして、それを自治体の制度として維持していくため少なくとも自治体として要綱化しておくことです。
　さらに、連合は、不安定雇用労働者の権利侵害の最大要因として労働基準法第15条に基づく使用者との労働契約が締結されていないことにより、使用者側の一方的な労働条件改悪を許してしまうことにあると分析しています。そこで、92春闘からの重点課題として全国的に労働契約締結運動を推進しています。自治体においても例外なく実施させていくよう取り組みます。
1999年４月１日から、所定労働日数が少ない労働者に対する年次有給休暇は次のとおり改正されました。
所定労働日数の少ない労働者に対する比例付与日数
	週 所 定
労働日数
	１年間の
所定労働
日　　数
	　
	勤続年数

	
	
	
	６ヶ月
	１　年
６ヶ月
	２　年
６ヶ月
	３　年
６ヶ月
	４　年
６ヶ月
	５　年
６ヶ月
（６年）
	６　年
６ヶ月
（７年）
	７　年
６ヶ月
（８年）
	８　年
６ヶ月
（９年）
	９　年
６ヶ月
以　上

	４日
	169日～216日
	1999

2000

2001以降
	７日
７日
７日
	８日
８日
８日
	９日
９日
９日
	10日
10日
10日
	11日
12日
12日
	12日
12日
13日
	12日
13日
15日
	13日
14日
	14日
15日
	15日

	３日
	121日～168日
	1999

2000

2001以降
	５日
５日
５日
	６日
６日
６日
	６日
６日
６日
	７日
７日
７日
	８日
９日
９日
	９日
９日
10日
	９日
10日
11日
	10日
10日
	10日
11日
	11日

	２日
	73日～120日
	1999

2000

2001以降
	３日
３日
３日
	４日
４日
４日
	４日
４日
４日
	５日
５日
５日
	６日
６日
６日
	６日
６日
６日
	６日
６日
７日
	６日
７日
	７日
７日
	７日

	１日
	48日～72日
	1999

2000

2001以降
	１日
１日
１日
	２日
２日
２日
	２日
２日
２日
	２日
２日
２日
	２日
３日
３日
	３日
３日
３日
	３日
３日
３日
	３日
３日
	３日
３日
	３日


※表中の「勤続年数」欄の（　）内は、旧法適用者（1993年９月30日以前に入社した者）の勤続年数です。
臨時職員賃金内容
（平成26年度、北海道）
	区分
	内　　　　　　　　　　　容

	■第１種、第２種、第３種臨時職員
	・学歴等に関わらず定額支給
　　6,450円（行政職給料表１－１/21日（10円未満切り捨て））

	■看護師等の職種
	職種
給料月額
助産師・保健師
看護師
准看護師
10,800円
10,320円
8,640円
薬剤師
9,680円
獣医師
12,850円
診療放射線技師
9,120円


	■技能労務職のうち、直接、事業の現場で肉体的又は機械的労務に従事するもの（林務技能員、農業技能員等）
	・勤務地の同一又は類似職種の他の機関等の従事者の給与等を考慮して所属長が決定


一般職に属する非常勤職員の給与及び諸権利（道）

○　給与（報酬）制度

＜報酬基本額（毎年４月１日を基準日として算出）＞
	手　　当　　名
	　　　　　　内　　　　　　　　　　　容
	備　　　考

	給料相当額
	基礎給料月額　×　勤務時間割合

※①　基礎給料月額：定数内職員と同様の方法により算出した給料月額及び給料の調整額の合計額
②　勤務時間割合：その者について定められた１週間の勤務時間を38時間45分で除して得た割合
	07年４月

	給料の調整額
	給料の調整額＝調整基本額×調整数

（算定方法、経過措置は別紙）
	96年４月

	地域手当相当額
	（基礎給料月額＋※扶養手当相当額）×支給割合×勤務時間割合
	札幌＝３％

	特地勤務手当相当額
	定数内職員の場合の手当額×勤務時間割合
	82年６月

	寒冷地手当相当額
（勤務時間が定数内職員の４分の３の者）
	定数内職員と同様（別記１）に算定した月額×５÷12
	73年３月

06年４月

07年４月

	期末手当相当額

（勤務時間が定数内職員の４分の３の者）
	（給料相当額＋扶養手当相当額※ａ＋地域手当相当額＋加算割合額※ｂ）×275/100×1/12

※ａは、扶養手当相当額の経過措置対象者のみ。

※ｂは、加算割合額は、基準日において、その任用が引き続き１年を超える者の内、別表に掲げる要件を満たす者に係わる期末手当相当額基礎額及び勤勉手当相当額基礎額については、給料相当額及びこれに係わる地域手当相当額の合計額の100分の５に相当する額を加えて得たものとする。
加算割合額＝（給料相当額＋これに対する地域手当相当額）×5/100
	

	勤勉手当相当額
（勤務時間定数内職員の４分の３の者）
	（給料相当額＋地域手当相当額＋加算割合額※b）×140/100×1/12

※ｂは期末手当相当額の説明に同じ
	


別　表
	職　　　　　種
	要　　　　　　　　　件

	行政職給料表適用者
	３級相当以上の者で基準日の属する年度の４月１日において、次のいずれかの要件を満たすもの

①　高校卒後の経験年数が16年以上

②　年齢が34歳以上

	医療職(2)給料表適用者
	３級相当以上の者で基準日の属する年度の４月１日において、次のいずれかの要件を満たすもの

①　高校卒後の経験年数が16年以上

②　年齢が34歳以上

	医療職(3)給料表適用者
	３級相当以上の者で基準日の属する年度の４月１日において、次のいずれかの要件を満たすもの

①　高校卒後の経験年数が16年以上

②　年齢が34歳以上


	廃止に伴う経過措置
	内　　　　　　　　　　　容
	備　　　考

	扶養手当相当額
	2007年３月31日（３月支給実績）から引き続く扶養親族について、同日における額上限に報酬基本額に加算（30時間未満の者は勤務時間割合を乗じた額）。
	73年３月

07年４月

	住居手当相当額
	2007年３月31日（３月支給実績）から引き続き要件を満たす場合に、前年度の額を上限に報酬基本額に加算（30時間未満の者は勤務時間割合を乗じた額）。※自宅所有者にかかる住居手当は廃止
	85年４月

07年４月


＜通勤費報酬額＞支給単位期間毎に算定して支給
	手　　当　　名
	内　　　　　　　　　　　容
	備　　　考

	通勤費報酬額
	交通機関利用者　定数内職員と同様。

自動車等使用者　定数内職員と同様。ただし、隔日勤務で下回る場合は実費。
	


＜報酬加算額＞実績がある月分を算定し翌月に支給

	手　　当　　名
	内　　　　　　　　　　　容
	備　　　考

	時間外勤務手当
	(ｱ) その者いついて定められた勤務時間外に勤務することを命ぜられた場合

ａ　勤務日（休日等を除く）における時間外勤務100/100（7時間45分を超える部分は125/100）｝
ｂ　勤務日以外の勤務　135/100

（定数内職員の正規の勤務日に相当する日にあってはaと同じ割合）

ｃ　上記の勤務が22時以降翌日５時までの場合は、上記の割合に25/100を加算

(ｲ) 週休日の振り替等で当初割り振られた１週間の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられ、１週間の勤務時間が38時間45分を超えることとなった場合（休日等のある週の扱いにあたっては、別途定めあり。）25/100

(ｳ) 祝日法による休日等及び年末年始の休日等において、正規の勤務時間中に勤務することを命じられた場合135/100

(ｴ) 正規の勤務時間として、午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務した場合25/100
	(注)１時間当たりの報酬加算額～給料相当額（地域手当相当額、特地勤務手当相当額又は通勤費報酬額の報酬加算額を受ける者は、各額を加算した額）に12を乗じ、その額を1週間当たりの勤務時間に52を乗じたものから7時間45分に勤務時間割合を乗じて得た時間にその者の任用の日に属する年度の4月1日から翌年3月31日までの間における給与条例に規定する祝日法のよる休日(土曜日に当たる日を除く)及び年末年始の休日（日曜日又は土曜日に当たる日は除く）の日数の合計を乗じて得た時間を減じたもので除して得た額。

	休日・夜間勤務手当
	定数内職員と同様
	

	特殊勤務手当
	①日額の場合　勤務日数分の額
②月額の場合　定数内職員の月額×勤務時間割合
③時間の場合　勤務日数分の額
	73年３月


○　休暇制度 

■定数内職員と一般職非常勤職員との休暇制度の比較　　　　
	
	定数内職員
	一般職非常勤職員

	＜年次有給休暇＞
	

	年次有給休暇
	暦年20日

（前年に残日数があれば当該残日数を加算した日数（20日を限度））

ただし、２月以降の新規採用者については、採用月に応じ２日～18日の範囲で別に定められている。

	有給
	　
29時間未満

29時間以上
初年度

10日

10日

次年度

11日

15日

３年度

12日

20日
４年度

以　上

１日／年度加

算で20日まで

20日
（翌年度の繰り越しを認める）

ただし、年度途中の新規採用者については、採用月に応じ２日～10日の範囲で別に定められている。
	有給

	＜特別休暇＞

	夏季休暇
	夏季（７月から９月までの間）において３日以内（分割取得可能）
	有

給
	定数内職員と同様
	有

給

	リフレッシュ休暇
	・勤続30年表彰を受けた日の翌日からの１年間で３日間以内

・勤続20年に達した日の翌日からの１年間で２日間以内

（分割取得可能）
	
	定数内職員と同様
	

	忌引休暇
	死亡した者の続柄に応じ、１日から７日
	
	定数内職員と同様
	

	法要祭日休暇
	職員が父母（配偶者の父母含まず）の追悼のため特別な行事のため勤務しない場合、１日以内
	
	定数内職員と同様
	

	結婚休暇
	連続する５日以内（週休日等含む）
	
	４日以内
	

	配偶者出産休暇
	３日以内（時間単位・分割取得可能）
	
	２日以内（時間単位・分割取得可能）
	

	妊娠障害休暇
	つわり等の障害により、勤務が困難な場合
　14日以内（分割取得可能）
	
	つわり等の障害により、勤務が困難な場合　７日間以内（分割取得可能）
	


産後　８週間

	
	
	定数内職員と同様
	
	

	育児参加休暇
	職員の配偶者が出産する場合で、職員がその出産予定日の前日から起算して８週間（多胎妊娠の場合は14週間）前の日から出産の日後８週間を経過する日までの間において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子を養育する（授乳・付き添い・保育園への送迎等）

５日間以内（１日又は１時間単位で分割して取得可能）
	
	定数内職員と同様
	無

給


生後２年に達しない子を育てる場合、１日２回合わせて90分（30分単位）

	
	有

給

	生理休暇
	１回３日以内（分割取得可能）
	
	定数内職員と同様
	

	ボランティア休暇
	１暦年に５日以内（分割取得可能）。東日本大震災に際し災害救助法が適用された市町村[東京都の市町村を除く]の区域内におい活動を行う場合にあっては、７日以内（７日への期間延長については、2011(Ｈ23)年12月31日までの時限改正）
	
	定数内職員と同様
	

	住居滅失休暇
	災害により住居滅失、破壊の場合、７日以内
	
	定数内職員と同様
	

	災害事故休暇
	災害、交通機関の事故等で通勤不能の場合及び伝染病予防法による交通制限等で通勤不能の場合、必要期間。
	有

給
	定数内職員と同様
	有

給

	官公署出頭休暇
	職員が裁判員、証人、鑑定人、参考人としての国会、議会、官公署に出頭する場合、必要期間。
	
	定数内職員と同様
	

	公民権行使休暇
	選挙権その他公民権を行使する場合、必要と認められる期間。
	
	定数内職員と同様
	

	災害時退勤休暇
	災害時の退勤途上の危険回避の場合、必要期間。
	
	定数内職員と同様
	

	骨髄移植休暇
	骨髄バンクへの登録、骨髄提供に係る一連の手続を行う場合、必要期間
	
	制度なし
	―

	子の看護休暇
	①中学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、その子の看護をする場合、１年に５日以内（子が２人以上の場合には、10日以内）

②子に全ての予防接種や健康診断を受けさせる場合も取得可能

③分割して取得することが可能
	
	定数内職員と同様


	有

給

	短期介護休暇
	負傷、疾病又は老齢により２週間以上にわたり日常生活を営むのに支障がある配偶者、父母、子、配偶者の父母等の世話をする場合　１年に５日以内（要介護者が２人以上の場合には10日）
	
	定数内職員と同様
	無

給


	＜病気休暇＞

	病気休暇
	・１回の病気休暇の上限期間は、生理による場合、公務災害等の場合、勤務の軽減措置を受けている場合[人工透析による病気休暇を含む]の休暇の期間を除き、連続する90日。

・連続する８日以上の期間の病気休暇を使用した職員が、その病気休暇期間の末日から、実勤務日が20日に達するまでの間に、再び病気休暇を使用したときは、前後の病気休暇の期間は連続しているものとみなされる。
	有

給
	・公務上のもの　必要な期間

（付与単位は日又は時間）

・１年度につき50日（週休日等除く）

（ただし、週29時間未満勤務者については40日）
	有

給

	＜介護休暇＞


連続する６月の期間内において必要と認められる期間。

	
	無

給
	①介護の対象者

　定数内職員と同様

②介護休暇の期間

　介護を必要とする一つの継続する状態ごとに連続する93日の期間内において必要と認められる期間。
	無

給
	

	＜家族介護欠勤＞

	家族介護欠勤
	対象者は介護休暇と同じ。

１暦年180日以内
	無

給
	配偶者及び２親等以内の親族

年間10日以内で必要とする期間（人事課と協議　最大60日）
	無

給

	＜職務専念義務免除＞

	職務専念義務免除
　
	・研修を受ける場合

・厚生計画への参加の場合

・国等からの委嘱による講演等の場合

・職務上の目的での講習会等への参加

・職務上必要な競争試験等の受験
	有

給
	・研修を受ける場合

・厚生計画への参加の場合

・国等からの委嘱による講演等の場合

・職務上の目的での講習会等への参加

・職務上必要な競争試験等の受験
	有

給

	
	・妊娠中及び出産１年以内の保健指導、健康診査を受ける場合

・妊娠中の通勤緩和

・妊娠中の業務が母体等に影響があり休憩等をする場合
	
	・妊娠中及び出産１年以内の保健指導、健康診査を受ける場合

・妊娠中の通勤緩和

・妊娠中の業務が母体等に影響があり休憩等をする場合（無給）
	

	
	・道の特別職として事務を行う場合

・兼職として国家公務員の職に従事

・地位を兼ねる団体等の役職員の事務に従事
	
	
	無

給

	
	・職員が小学校就学の始期に達するまでの子に予防接種法に定める予防接種（種痘の検診及びツベルクリン反応検査を含む。）を受けさせる場合（「子の看護休暇」を全て取得した場合に限り申請できる。「子の看護休暇」へ制度を統合したことに対する、当分の間の経過的な取扱い）。　　　　　　　　　　　　　　　　等
	
	制度なし
	―

	冬季職免
	１月１日から３月31日の期間内に２日（１日単位、分割取得可能）
	
	定数内職員と同様
	有

給

	＜育児休業＞

	育児休業
	　子が３歳に達する日(満３歳の誕生日の前日)までの継続した期間。同一の子については１回(特別の事情がある場合を除く)。配偶者が育児休業中や専業主婦（夫）の場合でも育児休業を取得することが可能（育児休業、育児短時間勤務、部分休業）。また、夫婦が交互に育児休業をしたかどうかにかかわらず、職員が育児休業等計画書を提出して最初の育児休業を取得後３月以上経過した場合は、再度の育児休業を取得できる。

　特別の事情がある場合を除き、１回に限り期間を延長できる（再度手続きが必要）。
	無

給
	①　②及び③以外の場合は、子が１歳に達する日 
②　配偶者が子の１歳到達日以前に育児休業をしている場合は、子が１歳２か月に達する日（最長１年間）　※１

③　１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、次のいずれにも該当する非常勤職員が１歳到達日の翌日から育児休業をしようとする場合は、子が１歳６か月に達する日　※２

・非常勤職員又は配偶者が子の１歳到達日において育児休業をしている場合

・子の１歳到達日後に育児休業をすることが特に必要と認められる場合として人事委員会規則で定める場合 ※３

※１　育児休業の期間の初日とされた日が子の１歳到達日の翌日後である場合又は配偶者がしている育児休業の期間の初日前である場合を除く。

※２　人事委員会規則で定める場合にあっては、人事委員会が定める日   
※３　保育所における保育の実施を希望し、申し込みを行っているが、子の１歳到達日後の期間について、当面その実施が行われない場合　など

・特別な事情(※４)がある場合を除き、同一の子については１回

※４　「育児休業が取り消された後、当該取消事由がなくなった場合など」、「１歳から１歳６か月までの育児休業を取得しようとする場合」、「任期の末
	無

給

	
	
	無

給
	日まで育児休業を取得している職員で、任期の更新等に伴い、引き続き育児休業を取得しようとする場合」
・特別の事情がある場合を除き、１回に限り期間を延長できる（再度手続きが必要）。
	無

給

	部分休業
	　小学校就学前の子を養育する場合、１日２時間以内（利用単位は30分）。勤務時間の始めもしくは終了前に取得できる。また、配偶者が育児休業中や専業主婦(夫)の場合でも部分休業を取得することができる。
※育児休暇を取得している場合は２時間から育児休暇の時間を減じた時間。

※部分休業の前後に引き続いて他の休暇は取得できないので部分休業を取消する必要がある。
	時間単位で減額
	　３歳未満の子を養育する場合、１日の勤務時間から５時間45分を減じた時間の範囲内で最長２時間（利用単位は30分）。勤務時間の始めもしくは終了前に取得できる。また、配偶者が育児休業中や専業主婦(夫)の場合でも部分休業を取得することができる。

※育児休暇を取得している場合は、１日の　　　勤務時間から５時間45分に育児休暇の時間を加えた時間を減じた時間の範囲内。

※部分休業の前後に引き続いて他の休暇は取得できないので部分休業を取消する必要がある。
	時間単位で減額


※「育児休業」を取得することができる非常勤職員

①　一般職の任期付職員の採用等に関する条例第４条第３項の規定により採用された短時間勤務職員（修学部分休業中等の職員の代替職員）。
②　任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員
③　子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という）を超えて引き続き在職することが見込まれる非常勤職員（当該子の１歳到達日から１年を経過する日までの間に、任期が満了し、かつ、任期が更新されないこと又は同一の任命権者において引き続き採用されないことが明らかである非常勤職員を除く）。
④　勤務日の日数を考慮して人事委員会規則で定める非常勤職員（１週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が121日以上である非常勤職員）。
　⑤　１歳から１歳６か月に達するまでの子を養育するため、次のいずれにも該当し、１歳到達日の翌日から育児休業をしようとする非常勤職員。
(1) 非常勤職員本人が子の１歳到達日に育児休業をしている場合。
(2) 子の１歳到達日後に育児休業をすることが特に必要と認められる場合として人事委員会規則で定める場合

⑥　任期の末日まで育児休業をしている非常勤職員で、任期の更新又は採用に伴い、引き続き育児休業をしようとするもの

※「(育児)部分休業」を取得することができる非常勤職員

①　特定職に引き続き在職した期間が１年以上である非常勤職員
②　勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して人事委員会規則で定める非常勤職員（１週間の勤務日が３日以上又は１年間の勤務日が121日以上であり、かつ、１日の勤務時間が６時間15分以上である非常勤職員）
（資料）

非常勤職員の忌引休暇・病気休暇制度にかかる人事院規則の改正について
2009年10月1日より、国家公務員の非常勤職員にかかる忌引き休暇、病気休暇制度にかかる人事院規則が改正されました。
改正内容は、これまで常勤職員と同様の勤務日及び勤務時間で勤務する日々雇用職員を対象としていた忌引き休暇、病院休暇の対象者が従来より拡大され、常勤職員より週の勤務日が少なく、短時間勤務の非常勤職員も対象となります。









臨時・非常勤・嘱託・パート等職員の任用根拠
地方公務員法第３条３項３号による特別職非常勤職員、第17条による一般職非常勤職員、第22条による臨時的任用職員に大別され、新たに制定された「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律（2002年５月公布）」による任用もある。
	地方公務員法第３条（一般職に属する地方公務員及び特別職に属する地方公務員）

　地方公務員（地方公共団体及び特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）のすべての公務員をいう。以下同じ。）の職は、一般職と特別職とに分ける。
２　一般職は、特別職に属する職以外の一切の職とする。

３　特別職は、次に掲げる職とする。
1．就任について公選又は地方公共団体の議会の選挙、議決若しくは同意によることを必要とする職
1の2．地方開発事業団の理事長、理事及び監事の職
1の3．地方公営企業の管理者及び企業団の企業長の職
2．法令又は条例、地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設けられた委員及び委員会（審議会その他これに準ずるものを含む。）の構成員の職で臨時又は非常勤のもの
2の2．都道府県労働委員会の委員の職で常勤のもの
3．臨時又は非常勤の顧問、参与、調査員、嘱託員及びこれらの者に準ずる者の職
4．地方公共団体の長、議会の議長その他地方公共団体の機関の長の秘書の職で条例で指定するもの
5．非常勤の消防団員及び水防団員の職
6．特定地方独立行政法人の役員

	地方公務員法第17条（任命の方法）
職員の職に欠員を生じた場合においては、任命権者は、採用、昇任、降任又は転任のいずれか一の方法により、職員を任命することができる。
２　人事委員会（競争試験等を行う公平委員会を含む。以下この条から第19条まで、第21条及び第22条において同じ。）を置く地方公共団体においては、人事委員会は、前項の任命の方法のうちのいずれによるべきかについての一般的基準を定めることができる。
３　人事委員会を置く地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競争試験によるものとする。但し、人事委員会の定める職について人事委員会の承認があつた場合は、選考によることを妨げない。
４　人事委員会を置かない地方公共団体においては、職員の採用及び昇任は、競争試験又は選考によるものとする。
５　人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者とする。以下第18条、第19条及び第22条第１項において同じ。）は、正式任用になつてある職についていた職員が、職制若しくは定数の改廃又は予算の減少に基く廃職又は過員によりその職を離れた後において、再びその職に復する場合における資格要件、任用手続及び任用の際における身分に関し必要な事項を定めることができる。

	地方公務員法第22条（条件附採用及び臨時的任用）
臨時的任用又は非常勤職員の任用の場合を除き、職員の採用は、すべて条件附のものとし、その職員がその職において６月を勤務し、その間その職務を良好な成績で遂行したときに正式採用になるものとする。この場合において、人事委員会は、条件附採用の期間を１年に至るまで延長することができる。
２　人事委員会を置く地方公共団体においては、任命権者は、人事委員会規則で定めるところにより、緊急の場合、臨時の職に関する場合又は任用候補者名簿がない場合においては、人事委員会の承認を得て、６月をこえない期間で臨時的任用を行うことができる。この場合において、その任用は、人事委員会の承認を得て、６月をこえない期間で更新することができるが、再度更新することはできない。
３　前項の場合において、人事委員会は、臨時的任用につき、任用される者の資格要件を定めることができる。
４　人事委員会は、前２項の規定に違反する臨時的任用を取り消すことができる。
５　人事委員会を置かない地方公共団体においては、任命権者は、緊急の場合又は臨時の職に関する場合においては、６月をこえない期間で臨時的任用を行うことができる。この場合において、任命権者は、その任用を６月をこえない期間で更新することができるが、再度更新することはできない。
６　臨時的任用は、正式任用に際して、いかなる優先権をも与えるものではない。
７　前５項に定めるものの外、臨時的に任用された者に対しては、この法律を適用する。


〔要　求〕
	３－社会福祉協議会職員および介護労働者等の処遇改善
①　社会福祉協議会職員の賃金・労働条件を自治体職員並みに改善すること。
②　そのため、委託費、補助金等で必要な財政措置を行うこと。
③　介護報酬の引き下げにともなう賃金の引き下げは行わないこと。

④　介護職員処遇改善加算の確実な請求を行い、介護労働者の処遇改善をすること。


〔解　説〕
　社会福祉協議会職員は、私たち自治体職員と連携しながら、福祉分野の業務に携わる身近な仲間です。しかし、賃金・労働条件を見ると、大半は劣悪な状況に置かれているのが実態です。

社会福祉協議会職員との交流を深め、介護報酬のプラス改定・介護職員処遇改善加算により、賃金面や職場人員配置の充実をはかるとともに、慢性的なサービス残業など、職場課題の明確化・解決にむけともにたたかう体制作りが求められます。

　2015年度の介護報酬に関しては、総体で９年ぶりに2.27％の減額改定となり、増額される部分を除く全体の額では4.48％の大幅な減額改定となりました。さらに物価上昇分を考慮した場合には実質8.48％の引き下げとなっています。

この介護報酬引き下げにより、介護事業者はサービス提供にともなう収入が減少し、経営を維持していくために、職員の基本賃金を引き下げることが懸念されます。

　介護職員処遇改善加算については2011年度末で介護職員処遇改善交付金が打ち切られ、2012年度介護報酬改定で処遇改善交付金と同様の措置を講ずることを要件として事業者が人件費に充当するための加算を行うとし措置されたものです。しかし、処遇改善交付金相当分を介護報酬に円滑に移行するための例外的かつ経過的な取り扱いと位置づけられており、2014年度末までの期限が設けられていましたが、2015年度についても継続されることとなりました。また、月額１万２千円の引き上げとされています。加算の算定要件に計画や報告の提出を求めることやキャリアパス要件が盛り込まれていることから加算の届出をしないケースも発生していることから、提出をさせるための引き上げですが、事業者は加算をすることでサービス利用料が高くなるため、それにより利用者が減る恐れがあることから、加算を控えることが懸念されますが、確実な処遇改善に結びつけるため対策が必要となってきます。
〔要　求〕
	３－　委託先民間労働者等
①　「公契約」に基づく民間委託労働者の賃金及び労働条件の確保と、環境・福祉・公正労働・男女平等参画等の社会的価値を実現するため、「社会的価値の実現に質するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例」を制定すること。
②　業務委託に関する入札にあっては、入札価格において人件費相当分を明記した最低制限価格を設定すること。

	③　最低でも委託先民間職場から労働基準法・短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パート法）違反や、労働保険・社会保険の有資格未加入といった法違反を一掃すること。そのため、自治体として委託先民間職場の労働条件を把握するとともに、法違反があった場合の是正指導や指導に従わない場合は委託先から除外する等の対応をとること。
④　委託料の積算について、委託先民間労働者の賃金引き上げを自治体職員と同様にすること。また、委託契約にあっては、賃金・労働条件を明確にし、自治体職員との格差をなくすこと。
⑤　委託清掃職場から労働災害を一掃するため、「清掃事業における安全衛生管理要綱」（平成５年３月２日付け基発第123号）の徹底をはかること。


〔解　説〕
　「自己責任」という名のもとに、公共サービスが「安上がり」だけを求めて民営化されるなど市場に委ねられ、切り捨てられてきました。財政再建が最優先され、医療、生活保護、障がい者支援など社会保障や就労支援予算も抑えられた結果、国民の暮らしが危機的な状況にあっても、それを支えるセーフティネットはすでに失われています。生活の安心・安全が確保され、人々のニーズに合い、必要とする誰もが利用できる公共サービスの実現をめざし、2009年５月施行された公共サービス基本法を活用した取り組みが必要となります。
　公契約条例
公契約条例（法）は、昭和24年のILO総会で採択された「公契約における労働条項に関する条約（94号条約）第１条～第６号」を基に制定運動を進めています。

この94号条約は、他の主要なILO条約と異なり、労働条件を設定するための条約ではなく、「労働条件を低下させてはならない」「一般の条件より低くしてはならない」「その地域内に、他の地域から低賃金の労働者をもってきてはならない」という条約です。この条約は、現在58カ国で批准されていますが、日本政府はいまだに批准していません。

公契約条例（法）を簡単に言うと「公共工事について労働者の賃金・労働条件を決めて、役所と受注者の契約上の約束として義務付けることにより、その内容が実際に現場労働者に適用される」条例です。

公契約法は、直ちに賃金を引き上げるものではなく、まず地域に賃金相場を形成し、今後の賃金引き上げ、労働条件改善に向けた基礎的役割をはたすものとして位置づけています。
ⅰ）2009年９月、全国初の公契約条例が、千葉県野田市議会で可決・成立されて以降、全国13の県・市・特別区で制定されています（2014年12月現在）。一方、条例制定をめざしていた札幌市においては、2013年10月に否決されました。

条例が制定された自治体に共通していることは、事業者団体等と合意形成し、議会ではほぼ全会一致で可決していることです。公契約条例の制定は、世論喚起とともに関係団体との合意形成を進め、入札制度改革とあわせて取り組みを進める必要があります。
ⅱ）北海道で公契約条例を制定している自治体はありませんが、旭川市では、2008年８月に「旭川市の公契約に関する方針」が制定されています。
　総合評価入札制度
価格だけで入札を決定するのではなく、価格以外の要素である「公正労働基準」「環境への配慮」「障害者の法定雇用率」「男女平等参画の取り組み」などを含めて、総合的に評価し、発注者である自治体にとって最も有利な者を落札者とする方式です。

自治体については、自治省（現総務省）が1999年２月に、地方自治法施行令を改正したことで、一般競争入札で総合評価方式の導入が可能となりました。

このため、各地の自治体で、価格以外の要素を評価項目に追加する動きが出ています。

ⅰ）横浜市では「指名停止等措置要綱運用基準」に該当するとして、不当労働行為をして組合を潰した企業を指名停止処分とした事例があります。
ⅱ）大阪府では、庁舎清掃の入札では、知的障害者や母子家庭の母親の雇用人員を評価項目に盛り込んでいます。

ⅲ）福岡県福間町では、「男女がともに歩むまちづくり条例」を制定し、入札への参加を希望する業者に対し、男女平等参画の推進状況の届出を義務づけています。

ⅳ）北海道では、「障がい者就労支援企業認証制度」の創設に合わせて、保健福祉部の一部の業務において価格要素のほかに技術的評価等の項目として、障がい者就労支援貢献要素を加えた総合評価入札制度を2009年度より導入しています。

　最低制限価格制度
地方自治法施行令第167条の10第２項の規定に基づき、工事又は製造その他についての請負の契約の入札において、契約内容に適合した履行を確保するため、あらかじめ最低制限価格を設けて、予定価格の範囲内で最低の価格をもって入札した者であっても、最低制限価格を下回る場合には、これを落札者とせず最低制限価格以上で最低の価格をもって入札した者を落札者とする制度です。
ⅰ）2009年４月以降に、中央公契連（中央公共工事契約制度運用連絡協議会）の最新モデル基準を採用した市は12月17日現在で22市。札幌市、旭川市などは、上下限を７－９割に設定した最新モデル基準を用いながら、独自の変動型を採用した最低制限価格を導入している。網走市は、道が７月16日から運用している独自基準に準拠。全体の約３割の市が、予定価格により最低制限価格制度と低入札調査制度を使い分けており、芦別市では、一般競争入札の対象となる1000万円以上の工事で最低制限価格、1000万円未満の工事で調査基準価格を用いています。

ⅱ）低入札調査制度（低入札価格調査制度とは、一定の基準額を下回る入札があった場合に適正な工事の施工が可能かどうかの疑義が生じるため、市が入札の積算根拠等について調査を行うものです。）のみを運用しているのは名寄市、富良野市、石狩市などの９市。江別市は、250万円以上の工事を対象に低入札調査制度を採用。2009年７月に最新基準を採用したが、低入札が認められた水道部発注工事で、最低制限価格の試行を始めました。一方、最低制限価格制度のみの運用は、岩見沢市、北斗市、紋別市、稚内市などです。
　委託が行われている自治体では、行政として委託先の賃金・労働条件を把握させ、少なくとも法令違反がないよう指導させる等、行政責任を追及していく必要があります。
ⅰ）　労働保険・社会保険の加入
ⅱ）　労働基準法・労働安全衛生法・最低賃金法などの諸法令の遵守
とくに労働安全衛生に関しては、清掃職場で死亡事故も発生していることも有り、厳しく対応することとし、けがや感染症・交通事故、腰痛等の防止のため、「清掃事業における労働災害の防止について」（平成５年３月２日基発第123号）を、最低の基準として守らせます。
	

	社会的価値の実現に資するための自治体契約制度のあり方に関する基本条例(案)
（前　文）
○市（以下、適宜○町または○村と読み替える。）は戦後経済成長を通じて豊かさを追求してきた。将来にわたって真の豊かさを実現するためには、環境、福祉、男女平等参画、公正労働等の社会的価値においてなお一層の増進に努めなければならない。そして市は、よりよい地域社会を実現するために、みずから地域社会の先頭に立って努力するべき責任を負っている。同時に社会的価値を実現するためには、市、事業者、市民の協力が不可欠である。そしてそのような協力によって、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約を社会的価値の実現のために有効な手段として活用することができる。市が事業者と結ぶ契約は、何より経済的に市にとって有利でなければならないが、それだけではなく市が目指す社会的価値の実現にいかに寄与するかが多面的な角度から検討され、総合的に判断される必要がある。

この条例は、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約が社会的価値を実現するために有効な手段であることを明らかにするとともに、その基本理念を定め、取組みを推進するために制定する。
（目　的）
第１条　この条例は○市（以下単に「市」という。）が特に重要な社会的価値として認め、その実現を目指す環境、福祉、男女平等参画、及び公正労働等について、市、事業者及び市民の責務を明らかにし、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約についての基本理念を示し、並びに市が事業者と結ぶ契約についての手法を定め、もって地域社会の成員がお互いに協力連携しつつ社会的価値の実現にあたることを目的とする。
（定　義）
第２条　この条例において「社会的価値」とは、地域社会に生きる人々にとってきわめて重要でありながら、福祉や男女平等参画のように事業者の通常の事業活動によっては増進されることが期待されない社会的価値又は環境のようにかえって侵害される危険性のある社会的価値をいう。
（基本理念）
第３条　市及び事業者は、市と事業者が結ぶ契約が、環境、福祉、男女平等参画、及び公正労働基準等の社会的価値の実現に向けて有効な手法であることをふまえ、契約の締結及び履行に際して社会的価値の実現に努めなければならない。
（市長の責務）
第４条　市長は、前条の基本理念にのっとり、売買、貸借、請負その他の契約に際して、市が目指す社会的価値の実現を考慮するものとする。
（事業者の責務）
第５条　事業者は、第３条の基本理念にのっとり、その事業活動を通じ、常に社会的価値の実現に努めるものとする。
２．事業者は、市が社会的価値を実現するために取る手法に協力するよう努めなければならない。
（市民の責務）
第６条　市民は、自らの行動により、常に社会的価値の実現に努めるものとする。
２．市民は、自治体が社会的価値を実現するために取る手法に協力するよう努めなければならない。

（報　告）
第７条　市長は、第４条の責務を果たすため、市との売買、貸借、請負その他の契約を求める事業者に対して社会的価値の実現を目指す取組みに関する報告を求めることができる。
（入札参加資格）
第８条　市長は、地方自治法施行令（昭和22年５月３日政令第16号）第167条の５の規定により、あらかじめ、契約の種類及び金額に応じ、工事、製造又は販売等の実績、従業員の数、資本の額その他の経営の規模及び状況を要件とする資格を定めようとする場合には、社会的価値の実現に関する事項に配慮するものとする。
（公　表）
第９条　市長は、市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約の状況についての情報を定期的に公表するものとする。
（契約調査審査会）
第10条　市が事業者と結ぶ売買、貸借、請負その他の契約について、履行状況その他の重要事項を調査及び審議するため○市契約調査審査会を置く。
２．前項の審査会について必要な事項は規則で定める。

	


〔要　求〕
	４．地公法改正に伴う人事評価制度の導入等について
　人事評価制度の導入については、十分な労使交渉・合意を前提とすること。また、導入後においても労使交渉を踏まえた定期的な検証・見直しを行うこと。

　職員間に差をつけることが目的ではないことを明確にすること。

	　導入にあたっては、十分な試行期間を確保し、検証を行うこと。

　公平・公正性、透明性、客観性、納得性と、労組の参画、苦情解決制度を確保し、拙速な賃金への反映は行わないこと。

　労働組合が関与した苦情解決制度を整備すること。

　等級別基準職務表の条例化、級別・役職段階ごとの職員数の公表については、労働組合との十分な協議に基づき行うこと。

　等級別基準職務表の条例化にあたっては、係長・同相当職を４級に、課長補佐・同相当職を６級に格付けること。

　現業職員・公営企業職員については、等級別基準職務表の条例化・公表が義務付けられていないことから、条例化・公表は行わないこと。


〔解　説〕
　北海道段階での2013年12月１日基準日での調査では、管理職等限定した範囲での運用や試行も含め34自治体での実施と少数となっています。また、勤勉手当の成績率の運用については、89％（142単組）が一律の成績率での運用となっており、全国的に見ると約半数の自治体で制度が導入されている現状もあり、北海道においては各自治体の議論を積み重ね、導入に歯止めをかけてきている現状です。

　また、自治体規模による導入状況の差も顕著になっており全国で見れば、町村自治体のうち32％、都市・特別区のうち65％、都道府県のうち74％が試行も含め何らかの形で導入されています。

　2014年４月に地公法が改正され、人事評価制度の導入が原則義務付けされる形となり、改正地公法で２年以内の施行とされていること、総務省が示したスケジュールでは2015年４月試行・2016年４月本格実施となっており、超短期間での制度設計が各自治体に押し付けられています。第56回定期大会で確立した方針に基づいた対応を基本に各単組での取り組みを急ぐ必要があります。

※自治労北海道本部第56回定期大会（2014年９月25日～26日）

第４号議案　当面の闘争方針（案）別冊抜粋
２．新たな人事評価制度に対する取り組み
１．若干の経過と情勢
　地方公務員の人事管理の原則や等級別基準職務表の条例義務化などを改正の中心とする地方公務員法地公法の改正案について、３月７日に政府は閣議決定し国会へ提出しました。政府原案には自律的労使関係制度や消防職員の団結権付与については未措置であったため、政府提出法案に対しては、最低でも国公法案と同様の付帯決議を求め、等級別基準職務票に関する規定の削除を求めました。しかし、民主党などは政府案に反対したものの、４月11日に与党および一部野党の賛成多数により、衆議院において可決し参議院に送付されました。参議院においては、４月17日に趣旨説明がされ、24日に総務委員会での審議が行われましたが、民主党の反対を押し切り、４月25日に与党など賛成多数で可決・成立しました。

　審議において人事評価制度の導入について、政府より「地方公共団体における人事評価の透明性、客観性、納得性を確保するための枠組みが大事」「職員をはじめ十分な周知と相互の理解をぜひ進めていただきたい」との答弁を引き出しました。その一方、等級別基準職務表のあり方に関しては、規則ではなく条例による位置づけに固執した不満の残る答弁となりました。

　地方公務員法の改正を受けて、法律の施行は「公布日から起算して２年を超えない範囲において政令で定める日」とされましたが、総務省は６月９日に「『地方公務員法等の一部を改正する法律』に関する説明会」を開催しました。この説明会において、自治体当局に対して人事評価制度について2015年４月から試行を開始し、2016年４月から本格実施を行うスケジュールを示すと同時に、各自治体に対して適切な助言などを行うことを明らかにしました。また、地方公務員への人事評価制度の導入がスムーズに行えるよう、「地方公務員における人事評価制度に関する研究会」（以下総務省研究会と略す）を立ち上げ、必要な資料提供等を行うこととしています。

　８月15日には、総務省自治行政局長名で「地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の運用について（通知）」を発出し、人事評価制度に関する規程等の整備や人事評価の定義と評価手法、標準職務遂行能力の例示、評価結果の活用等を解説して、自治体へ導入を促しているところです。一方、総務省研究会においては、６月19日と７月24日の２回開催されており（2014年９月22日現在）、「人事評価制度の構築及び運用に関して留意されるべき事項（素案）」や「人事評価制度実施規程（例）（案）」、「実施要領（運用の手引き）例（案）」が題材に上がりましたが、運用通知にはその一部が掲載されているに止まり、各自治体において十分に活用できる内容とはなっていません。

　今回導入される人事評価制度について総務省は「職員を能力・業績の両面から評価し、任用・給与・分限その他の人事管理の基礎とする」と定義しています。このことは人事評価制度はあくまで「人事管理の基礎」にすぎないものであることを総務省が認めているということであり、仮に任用・給与等の勤務条件への反映を行う場合においては当然交渉事項となると考えられます。さらに、人事評価制度そのものの在り方についても勤務条件に影響を及ぼす可能性がある以上、組合との十分な交渉と協議の上で設計する必要があることを意味しているといえます。

　また、道市町村課においては、10月１日に道内の市町村の担当者を集めた説明会を開催することとしており、いよいよ、本格的に新たな人事評価制度の制度設計や導入にむけた検討作業が進められ、同時に等級別基準職務表の条例義務化にむけた議論が進むものと考えられます。 

　道本部としては６月に開催した第119回中央委員会において、当面して、新たな人事評価制度の導入に際して、自治体当局に対して要請書を提出し、「評価結果の活用は労使交渉事項である」ことを確認することからスタートさせました。しかし、こうした入り口議論が整理された自治体は全体から見ても少数に止まっており、2014賃金確定期においては、最低限、こうした取り組みを強めて行く必要があります。

２．人事評価制度の導入にあたっての基本的な考え方
　地公法の改正によると、人事評価制度の制度設計や導入は公布後２年以内に施行とされており、具体的には2016年４月頃が想定され、試行期間を十分に確保することを考えると、特に未導入自治体については早急な対応が必要となります。

　これまでの総務省との協議も踏まえ「労使の協議、交渉・合意」を前提とすることが必要です。特に、評価結果の活用についてはこれまでの協議や国会等でも交渉事項であると確認されていることを踏まえて、自治体当局と確認します。

　この間、自治労は人事評価制度に対しては、４原則（公平・公正、透明、客観、納得）２要件（労働組合の関与・参加、苦情解決制度の構築）を具体的指針として対置し取り組みを進めてきました。今後進められる人事評価制度の導入にあたっては、設計段階から労働組合との十分な協議と合意を求めていくと同時に、４原則２要件の担保と制度の信頼性が確立しない限り、処遇（特に勤勉手当や昇給等）への反映には反対の姿勢で取り組みを進めていきます。

３．人事評価制度導入における具体的な交渉・協議にあたって
　具体的対応にあたっては、別記１の「人事評価制度に関わる単組交渉の指針」をもとに取り組むこととします。その交渉にあたっては「Ⅰ　制度導入にあたっての指針」として、まずは制度導入の目的や労使交渉・協議の方法について確認し、その上で、「Ⅱ　具体的な制度設計に関する指針」「Ⅲ　苦情解決制度の構築に関する指針」にもとづき、交渉・協議を進めます。

　なお、新たな人事評価制度に対する対策を各単組段階で少しでもイメージ化が可能となるよう、2014賃金確定期に係るブロック別に開催する担当者会議の場において、現在運用されている国家公務員における人事評価制度の概要や、処遇への反映方法、運用通知の解説などを行います。

　道本部の取り組み

　道本部は、中央段階における対策として、①総務省からの技術的助言等を想定し、人事評価の導入・結果の活用については、労使間の十分な協議、交渉・合意の必要性についての追及、②「等級別基準職務表」の条例化に関しては、これまでの助言（2005.9.28総行給第119号事務次官通知第２、１、（１）都道府県の例）にとどめること、③公表にあたっては、法律上の規定である「職制上の段階ごと」に沿った大枠を示す程度とすること等の対策が取られることを前提として、北海道市町村課との間ではあくまでも各自治体における決定を尊重することを求め、これらの内容を確認していくこととします。

　また、各単組における学習会への対応など、必要な情報提供を行います。

　各単組の取り組み
①　単組は、新たな人事評価制度の導入に係る要求書（別記２）を賃金確定期に提出し、人事評価等に関する今後のスケジュールについて、当局側の考えを明らかにさせるとともに、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすることを確認します。

②　人事評価制度の導入にあたっては「人事評価制度に関わる単組交渉の指針」をもとに協議を行います。その際、導入の目的について、特に職員のモチベーションや住民サービスの向上につながるような制度導入であることを確認します。そして、その目的から外れるような内容がある場合は、各自治体において生じている人事管理上の課題（男女間の昇任の差など）とあわせて問題指摘を行い、課題の解消にむけて当局責任を果たすように追及します。

③　試行期間については、評価結果の信頼性が高まるまで継続を求め、最低でも３年間とすることを要求します。ただし、地公法改正のもとで試行期間が十分時確保できない場合は、評価結果の昇給や勤勉手当への反映は管理職員を優先し行い、一般職員については人事評価制度の信頼性が高まってから行うことを求めます。

④　処遇などへの反映する場合は、段階的導入の具体例に基づいて、管理職員から優先して行うこととします。給与への反映は勤勉手当を先行し、昇給については一番最後となるように導入時期を協議します。その際、下位評価者への対応については、この間の裁判例・判例などもふまえ、拙速な分限等につながらないよう協議を求めます。
　　〔段階的導入の具体例〕
	
	管理職員
	一般職員
	備　　考

	
	制度運用
	勤勉手当
	昇給
	制度運用
	勤勉手当
	昇給
	

	第１段階
	○
	×
	×
	×
	×
	×
	

	第２段階
	○
	×
	×
	○
	×
	×
	

	第３段階
	○
	○
	×
	○
	×
	×
	

	第４段階
	○
	○
	×
	○
	○
	×
	

	第５段階
	○
	○
	○
	○
	○
	×
	

	第６段階
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	


※　勤勉手当・昇給への評価結果の反映を本格運用の開始とすれば、それまでの間は試行と位置づけさせる必要がある。
　⑤　国の人事評価制度、導入済みの自治体における対応等も踏まえ、学習会を開催し、導入にあたっての課題の明確化・共有化を図ります。

⑥　すでに人事評価制度が導入されている単組においては、今回の法改正を契機に改めて制度運用を検証し、労使交渉・協議によって必要な改善を行います。また、検証の結果、運用が不当・不公平であるなどの問題が明らかになった場合には、組合員全体として、人事委員会・公平委員会への措置要求などの取り組みを追求します。

⑦　技能労務職に関しては、法律上「等級別基準職務表」の条例化および「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表」は義務付けられていないことから、一般職に引きずられる形で安易に条例化・公表が行われないように対応し、労働協約締結権の尊重について確認することとします。

４．「等級別基準職務表」の条例化や職員数公表にあたっての具体的な対応
　「等級別基準職務表」の条例化にあたっては、現行制度運用を最低限として、賃金確定期においては賃金制度・昇給運用の改善を重点に取り組みます。

　職制上の段階ごとの職員数の公表に際しても、公表の単位は別表にもとづく職務を基本とすることを求めます。

　技能労務職・公営企業職については、「等級別基準職務表」の条例化および職制上の段階ごとの職員数の公表については義務付けられていないことを明らかにした上で対応します。

〔別表－係制のイメージ（例）〕
	職務の級
	基準となる職務

	１級
	定型的な業務を行う職務

	２級
	高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

主任・専門員の職務

	３級
	困難な業務を行う主任・専門員の職務
係長・主査の職務
総括主任の職務

	４級
	困難な業務を行う係長・主査の職務
総括係長・総括主査の職務
困難な業務を行う総括主任
主幹の職務

	５級
	困難な業務を行う総括係長・総括主査
課長補佐の職務
困難な業務を行う主幹の職務

	６級
	困難な業務を行う課長補佐の職務
特に困難な業務を行う主幹の職務
課長の職務

	７級
	部長の職務
困難な業務を行う課長の職務


〔別記１〕
人事評価制度等に関わる単組交渉の指針（案）
地方自治体に人事評価制度の導入、等級別基準職務表の条例化および級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表等を義務付ける内容の地方公務員法等の改正案が４月25日に成立し、５月14日に公布された。総務省は2015年４月から試行を開始し、2016年４月から本格実施というスケジュールを想定しているため、これまで独自に人事評価制度を導入している自治体以外の自治体では、今後制度の導入にむけた準備が進められることが予想される。
今回導入される人事評価制度について総務省は「職員を能力・業績の両面から評価し、任用・給与・分限その他の人事管理の基礎とする」と定義している。これは人事評価制度はあくまで「人事管理の基礎」にすぎないものであることを総務省が認めているということであり、仮に任用・給与等の勤務条件への反映を行う場合においては当然交渉事項となる。さらに、人事評価制度そのものの在り方についても勤務条件に影響を及ぼす可能性がある以上、組合との十分な交渉と協議の上で設計する必要があることを意味している。
自治労はこの間、「人事制度の民主的な改革をめざして」として、４原則（公平・公正、透明、客観、納得）２要件（労働組合の関与、苦情解決システムの構築）を具体的指針として対置し取り組みを進めてきた。今後進められる人事評価制度の導入に当たっては、設計段階から労働組合との十分な協議と合意、４原則２要件の担保と制度の信頼性が確立しない限り、賃金への反映には反対の姿勢で取り組みを進めていく。そしてその交渉にあたっては「Ⅰ　制度導入にあたっての指針」として、まずは制度導入の目的や労使交渉・協議の方法について確認し、その上で、「Ⅱ　具体的な制度設計に関する指針」「Ⅲ　苦情解決制度の構築に関する指針」にもとづき、交渉・協議を進めることとする。なお、４原則２要件の具体的内容についてはⅡ－２．およびⅢで示している。
また、あわせて等級別基準職務表の条例化および級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表等に対する指針も記載する。
Ⅰ　制度導入にあたっての指針
１．合目的性の確保
　　人事評価制度を導入する目的を明確にして、納得性を確保する必要がある。
　(1) 人事評価制度は、総人件費削減を目的としないこと。
　(2) 人事評価制度は、職員間に競争や格差をもたらすことを目的とせず、職員の人材育成・能力発揮を促すことを目的とし、その観点で設計すること。あわせて、継続的な能力開発が可能となるよう、総合的人材育成計画を作成し、職員のキャリアアップを支援すること。
　(3) 評価制度の信頼性が確立しない限り賃金への反映は行わないこと。
　(4) 評価結果が良くない職員に対して、研修等適切なフォロー施策を行うこと。フォロー施策の実施にあたっては退職強要を疑われることのないようにすること。
２．労働組合の関与の確保
　　組合員・職場の目線に立った制度となるよう、労働組合が人事評価制度に関与・参画するシステムを確立する。（＊１）
　(1) 人事評価制度の導入にあたっては、十分な労使交渉・協議を行うこと。
　(2) 人事評価制度の検討に際しては、労使検討委員会等の常設機関を設置すること。
　(3) 人事評価制度の導入後においても、労使交渉・協議のもとで制度・運用改善を行うこと。
　(4) 評価結果の活用については交渉事項であることを確認すること。
３．導入時の手順と見直しの制度化
　　人事評価制度の導入に際しては拙速を避け、導入後も常に点検を行わなければならない。なお、導入の際は改正法附則第３条第１項の規定にも留意する。（＊２）
　(1) 人事評価制度は、直ちに全職員を対象とするのではなく、まずは管理職を対象とすること。
　(2) 人事評価制度の導入にあたっては、試験的な実施やその他の調査を十分に行うこと。国家公務員の例も踏まえ、十分な試行期間を確保すること。
　(3) 本格的な実施前に、必ず試行内容の確認を行うこと。人事評価制度の導入後には、制度・運用の定期的な見直しを制度化すること。
Ⅱ　具体的な制度設計に関する指針
１．能力・実績に関わる指針
　　人事評価の対象については、評価対象者区分と能力評価・実績評価を適切に組み合わせなければならない。（＊３）
　(1) 人事評価制度においては、評価対象者の職種、職務、職責、職位に応じ、能力評価と実績評価を適切に組み合わせること。
　(2) 能力評価は長期的な視点に立ったものとし、職務を通じて発揮した能力に着目したものとすること。能力評価の対象は、性別・性格・人格・思想信条など職務に関係のない項目は排除すること。あわせて、職務別の能力要件をあらかじめ具体的に明確にすること。
　(3) 実績評価は、一律的・画一的に導入するのではなく、職務権限に対応し、行政目的の達成に有効と認められ、かつ、業務目標が自主的に設定できる職種・職務や職責に応じたものとすること。（＊４）
　(4) 評価項目・評価基準は中長期的な能力の発展段階に応じた基準とし、職務内容に即して作成されること。
　(5) 標準職務遂行能力については、職制上の段階ごとに求められる能力は、自治体や職場の規模などの要因で組織により異なることから、それぞれの自治体や職場の特性に合わせたものとすること。
２．評価制度そのものに関する指針
　　「公平・公正」「透明」「客観」「納得」の４原則が担保される評価制度でなければならない。
　(1) 公平・公正の確立
　　①　現行人事制度の下における、職種間・男女間等の不当な格差を払拭するものであること。
　　②　絶対評価・加点主義評価を採用すること。（＊５）
　　③　取得を承認された休暇・休業が原因で評価が下がるような仕組みでないこと。家族的責任に対して適切な配慮があること。
　　④　障害者が障害のために不利益な評価を受けることがないよう、適切な措置を行うこと。
　　⑤　議会事務局、教育委員会事務局、病院事務局など首長部局と任命権者が異なる職場に勤務する職員については、首長部局と共通の評価制度とすること。
　(2) 透明性の確保
　　①　評価項目・評価基準をあらかじめ職員に開示すること。
　　②　評価基準は、評価者・被評価者にわかりやすいものとすること。
　　③　評価結果の人員分布の状況について、職種ごとに、男女別、職位別、部署別に公表すること。
　(3) 客観性の確保
　　①　評価項目・評価基準は職務内容に基づくものとし、性格・人格に関わる評価は絶対に行わないこと。
　　②　多面的評価を採用し、部下による上司の評価を併せて検討すること。
　　③　個々の評価者の評価がより公平・公正、客観性が確保されたものとなるよう、評価者訓練（研修）を定期的かつ十分に行うこと。その評価者訓練は、第１次評価者から最終評価者までを対象とすること。（＊６）
　　④　被評価者の日常業務を把握している職員を第１次評価者とすること。（＊７）
　(4) 納得性の確保
　　①　評価者と被評価者が対話する仕組みとすること。
　　②　評価結果について、すべての被評価者に対して文書で本人開示し、説明を行うこと。
　　③　評価の活用結果も、本人に開示し説明を行うこと。
Ⅲ　苦情解決制度の構築に関する指針
　(1) 労働組合の役員又は推薦者が参加する、公平・公正で中立性の高い苦情解決機関を常設すること。また、構成員の男女比率についても配慮すること。
　(2) 苦情解決機関は、次のとおりとすること。（＊８）
　　①　非現業職員における「評価結果」の苦情解決については、人事委員会・公平委員会の措置要求制度とは別に、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議と同様の組織形態（労使同数）をもった苦情解決委員会を設置し、これを活用すること。
　　②　現業職員・公企職員における「評価結果」の苦情解決については、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議を活用すること。
　(3) 苦情解決機関が評価結果・評価手続を不適切と判断した場合、評価結果の修正または再評価の実施を人事当局に対して命じるなどの権限を苦情解決機関に持たせること。
　(4) 苦情解決機関での協議結果は、その都度制度・運用の見直しに反映すること。
　(5) 相談窓口・相談員の設置など、職員がより相談しやすい環境を整備すること。
Ⅳ　等級別基準職務表の条例化等に関する指針
　(1) 「等級別基準職務表」の条例化にあたっては、自治労「等級別基準職務表」モデルを参考に現在の運用について点検し、少なくとも運用に支障のない形での条例化とすること。
　(2) 公表方法についても具体的協議を行うこと。
(3) 技能労務職に関しては、法律上「等級別基準職務表」の条例化および「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表」は義務付けられていないことから、安易に条例化・公表を行わないこと。また、労働協約締結権の尊重を確認すること。
＜参　考＞
（＊１）人事評価制度に関する労使交渉・協議
１　人事評価制度は、給与・処遇に影響を与えるものであることから、本来は、労使交渉事項とすべきである。労働組合が、人事評価制度の設計・運用に実質的に深く関与・参加することを重視すれば、節目、節目での労使交渉にとどまらず、労使検討委員会の設置などにより、制度の設計・運用について丁寧に労使協議を行っていくことが必要となる。また、仮に、当局が人事評価制度は「管理運営事項」であることを主張して、労使交渉に応じない場合でも、労使協議により労働組合が関与し、意見反映・要求実現をはかっていくことが大切である。
２　実際に、2014年度自治労人事評価制度調査では、119単組が労使検討委員会等の機関を設置し労使交渉・協議を実施したと回答している。
３　また、総務省公務員部公務員課は、『人事制度を考えるヒント21』で自治体の職員団体との意見交換など積み重ねの必要性について、言及している。
『人事制度を考えるヒント21』（総務省公務員部公務員課　2005年４月）11ページ抜粋

	

	11. 急がば回れ　【職員参加型の制度設計】
　　人事制度を、職員からの信頼性が高く、実際に機能するものにするには、職員の理解が必要と考えられます。そのためには多くの職員の意見を聴き取り、人事制度の中身と同様に従来ブラックボックスであった人事制度の設計過程について工夫することが必要ではないでしょうか。
　　具体的には、各部局・各年齢層の職員を選抜したワーキンググループによる検討、職員への説明・アンケートの実施、職員団体との意見交換などがその手段として考えられるでしょう。
　　こうした手段を積み重ねていくことは、多大な労力と時間がかかることが予想され、一見迂遠なように見えます。しかしながら、このような努力は、人事部門による押し付け型の人事制度ではなく職員の理解に基づいた人事制度を作り上げるために、また、人事制度の設計過程を通じて職員同士が上下関係や職種の違いを超えて互いの立場を理解するために、重要なプロセスであり、結局は大きな成果を得る一番の近道だと思われます。
(注)　下線は自治労が付記

	


４　さらに、今回の改正法案の審議の際にも、新藤総務大臣は江崎孝参議院議員の職員・職員団体への理解に関する質問に対して「職員を始めとして十分な周知と相互の理解、こういったものを是非進めていただきたい」と答弁している。
	

	第186通常国会　参議院総務員会　2014年４月24日
○江崎孝議員　是非お願いをいたします。
　国においても、ここまでの流れの中では職員団体との協議を相当やっています。私もその立場にいましたのでよく分かりますけれども、本当にいろいろやって、試行をやって今の段階に行き着いている、そしてなおかつ問題があるという、こういう状況にあります。
　そこで、当報告書においては、人事評価は、評価する側だけではなくて評価される側も制度の趣旨、目的を理解し、相互に協力しながら適切な運用に努めるべきものであることは言うまでもないと指摘をしています。当然ではありますけれども、重要なことです。
　そこで、評価される側の代表者である職員団体に対しても適切な運用のため協力が求められる、これは国がしたように、地方においてもこれは同じような立場で考えていかなければならない、私はそう考えますけれども、大臣のお考えをお聞きします。
○国務大臣（新藤義孝君）　この人事評価制度の導入に当たりましては、各地方公共団体において、評価の透明性、それから客観性、そして納得性を確保するための枠組み、これを適切に構築されたいと、このように考えております。もとより、それはそれぞれの地方公共団体の任命権者が構築、実施すべきものであります。したがって、その際に、職員を始めとして十分な周知と相互の理解、こういったものを是非進めていただきたいと、このように考えております。

	


（＊２）地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第三十四号）（抄）
附　則
第三条　第一条の規定による改正前の地方公務員法（以下この条において「旧法」という。）第四十条第一項の規定により施行日前の直近の勤務成績の評定が行われた日から起算して一年を経過する日までの間は、新法第三章第三節の規定にかかわらず、任命権者は、なお従前の例により、勤務成績の評定を行うことができる。
２～５　（略）
（＊３）人事評価の対象
　臨時・非常勤等職員についても、継続的雇用を確立するという自治労方針に照らして、人材育成、能力開発そしてこれに基づく昇給との関わりで人事評価制度の対象とすることが検討されるべきである。
（＊４）目標管理
　業績評価（成績評価）の手法については、民間企業では目標管理の手法が広く使われており、自治体でも７割以上で使っている。目標管理の手法は、柔軟性があり、さまざまに異なる職域・職種の被評価者に対して客観的な評価が可能になる利点があるが、評価者・被評価者ともに習熟に数年から十数年を要し、習熟するまではかえってばらつきが生じやすい、面談や目標設定など評価者・被評価者の双方に負担が大きい、短期的視点の目標に偏りやすいなどの欠点もある。自治体によっては、管理職以外の被評価者には、担当業務ごとの仕事を進めていくにあたっての留意点を期首に記載させ、期末にその留意点が十分に実行できたかどうかを評価しているところもある。
（＊５）絶対評価
　評価制度は差をつけるために行うのではなく、評価の結果を活用して人材育成・能力発揮・適材適所の配置・昇任を適切に行うためのものである。そのためには絶対評価の手法を取らなければ意味がない。このことに関わって、評価結果の相対化と、部局間調整というふたつの問題がある。
１　評価結果の相対化：例えば、数の限られたポストに誰を昇任させるか決めるときには、必然的に相対評価にしかなり得ない、という疑問があるかも知れない。しかし、評価そのものは絶対評価として、この絶対評価結果と例えば年齢・経験年数などの要素とを組み合わせたポスト昇任のルールを別に定める、ということが適切である。また、仮に昇給号給数や勤勉手当の成績率に活用するとしても、例えば、絶対評価の結果と以前に「良好（標準）」を上回る昇給・成績率をいつ受けたかなどを組み合わせてルール化する、などが考えられる。いずれにしても、給与への反映は、人事評価制度そのものとは別に労使交渉でルールを定めるべきである。
２　部局間調整：評価者によって評価結果に甘辛の違いがあり、ばらつきが避けられないことから、評価者ごとの甘辛を上位の評価者によって調整（部局間調整）すべきではないかという意見がある。しかし、このような調整は恣意的なものの入り込む余地が大きく、公平・公正性を確保することは困難である。あくまで絶対評価の原則に従い、時間をかけて評価者訓練、評価者の習熟、評価制度の精度の改善をはかることが重要である。
（＊６）評価者訓練
１　予算や時間の制約を理由に評価者訓練がおろそかにされれば、その時点で公平・公正、客観的な評価制度が成り立たなくなる。各評価者による評価のばらつきを排除するためには、評価基準、手法への深い理解が必要である。
２　また、各評価者が社会通念や歴史的・社会的・文化的に形成されている価値観（ジェンダーバイアスやセクシュアリティーに対する偏見を含む）を前提に評価を行った場合、評価結果が差別につながる危険性がある。
３　さらに、評価には論理誤謬、ハロー効果、中央化傾向など、評価者が陥りやすい誤謬が存在する。
（＊７）第１次評価者
　第１次評価者については、組合員が評価者になるべきかどうか、という問題がある。このことについては、次の点を考慮して、単組・職場の実情に応じて決めるべきである。
１　少なくとも第１次評価者は、被評価者と毎日のように接して、被評価者の仕事を見ている人である必要がある。例えば、保育園の保育士の第１次評価者が本庁にいる児童家庭課長であることがいいとは考えられない。
２　たとえ第１次評価者であっても、評価を通じて被評価者の人材育成・能力発揮にかかわるものであるという視点を忘れることはできない。
３　被評価者と仕事上近い人（例えば係員に対して係長）の意見を聞き、または仕事に関する情報の提供を受けながら、課長（または課長補佐）が第１次評価者として評価するとしている自治体もある。
４　仮に組合員が第１次評価者になる場合であっても、最終的な評価結果に組合員が大きな責任を負うような制度は望ましくない。また、第２次評価者以上は、組合員でない管理職とすべきである。
（＊８）苦情解決制度
１　地公法第８条第１項（人事委員会）、同第２項（公平委員会）は、職員の苦情処理の事務を処理する権限を有することを定めている。この規定にもとづき、単組交渉の指針に示した苦情解決機関をただちに設置できない場合、当面、人事委員会・公平委員会に人事評価の苦情解決機能をもたせることを求める。
２　当局の相談窓口・相談員の設置とあわせて、組合による苦情相談の受付も有効である。
３　人事評価制度の活用としての昇給、勤勉手当の成績率に対して、不満があるときは、非現業職員（個人）は、人事委員会・公平委員会に対し措置要求できる（地公法第46条）。また、任命権者から、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた非現業職員（個人）は、人事委員会・公平委員会に対し、不利益処分不服申し立てを行うことができる（地公法第49条の２）。一方、現業職員および公営企業職員の苦情処理は、苦情処理共同調整会議の設置が地公労法第13条で定められており、組織その他苦情処理に関する事項は、団体交渉で定めるとされている。
　　措置要求や不利益処分不服申し立て、苦情処理共同調整会議での処理の有無にかかわらず、非現業職員、現業・公営企業職員（いずれも個人）は、訴訟を提起することができる。
人事評価制度等に関する苦情解決委員会設置要綱（案)

第１　趣旨
　　人事評価制度の結果等に関する職員の苦情（以下、「苦情」という）を、迅速かつ適切に解決するため、人事評価制度等に関する苦情解決委員会（以下、「委員会」という）の設置及び運営等について必要な事項を定めるものとする。
第２　苦情の範囲等
　1.　委員会において解決する苦情は、次に掲げる事項とする。
　　①　人事評価制度の評価結果（以下、「評価結果」という）についての苦情
　　②　評価者に対する苦情
　　③　その他、人事評価制度全般に関して、主として職員個人を主体とする苦情
　2.　職員は、前項に定める苦情に関して、委員会に対して、口頭又は文書により、当該苦情に関する解決を請求することができる。
第３　委員会の組織等
　1.　委員会は、市長の指名する者及び職員団体の指名する者、各同数をもって組織し、委員○○名により構成する。
　2.　委員の任期は１年とし、○○月○○日から翌年○○月○○日までとする。ただし、再任を妨げない。
　3.　補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
第４　委員会の運営
　1.　職員より苦情解決の請求が行われたときは、速やかに委員会を開催しなければならない。
　2.　委員会は、原則として委員全員の出席により開催する。
　3.　委員会の決定は、出席委員全員の一致を原則とする。
　4.　委員会は、非公開とする。
　5.　委員会は、苦情解決を請求した職員、関係当事者、又は参考人の出席を求め、事情を聴取し、又は資料の提出を求めることができる。
第５　決定事項等
　1.　市長は、委員会が苦情を受理した場合、速やかに当該評価結果について又は評価者に対して必要な措置を講じなければならない。
　2.　審理の結果、苦情の原因が人事評価制度に存在するものと認められた場合、地方公務員法第55条に該当する事項として、必要な措置を講じなければならない。
　3.　委員会は、苦情の解決を決定した場合、７日以内にその内容を苦情解決を請求した職員に通知しなければならない。
第６　秘密の保持
　　委員及び苦情解決に係わる職員は、苦情に関する秘密、その他その職務上知ることのできた秘密を保持しなければならない。
第７　不利益取扱いの禁止
　　市長は、職員が苦情解決を請求したこと、及び苦情解決に関する調査に協力したこと等に起因して、職場において不利益を受けることのないよう配慮しなければならない。
第８　その他
　　この要綱に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事項は別に定める。
〔別記２〕
年　　　月　　日
○○○市（町村）長
　　○　○　○　○　様
自治労北海道本部
執行委員長　　山　上　　潔
自治労○○地方本部
執行委員長　○　○　○　○
自治労○○○市（町村）職員組合
執行委員長　○　○　○　○
新たな人事評価制度の導入に係る要請書
　日頃より、地方行財政の確立と住民福祉の向上・地域活性化のためにご奮闘されていますことに敬意を表します。
　地方公務員法の改正がすでに５月に公布され、その後、６月には総務省の説明会が行われると同時に８月１５日には、運用通知が出されたことに伴い、各自治体においては、人事評価制度の導入などによる能力及び実績に基づく人事管理の徹底や退職管理の適正を進めることとなります。
　さらに、法律の施行については、公布の日から起算して２年を超えない範囲内において政令で定めるとされており、このままの予定では２０１６年４月頃が導入時期と想定されますが、試行期間を十分に確保することを考えると、早急な対応が必要です。
　ついては、能力及び実績に基づく人事管理の徹底に際して、下記のとおり、要請しますので、貴職においては十分に受け止めて善処願います。
記
１．協議にあたっての要請事項
(1) 新たな人事評価制度の導入等に関する今後のスケジュールについて、早急に明らかにすること。また、評価結果の活用は労働条件の変更につながることから、導入にあたっては労使協議と合意を前提とすること。
(2) 「等級別基準職務表」の条例化にあたっては、現在の運用に支障のない形で条例化すること。また、「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員数の公表にあたっては、公表方法等労働組合と十分に協議すること。
(3) 技能労務職員に関しては、「等級別基準職務表」の条例化および「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員数の公表」は義務付けられていないので、条例化や公表を行わないこと。
２．新たな人事評価制度の制度設計・運用についての要請事項
(1)　新たな人事評価制度については、その導入目的について、以下の点に留意すること。
①　人事評価制度は、総人件費削減を目的としないこと。
②　人事評価制度は、職員間に競争や格差をもたらすことを目的とせず、職員の人材育成・能力発揮を促すことを目的とし、その観点で設計すること。あわせて、継続的な能力開発が可能となるよう、総合的人材育成計画を作成し、職員のキャリアアップを支援すること。
③　評価制度の信頼性が確立しない限り賃金への反映は行わないこと。
④　評価結果が良くない職員に対して、研修等適切なフォロー施策を行うこと。フォロー施策の実施にあたっては退職強要を疑われることのないようにすること。
(2) 制度導入時には以下の手順で行うとともに、随時、制度の見直しを行うこと。
　①　人事評価制度は、直ちに全職員を対象とするのではなく、まずは管理職を対象とすること。
②　人事評価制度の導入にあたっては、試験的な実施やその他の調査を十分に行うこと。国家公務員の例も踏まえ、十分な試行期間を確保すること。
③　本格的な実施前に、必ず試行内容の確認を行うこと。人事評価制度の導入後には、制度・運用の定期的な見直しを制度化すること。
(3) 具体的な制度設計にあたっては以下の点について、留意して制度設計すること。
①　能力・実績評価について
ア）人事評価制度においては、評価対象者の職種、職務、職責、職位に応じ、能力評価と実績評価を適切に組み合わせること。
イ）能力評価は長期的な視点に立ったものとし、職務を通じて発揮した能力に着目したものとすること。能力評価の対象は、性別・性格・人格・思想信条など職務に関係のない項目は排除すること。あわせて、職務別の能力要件をあらかじめ具体的に明確にすること。
ウ）実績評価は、一律的・画一的に導入するのではなく、職務権限に対応し、行政目的の達成に有効と認められ、かつ、業務目標が自主的に設定できる職種・職務や職責に応じたものとすること。
エ）評価項目・評価基準は中長期的な能力の発展段階に応じた基準とし、職務内容に即して作成されること。
オ）標準職務遂行能力については、職制上の段階ごとに求められる能力は、自治体や職場の規模などの要因で組織により異なることから、それぞれの自治体や職場の特性に合わせたものとすること。
　②　人事評価制度については、「公平・公正」「透明」「客観」「納得」の４原則が担保される評価制度とすること。具体的には以下について、十分に配慮した制度とすること。　
ア）公平・公正性について
　　　ⅰ）現行人事制度の下における、職種間・男女間等の不当な格差を払拭するものとすること。
ⅱ）絶対評価・加点主義評価を採用すること。
ⅲ）取得を承認された休暇・休業が原因で評価が下がるような仕組みでないこと。家族的責任に対して適切な配慮があること。
ⅳ）障害者が障害のために不利益な評価を受けることがないよう、適切な措置を行うこと。
ⅴ）議会事務局、教育委員会事務局、病院事務局など首長部局と任命権者が異なる職場に勤務する職員については、首長部局と共通の評価制度とすること。
イ）透明性の確保について
　　　ⅰ）評価項目・評価基準をあらかじめ職員に開示すること。
　　　ⅱ）評価基準は、評価者・被評価者にわかりやすいものとすること。
ⅲ）評価結果の人員分布の状況について、職種ごとに、男女別、職位別、部署別に公表すること。
ウ）客観性の確保について
　　　ⅰ）評価項目・評価基準は職務内容に基づくものとし、性格・人格に関わる評価は絶対に行わないこと。
ⅱ）多面的評価を採用し、部下による上司の評価を併せて検討すること。
ⅲ）個々の評価者の評価がより公平・公正、客観性が確保されたものとなるよう、評価者訓練（研修）を定期的かつ十分に行うこと。その評価者訓練は、第１次評価者から最終評価者までを対象とすること。
　　　ⅳ）被評価者の日常業務を把握している職員を第１次評価者とすること。（＊７）
エ）納得性の確保について
　　　ⅰ）評価者と被評価者が対話する仕組みとすること。
ⅱ）評価結果について、すべての被評価者に対して文書で本人開示し、説明を行うこと。
ⅲ）評価の活用結果も、本人に開示し説明を行うこと。
(4) 新たな人事評価制度の導入にあたっては、苦情解決制度を設け、以下の点について留意すること。
①　労働組合の役員又は推薦者が参加する、公平・公正で中立性の高い苦情解決機関を常設すること。また、構成員の男女比率についても配慮すること。
②　苦情解決機関は、次のとおりとすること。
　　ア）非現業職員における「評価結果」の苦情解決については、人事委員会・公平委員会の措置要求制度とは別に、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議と同様の組織形態（労使同数）をもった苦情解決委員会を設置し、これを活用すること。
イ）現業職員・公企職員における「評価結果」の苦情解決については、地公労法第13条の苦情処理共同調整会議を活用すること。
③　苦情解決機関が評価結果・評価手続を不適切と判断した場合、評価結果の修正または再評価の実施を人事当局に対して命じるなどの権限を苦情解決機関に持たせること。
④　苦情解決機関での協議結果は、その都度制度・運用の見直しに反映すること。
⑤　相談窓口・相談員の設置など、職員がより相談しやすい環境を整備すること。
(5) 等級別基準職務表の条例化等については、以下のとおり検討すること。
①　「等級別基準職務表」の条例化にあたっては、自治労「等級別基準職務表」モデルを参考に現在の運用について点検し、少なくとも運用に支障のない形での条例化とすること。
②　公表方法についても具体的協議を行うこと。
③　技能労務職に関しては、法律上「等級別基準職務表」の条例化および「級別・職名（職制上の段階）ごとの職員の数の公表」は義務付けられていないことから、安易に条例化・公表を行わないこと。また、労働協約締結権の尊重を確認すること。
以上
〔要　求〕
	５．労働時間・休暇等の改善
　労働時間の短縮
①　所定勤務時間を短縮すること。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し、検討するとともに、変更にあたっては労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

②　時間外勤務の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。また、年間の総労働時間1800時間体制に確立に向け実効ある施策を講じること。

③　労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定）を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること。

④　時間外労働の縮減のため、毎週１回（水曜日を基本）のノー残業デーの設定をはじめ、定時退庁の促進を徹底すること。

⑤　育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日出勤を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。


〔解　説〕
　所定勤務時間の短縮は、1991年の週休二日制の勧告と1992年５月からの実施以降における勤務時間制度に関わる最大の課題でした。

　こうした状況のもとで、2005年に突如、休憩・休息時間の見直し問題が浮上し、2006年７月から交替制職場を除いて休息時間が廃止されました。自治労・公務員連絡会はこの問題について、勤務時間制度全体の見直しという枠組みのもとで対応することとし、超勤縮減や育児・介護職員の短時間勤務制度の導入や所定勤務時間の短縮と一体的に解決するよう協議を進めたものの、休息時間の廃止が先行し、その他の課題は先送りとされてきていました。
　その後、育児職員の短時間勤務制度が2006人勧での意見の申出に基づいて2007年８月から実施されました。
　職員の所定勤務時間についても、2006・2007人事院報告を経て2008年に勧告に至りました。

　北海道においては2012年４月から全ての自治体において、38時間45分となりました。
　また、人事院は「今後の検討課題」として以下の事項を挙げています。
　①　勤務時間の長さ等
　　ア）交替制勤務職員の勤務時間の割り振りの基準
　４週８休制以外の交替制職員の勤務時間の割り振りについては、毎４週間につき１週間当たりの勤務時間が42時間を超えないこととし、かつ、１回の勤務に割り振られる勤務時間が16時間を超えないという現行の枠組みが維持される。
　　イ）半日勤務時間の割り振り
　現行どおり４時間の勤務時間を割り振り変更するものとする。
　　ウ）非常勤職員の勤務時間
　非常勤職員の勤務時間については、日々雇用の非常勤職員については７時間45分を超えない範囲とし、その他の非常勤職員については、現行の仕組みどおり、常勤職員の１週間当たりの勤務時間38時間45分の４分の３を超えない範囲内となる。
　　エ）休憩・休息時間の見直し
　　　ⅰ　交替制勤務職員等の休憩・休息時間の設定基準
　交替制勤務職員等の休息時間については、2006年の休息時間の廃止の際に廃止が除外されていたが、今回の勤務時間短縮にあわせ、おおむね４時間の連続する正規の勤務時間におかれる休息時間２回のうち、１回分（15分）を休憩時間（１回15分）に置き換えることを基本とする方向で検討する。
　　　ⅱ　育児、介護等のための休憩時間の別段の定め
　休憩時間の短縮措置について、現行の休憩時間が60分の場合の15分、30分短縮、休憩時間が45分の場合の15分短縮というあり方について検討する。
　②　休　暇
　　ア）常勤職員の休暇
　　　ⅰ　年次休暇の取得単位
　１日単位が原則であり、特に必要があると認められるときは１時間とし、半日単位は廃止する方向である。
　１日単位は、１回の勤務に割り振られた勤務時間が７時間を超え７時間45分を超えない時間とされている場合において、当該勤務時間のすべてを勤務しない場合に使用できるものとする。
　　　ⅱ　年次休暇の繰越
　現行どおり、20日を超えない範囲内の残日数（１日未満の単数は切捨て）とする。
　　　ⅲ　時間単位の年次休暇の換算
　時間単位の年次休暇を日に換算する場合には、７時間45分をもって１日とする。配偶者出産休暇、育児参加休暇、子の看護休暇も同様に扱う。
イ）短時間勤務職員の休暇
　　　ⅰ　年次休暇の日数
　毎日同じ勤務時間数を勤務する斉一型は現行どおり、常勤職員の年次休暇日数×１週間の勤務日の日数／５日とする。
　不斉一型は算定方法は現行どおりとし、常勤職員の年次休暇日数×短時間勤務職員の１週間当たりの勤務時間／38時間45分とする。
ⅱ　時間単位の年次休暇の換算
　斉一型については、勤務日ごとの勤務時間の時間数をもって１日とし、配偶者出産休暇、育児参加休暇、子の看護休暇も同様に扱う。
　不斉一型については、７時間45分をもって１日とし、配偶者出産休暇、育児参加休暇、子の看護休暇も同様に扱う。
　　　ⅲ　非常勤職員の休暇
　常勤職員および短時間勤務職員の見直しに合わせ改正する。
　公務員連絡会では、公務における1,800時間体制確立には、（ア）所定労働時間1,650時間（イ）所定外労働時間150時間とし、そのため１日の労働時間を７時間30分とし、休日・休暇については週休105日、休日14日（15日－土曜とのダブり１日）、年末年始４日（6日－週休日とのダブり２日）、夏季休暇５日、年次有給休暇20日、合計148日が必要となります。
　特に、当面重要となるのは時間外労働の縮減です。時間外労働縮減のために、割増率を高くすること（前掲）、人員を確保することが重要になります。当面は当局側も巻き込んで「ノー残業デー」の取り組みや、労働基準法第36条に基づく「時間外勤務協定（36協定）」を重点に取り組みます。自治労は「時間外労働の縮減指針」（別表）を明らかにしています。また、労働基準法第36条では、下記のように協定を義務付けており、協定がなされない場合は超勤を命令することができません。しかし不当にも労働基準法第33条第３の「（第16号「その他官公署」（第１～15号に該当しない官公署については）公務のために臨時の必要がある場合」はこれを必要としない－との条文を盾に無原則に超勤を命令している実態もあります。この条文はあくまで例外的に置かれたものであり、災害等緊急事態を想定したものです。したがって、法の厳格な運用を求めていくことは当然ですが、少なくとも現行で協定が義務付けられている適用事業所（職場、施設等）については必ず36協定を結ぶことが必要です。
＜別表　自治労の「時間外労働縮減指針」＞
	
	「労働基準法第36条第１項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準」

（以下上限時間）
	自治労の「時間外労働の縮減指針」

（以下上限時間）

	１　日
	
	２時間

	１週間
	15時間
	

	２週間
	27時間
	

	４週間
	43時間
	24時間

	１ヵ月
	45時間
	

	２ヵ月
	81時間
	

	３ヵ月
	120時間
	50時間

	１　年
	360時間
	150時間


労働基準法第36条第１項（時間外及び休日の労働）
	使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協定をし、これを行政官庁に届け出た場合においては、第32条から第32条の５まで若しくは第40条の労働時間（以下この条において「労働時間」という。）又は前条の休日（以下この項において「休日」という。）に関する規定にかかわらず、その協定で定めるところによって労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる。ただし、坑内労働その他厚生労働省令で定める健康上特に有害な業務の労働時間の延長は、１日について２時間を超えてはならない。


　連合は時間外労働に関する男女共通規制は、男女とも年間150時間を目標に当面年間360時間としています。労基法第33条第２項の拡大解釈のもとに、無制限に行われている時間外労働の具体的事由について、自治労は労基法第33条に照らして公務のために臨時の必要がある場合かどうかを交渉を通じて明確にさせるとともに、自治労の基準とする１日２時間、４週24時間、３ヵ月50時間、年間150時間を上限とし、各職場実態に応じて36協定をもって時間外労働を規制するとしています。
	

	＜参考＞

３６協定の締結について

2013年10月10日
自治労北海道本部賃金担当者会議

　
１．８～９月にかけて道内各地の保育所職場を対象に労働基準監督署から「時間外・休日労働に関する協定届を所轄労働基準監督署に届け出ていないのに、労働者を週40時間、１日８時間を超えて労働させており、また、１週間に１日以上の休日を与えていないこと」つまり、労基法32条・35条違反の指摘を受け、是正勧告がされているところです。

２．当局は労基法第33条３項では別表第１に掲げる事業を除き、「公務のために臨時の必要がある場合」は時間外労働や休日労働をさせることができるとの条文を盾に36協定の締結を拒む例がありますが、この条文はあくまで災害等緊急事態を想定し例外的におかれたものです。もっとわかりやすく説明すれば地方公務員においては労基法を原則適用としているため「時間外勤務をさせてはならない」ことが原則であり、やむを得ず行った時間外勤務に対する未払いの実態を完全になくすためにも当局が時間外勤務をさせる場合は36協定を締結しなければ時間外勤務をさせてはならないと理解をする必要があります。

＜労基法別表第１に掲げる事業を除く官公署の例＞

本庁、支所、出張所、行政委員会事務局、消防署、警察署、旅券事務所、福祉事務所、家畜保健衛生所、養蚕指導所、病害虫防除所、地域農業改良普及センター、計量検査所、身体障害者更生相談所、婦人相談所、児童相談所、消費生活センター、コミュニティセンターなど
また、協定を結ぶにあたって年300時間など上限時間を設定することになりますが、当局はその分の予算の確保が必要となることからも協定締結を拒むケースもあります。労働組合の観点からは時間外勤務の縮減が第一義的な目的ではあるものの、36協定の締結を足掛かりに超勤予算の100％確保を求めることが必要です。

３．道本部としては時間外労働の縮減にむけ、人員確保などの取り組みとあわせて、増大する時間外労働の一定の歯止めとなることから、2007年以降、全職場での36協定の締結を方針化し、第55回定期大会第４号議案「当面の闘争方針」の秋期闘争の推進の中で統一要求事項として設定しているところです。

道本部第55回定期大会第４号議案「当面の闘争方針」

2013年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書

５．労働時間・休暇制度について
（１）労働時間の短縮

③　労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること

４．労基署からの是正勧告をうけた自治体については、当局責任において速やかに36協定を締結し、労基法適用職場での36協定の状況の点検と、全職場での協定締結にむけ、今秋期闘争での要求として掲げ、取り組みを展開します。

　　是正勧告を受けていない単組についても、36協定締結状況を把握し、他自治体における労基署からの是正勧告を受けた事実も活用しながら、全職場での協定締結を今秋期闘争で取り組む必要があります。

	


〔要　求〕
	５－　休暇制度等の改善
①　年休の完全取得のために実効ある施策を講じること。

②　病院等変則交替制職場の週休２日制の確立のため、必要な人員配置や予算措置など諸条件を整備すること。

③　最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

④　リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇及び骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇については日数拡大をはかること。特に病気休暇については国の特例措置の廃止に伴った見直しは行わないこと。

⑤　健康障害休暇等の新設を行うこと。


〔解　説〕
　2015春闘アンケート結果では、この１年間に取得した年次有給休暇については、９日以下が過去最高の56.8％と前年に比べ0.8％増加しており過去最高を記録し続け、歯止めがかからない状態です。2015春闘の取り組むべき課題についても「労働時間短縮・人員確保の取り組み」が53.5％で「賃上げ要求のたたかい」（74.1％）に次ぐ課題となっていることから人員確保闘争や時間外勤務縮減の取り組みとあわせて年休完全取得にむけた実効ある施策を求めていきます。
　病院等変則交替制職場では、人員確保がなされないため完全週休２日制が実施されていない職場もあります。これらの職場については、必要な人員確保と予算措置などの諸条件を整備することが必要です。
　夏季休暇について
　90人勧によって国公は、３日間の夏季休暇が人事院規則で特別休暇として新設されました。道本部は、この３日に従前からの職専免等による既得権分の確保を含めて、年５日以上の夏季休暇の制度を要求しています。

　現在ほとんどの単組で制度化されていますし、また、全道庁労連では、夏季休暇は３日ですが、冬季職専免が２日制度化されています。これらを参考にして実現をめざしましょう。

　なお、人事院の夏季休暇についての説明の特徴点は次のとおりとなっています。

	

	　夏季休暇の期間
　７月１日から９月30日迄の３ヵ月の期間内において取得できる。
　期間外の使用・未使用日数の翌年の繰越はできない。
　連続取得の原則
　夏季休暇の日数は、原則として連続する３日の範囲内とし、勤務の都合上これが困難である場合には分割することができる。
〈注〉①　「連続する３日」とは勤務を要しない日及び休日を除く３暦日である例えば｛夏季休暇｝｛閉庁の土曜日｝｛日曜日｝｛夏季休暇｝｛夏季休暇｝という取り方は可能である。しかし、｛夏期休暇｝｛年休｝｛夏期休暇｝｛夏期休暇｝という取り方は原則として不可。
②　取得単位は暦日である。例えば、交替制職員でＰＭ10～ＡＭ６という勤務時間の者が夏期休暇を取得した場合、２日の取得となる。
　　　　　　また、閉庁の土曜日に夏期休暇を取得した場合、１日の取得となり、４時間の時間休としては扱われない。
③　１日単位での分割取得は、勤務のローテーションの都合などで連続取得が困難な場合に
可能であり、職員の個人的な事情により分割することはできない。

	


　リフレッシュ休暇は、ゆとりある生活スタイルへの転換をめざし、公務員にふさわしい人間形成を実現するためにも必要です。
　道は、92年４月から勤続30年で３日のリフレッシュ休暇（永年勤続休暇）を勝ちとっており、当面道を目標に取り組みをすすめます。なお、公務員連絡会の要求は、有給で勤続10年目で５日、20年目に10日、30年目に15日となっています。
　「有給教育休暇」は、ＩＬＯ第148号（1974年採択・日本は未批）で定められたもので、「一般教育、社会教育及び市民教育」「労働組合教育」などを、労働時間中に有給で行うものです。社会的、経済的、技術的及び文化的なものに対する欲求や要望を満たすために、取られる措置です。この条約は、連合の重点批准条約にもなっています。
　阪神・淡路大震災の中で、ボランティアの活動が高く評価されました。また、高齢社会を迎え行政がカバーをできないところを補っているのもボランティアです。しかし、現実にはこのように社会貢献を行うとすると「休み」が壁となり、行おうにも行えない現実があります。

　1996年の人事院勧告に基づき、1997年１月１日施行でボランティア休暇が新設されました。人事院規則では「職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動（－略－）を行う場合で、その勤務をしないことが相当であると認められるとき、１年において５日の範囲内の期間…」と定められました。

　また、2011年３月に発生した東日本大震災の中で、ボランティアの活動が高く評価されています。1997年１月施行したボランティア休暇を５日以内の範囲内の期間を特例的に延長する対応が人事院で取られました。しかし、それだけでは未曾有の被害を受けた被災地では十分な支援活動もできませんでしたので、最低でも、この国の基準を上まわる条件の確保が必要です。
　骨髄バンクへ提供職員に対する特別休暇は、1993年４月から国において実施されています。骨髄バンクとは、白血病等骨髄移植を行わなければ治ゆする可能性のない病気の治療のため、骨髄提供を希望する人を予め登録することです。移植した骨髄提供（ドナー）と患者の血液の白血球の型が一致している必要があり、多くの場合、非血縁者に頼らなければ骨髄移植を受けることはできない現状です。

　骨髄バンクへの登録だけの場合は、献血程度の時間ですが、提供が決まった時には健康診断等に３日程度、入院に５～６日程度の日数がかかります。しかし、これに対する特別休暇がなければ、実際に提供することは困難です。

　社会的貢献度が大きく人命にかかわるこの問題について、特別休暇として制度化し多くの人が骨髄提供者として登録し、提供できるよう各単組で要求し、実現することが社会的要請にもなっています。

　各自治体においても導入させるよう取り組みを強化しましょう。
　更年期には、ほとんどの女性が何らかの心身の変調をきたします。いわゆる更年期の諸症状について、更年期障害という休養や治療を要すほど症状がひどい場合は、適切な措置が必要です。また、最近では男女を問わず、うつ状態などメンタル面での症状が現れる場合も多く指摘されています。

　これらの更年期障害にかかわらず、健康審査や医師による指導・助言を受けるなど、心身の健康を維持・管理するための休暇の新設を求めます。
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〔要　求〕
	５－　両立支援のための休暇等の新設・充実
①　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

②　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

③　民間の育児・介護休業法の改正､国家公務員の制度改正を踏まえ、以下のとおり改善すること。
ⅰ）３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

ⅱ）子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正すること。また、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。

ⅲ）配偶者の出産後８週間以内に育児休業を取得した男性職員に対して、再度、育児休業を取得可能とすること。育児休業等計画書を任命権者に提出し、再度の育児休業の前に３月以上勤務する場合は、配偶者の取得状況にかかわらず、再度の取得を可能とすること。

ⅳ）育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

ⅴ）介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。
④　臨時・非常勤等職員についても、民間･国と同様に育児･介護休業の適用拡大をはかること。

⑤　育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

⑥　育児のための短時間勤務制度について
ⅰ）国家公務員の制度を最低とし､条例化にあたっては事前協議･交渉･合意を前提とすること｡
ⅱ）代替職員は原則正規職員とすること。

ⅲ）育児休業の復職時調整は100／100で換算し、号俸調整を行うこと（育児休業を取得した職員の職務復帰後における給与は、育児休業をした全期間を引き続き勤務したものと見なして調整すること。あわせて、在職者調整を行うこと）。
⑦　介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

⑧　介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。

⑨　男性の育児休業・介護休暇の取得を促進するための啓発活動を行うこと。男女ともに育児や介護に関する研修を受ける機会を保障すること。

⑩　保育（育児）時間は最低120分とするとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。
⑪　男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果たすための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。

⑫　育児休業及び介護休暇に関わる期間の給与上の取扱いは、全期間勤務したものとみなし、昇給・昇格・一時金・退職手当に関する不利益を解消すること。最低限、期末手当については人事院規則改正を踏まえ、早急に改善すること。

⑬　次世代育成支援対策推進法を踏まえ、自治体においては事業主として、両立支援策に関わる「行動計画」の着実な実施をはかること。
⑭　配偶者同行休業制度については、国に遅れることなく制度化すること。


〔解　説〕
　2001年11月、民間の「育児休業、介護休業等育児または介護を行う労働者の福祉に関する法律」の改正法案が成立し、これを受けて公務においても2001年12月に関係法律の改正が行われ2002年４月から施行されました。

　結婚・妊娠・出産・育児・介護などを理由に退職勧奨や解雇されることのないよう、仕事と家庭の両立支援策を拡充し、それぞれの職場での適用法に合わせて、家族的責任を担う労働者にとって、より働きやすい職場の実現をめざし法律にあわせた条例化、協約化と運用を求めていきます。また、取得率の低い男性の育休介護休業・休暇取得の促進のため具体策を求めていきます。
　小学校就学前の子の養育や家族を介護する男女労働者が申請した場合、使用者は当該労働者に１月において24時間、１年について150時間を超える時間外労働および深夜労働をさせることはできません。地方公務員においても同様の措置を規定しています。

　　また、2009年６月に改正された民問の「育児休業、介護休業等育児または介護を行う労働者の福祉に関する法律」においては、さらに「３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度（１日６時間）を設けることを事業主の義務とし、労働者からの請求があったときの所定外労働の免除を制度化する」こととなりました。
　家族的責任は男女労働者がともに担うべきものです。育児・介護を行う男女労働者を対象とした時間外労働の上限を設定することが重要です。各職場・単組では上記の内容を点検し、育児・介護など家族的責任を有する男女労働者の深夜労働の規制を求めるとともに、時間外労働について年間150時間を上限とし、子の養育または家族の介護などの事情に関する配慮から深夜労働の制限限を設けていくことを求めます。
　仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の確立をはかり、働くものの健康を維持するためには、所定労働時間の短縮、労働時間管理の徹底と不払い残業の撲滅など労働時間短縮が不可欠です。連合においても春闘の課題として積極的に取り組むこととしています。健康障害を発生させないためにも取り組みを強化します。
　これまで、育児休業をした職員が職務に復帰した場合は当該該当の1/2に相当する期間を引き続き勤務したものとみなして号俸を調整するということで育児休業法により規定されていました。

　これについて、最近の民間企業における動向や職業生活と家庭生活の両立支援策としての育児休業の重要性を勘案すると調整の換算率を見直す必要があるとして、育児休業をした期間の100/100以下に相当する期間を引き続き勤務したものとみなして調整することができるようにすることで人事院規則および国家公務員の育児休業法・地方公務員の育児休業法が改正されています。自治体においても、上記の観点から早期に関係条例・規則の見直しを求めるとともに、すでに育児休業を取得済みの職員についても、部内の検証上在職者調整を求めることが重要です。
　また、基準日に育児休業中の者に対して勤務実績に応じて一時金を支給する勧告が1999年にされています。少子化対策や男女共同参画が社会的重要課題となる中で、育児休業を取得する者が無給であることは大きな制度的矛盾でした。公務員連絡会は育児休業制度発足当初から、育児休業中の者にも一定の給与を支給するよう求め続け、とくに、勤務実績があっても基準日に休業の者に一時金が支払われない矛盾を早急に解消するよう人事院に強く求めてきました。この勧告は、こうしたわれわれの取り組みの成果であると同時に、これを足がかりにさらに取り組みを進めていかねばなりません。なお、勧告記述は次のとおりです。「民間の取扱いとの均衡を図る観点から、特別給の基準日に育児休業中の職員のうち、算定期間に勤務実績がある職員に対し、在職期間等に応じて期末手当、勤勉手当及び期末特別手当を支給することとします」。
　期末手当においては、基準日前６月以内に育児休業を１日でも取得すると、期末手当の在職期間別割合が80/100となり、期末手当が２割削減されるという制度となっています。給料は育児休業の復職時調整では取得した全期間にわたり勤務したものとみなされて調整がされるのに、期末手当では1/2の期間、勤勉手当においては全期間在職期間から除外されるということとなっています。

　このような制度に対して、2011年７月に人事院総裁に対し総務大臣、厚生労働大臣、男女共同参画大臣の連名で「男性職員の育児休業取得促進に向けた期末手当に係る改善検討の要請」を行ったところです。こうした動きの中で2011人事院勧告の報告の中で育児休業を短期間（１月以内）取得する場合は減額はしないことで人事院規則が改正されました。


○　在職期間別割合

	在職期間
	割合

	６ヶ月
	100/100

	５ヶ月以上６ヶ月未満
	80/100

	３ヶ月以上５ヶ月未満
	60/100

	３ヶ月未満
	30/100


　育児・介護休業法は、2009年６月に改正され、一部を除き2010年６月30日から施行されることとなっています。改正法は、仕事と家庭の両立支援策をいっそう推進するため、男女がともに子育て・介護をしながら働き続けることができるよう、女性労働者への就業継続の支援、男性がより子育てに参加できる働き方の実現、実効性の確保など雇用環境の整備を図る内容となっています。
　おもな改正点は、以下のとおりです。
１．子育て期間中の働き方の見直し
①　３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度（１日６時間）を設けることを事業主の義務とし、労働者からの請求があったときの所定外労働の免除を制度化する。
現行：小学校就学前の子の養育や家族を介護する男女労働者が申請した場合、使用者は当該労働者に１月において24時間、１年について150時間を超える時間外労働および深夜労働をさせることができない。
②　子の看護休暇制度について、小学校就学前の子が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日に拡充する。また、休暇の事由に予防接種や健康診断などに必要な子の世話を加える。
現行：小学校就学前の子がいれば、人数に関わりなく年５日
２．父親も子育てができる働き方の実現
③　父母がともに育児休業を取得する場合、１歳２カ月までの間に、１年間育児休業を取得可能とする。
現行：１歳までの間
④　妻の出産後８週間以内に父親が育児休業を取得した場合、再度の育児休業を取得可能とする。（出産後８週以内に取得した育児休業のカウント除外）

⑤　配偶者が専業主婦（夫）であれば、育児休業を取得不可とすることができる制度を廃止する。
３．仕事と介護の両立支援 

⑥　家族のための短期の休暇制度を創設する。（要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日）
４．実効性の確保 

⑦　育児・介護休業の取得にともなう苦情・紛争について、都道府県労働局長による苦情処理・紛争解決の援助および調停の仕組みを創設する。

⑧　勧告に従わない場合の公表制度や、報告を求めた場合に報告しない、または虚偽の報告をした者等に対する過料を設ける。 

　人事院は上記の法改正を踏まえ、国家公務員の育児休業等の制度度改正について検討し、09人事院勧告における「意見の申し出」を行いました。

　「意見の申し出」では、国家公務員の制度ではすでに措置されているものも含め、上記 ① ～ ⑧ に記載した改正内容の個別事項について、以下のとおりとしています。
①　３歳までの子を養育する労働者の、ア）短時間勤務制度については、公務では小学校就学の始期に達するまでの子を養育するための短時間勤務，育児時問がすでに制度化されている。イ）所定外労働の免除の義務化については、公務でも制度化されていないので、民問の改正法を踏まえ、人事院規則の改正が必要。 

②　公務では、小学校就学の始期に達するまでの子の看護休暇は、子の人数に関わりなく年５日とされているため、民間の改正法に合わせ、人事院規則を２人以上の場合は10日に改正する必要がある。また、休暇の取得事由に、予防接種や健康診断などに必要な子の世話を加える必要がある。

③　公務ではすでに、子が３歳に達する日まで育児休業することが可能である。

④　公務では、妻の出産後８週間以内に父親が育児休業を取得した場合、特例として育児休業の再度の取得を認める制度はないので、民間の改正法に合わせて制度改正が必要。

⑤　公務では、配偶者等が就業していない場合は育児休業を取得できないため、民間の改正法に合わせて制度改正が必要。

⑥　公務では、介護のための短期の休暇制度は設けられていないので、民間の改正法に合わせて年５日、要介護者が２人以上であれば年10日の介護休暇の創設が必要。

⑦　紛争解決の援助および調停の仕組み等の創設については、公務では、苦情相談・不服申立制度等で対応可能。

⑧　公表制度および過料の創設については、公務には該当しないので、新たに措置する必要はない。
　なお、仕事と家庭の両立支援に関わり、国家公務員ですでに措置されている制度は以下のとおりです。
①　介護休業
　配偶者（事実婚可）父母、子、配偶者の父母，同居しかつ扶養している祖父母・兄弟姉妹・孫が、負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、常時介護（要介護状態）であることが明らかになった場合、国家公務員については、介護休業の期間は「連続する６月の期間内において必要と認められる期間」（勤務時間、休暇等法20条２項）とされ、介護のために休業もしくは勤務時間の短縮ができることとなっています。

　地公法適用職場での条例化にあたっては、６月以上の期間となるよう取り組みを進めましよう。また介護休業を取得しない場合は、使用者に対して勤務時間の短縮措置とその他の労働者に対する措置（期間は３月）を義務付けています。
②　育児休業
　育児休業制度とは、３歳に満たない子を養育するために３歳の誕生日の前日まで休業できる制度です。子が３歳に達するまでの間で職員が希望する期間となります。男性職員は子の出生の日から、女性職員は産後８週間の就業禁止期間終了日の翌日から育児休業することができます。
③　子の看護休暇
　2004年の人事院勧告により制度の改善が図られました。小学校就学期に達するまでの子を養育する職員は、従来は１年に５日で日単位の取得でしたが、時間単位で取得が可能になっています（再任用短時問勤務職員にも適用）。さらに休暇期間の拡充（当面は10日間を目標に）、家族の看護への対応など、より実態にあった柔軟な制度へと拡充を求めます。
④　男性の育児参加のための特別休暇
　妻の産前産後の期間に、出産に係る子または上の子（小学校就学前）の養育のために５日の範囲以内で日または時間単位で取得ができます（再任用短時間勤務職員にも適用）。育児参加休暇の延長について条例化を進めるにあたっては、男性の育児休暇取得の促進と合わせて取り組みを進めて行くこととします。
⑤　配偶者出産休暇の事由拡大および時間単位での取得
　従来の日単位の取得を緩和し、２日以内で日または時間単位で取得が可能になり、入退院の付き添いを拡大し、出産の付き添いと出生届けにも使えることとなっています。男女が出産や子育てにおいて互いに協力するためにも、妊娠が判明したときから、男性がパートナーと同様の経験をしていくことは大切なことです。出産に関わる両親学校の出席などに活用できる、配偶者出産休暇制度の拡充・新設を求めていきます。
　人事院は、2010給与勧告等に合わせて、非常勤職員が育児休業等を取得できるようにするための法改正を求める意見の申出を行いました。（資料　育児休業法の改正についての意見の申出及び両立支援策の改正のポイント参照）
　意見の申出では、①任用期間が１年を超え、今後も引き続き任用されることが見込まれる非常勤職員について、子が１歳に達する日まで育児休業をすることができること、②任用が１年を超える非常勤職員について、子が３歳に達するまで育児時間を適用することができること、③2011年４月１日から実施すること、などが概要となっていました。また、これらの制度改正に合わせて、非常勤職員に介護休暇を適用するための人事院規則の改正も行われることとなっています。＜資料参照＞

　これらを受けて、国の非常勤職員にも育児休業が取得できるよう法改正が行われました。
　しかし、一緒に成立した地方公務員の育児休業法の改正については、一般職非常勤職員（地公法17条）のみが適用対象であり、特別職非常勤職員（同法３条３項３）および臨時的任用職員（同法22条）は対象になりませんでした。
　自治体においては、民間の育児・介護休業法の考え方（１年以上の実質的な継続雇用であればパート労働者、期間労働者であっても適用の対象とする）を踏まえ、１年以上の継続雇用であれば、どんな任用根拠であっても育児休業が取得できるよう、条例・要綱により育児休業の制度化を図っていく必要があります。
　なお、こうした制度と実態の矛盾について、自治労本部における総務省への取り組みの中から、総務大臣は2010年11月16日の衆議院総務委員会において「実態に応じて、自治体でもって（育児休業の）措置することができる」と答弁し、特別職非常勤職員（同法３－３－３）および臨時的任用職員（同法22条）を対象に自治体独自の育児休業制度の導入を容認しています。
　2013人事院報告の中で配偶者帯同休業制度の意見の申出がされ、185臨時国会に「国家公務員の配偶者同行休業に関する法律案」として提出され可決・成立しました。施行日は公布の日（2013年11月22日）から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める日とされているところです。外国で勤務等をする配偶者と生活を共にすることを希望する職員が休業の対象とされているため、ケースとしては少ないものと考えられますが、権利として制度創設を求める必要がありますし、外国だけでなく国内での異動であっても適用される制度とするよう求めます。
＜資料＞育児休業法の改正についての意見の申出及び両立支援改正のポイント





〔要　求〕
	６．女性労働者の労働条件等
　『女性差別撤廃条約』の理念に基づき、地公法第13条を遵守し、自治体職員の募集から退職まで一切の男女差別をなくすこと。特に、婚姻、妊娠、出産を理由とした退職はなくすこと。


〔解　説〕
　地方公務員法13条は、性別を理由とする差別を罰則付で禁止しています。また、均等法では募集・採用、配置・昇進・降格・教育訓練、福利厚生、職種・雇用形態の変更、退職の勧奨・定年・解雇・労働契約の更新といった雇用のステージにおける性別を理由にした差別の禁止と、この差別を解消していくための積極的な措置（ポジティブアクション）により男女雇用平等をはかることが規定されています。
　地公法13条を根拠に均等法の差別禁止規定を生かし、あらゆる職場・職域への女性の積極的登用と、そのための条件整備に取り組みましょう。具体的な取り組みに当たっては、男女平等実現についての労使の合意形成をはかっていくことが重要です。
　まず、募集・採用・配置が、男女の差別なく公平に行われているかチェックしてみましょう。その対象から男女のいずれかが排除されていないか、条件を男女で異なるものとしていないか、男女のいずれかを優先していないか。昇任・昇格についても同様です。そうした措置は均等法第５条、第６条により禁止されています。ただしポジティブアクションを講ずる場合はその限りではありません。
　夫の昇格を理由として共働きの妻が退職を迫られる慣行が残っている場合があります。過去に職場結婚を理由とした退職強要は「憲法13条の結婚は自由を有するものであり、いかなる形の規定や慣行による任意退職でもすべて無効」であるという判例（「茂原市役所事件判決」千葉地裁1968年５月）が確立されています。退職の勧奨に際し、その対象を男女いずれかのみとすること、条件を男女で異なるものとすること、その方法や基準について男女で異なる取扱いをすること、男女のいずれかを優先することは均等法第６条第４号により禁止されています。また、形式的には勧奨退職であっても、有形無形の圧力により、労働者がやむを得ず退職を選択し、それが真意に基づくものでないと認められる場合は、「解雇」に含まれるとされています。
　研修カリキュラムの中に、必須項目として「男女平等研修」をくみ込むこと。
　男女平等を積極的に進めるためには、管理職、係長級、新規採用職員をはじめ、男女職員全員を対象とした、計画的で継続的な男女平等研修が必要です。研修により、男女平等についての意識改革とコンセンサスづくりをしていかなければなりません。計画的な研修の実施とカリキュラムづくり、効果測定に積極的に関わりましょう。
　改正される前の均等法では、女性労働者について婚姻・妊娠・出産等を理由とする「解雇」のみが禁止されていましたが、現在の均等法ではこれらを理由とする「解雇以外の不利益取扱い」も全面的に禁止しています。
　　※均等法第９条第３項により禁止される「解雇その他不利益な取り扱い」例
　　　・解雇
　　　・期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと
　　　・退職又は正職員を非正規職員とするような労働契約内容の変更を強要すること
　　　・降格させること
　　　・就業環境を害すること
　　　・昇進、昇格の人事考課において不利益な評価を行うこと
　　　・不利益な配置を行うこと
〔要　求〕
	６－　労働基準法、母子保健法等を積極的に活用し、諸権利の整備をはかること。とりわけ、下記事項の実現をはかること。
①　産前産後休暇を、産前８週間（多胎14週間）、産後13週間で制度化をはかること。また、代替職員を完全に配置すること。
②　母子保健法に基づく保健指導や健康診査を、回数ではなく1日単位の通院休暇として制度化すること。また、妊産婦に対する母性健康管理措置の制度化をはかること。
③　妊娠障害休暇を最低14日とし制度化すること。
④　妊産婦の通勤緩和措置制度を拡充すること。
⑤　妊産婦に対する軽易業務への転換制度と確実なものとすること。
⑥　労働法66条に基づく妊産婦の請求による時間外労働・休日労働・深夜労働の禁止措置にともなって代替要員の確保等の条件整備をはかること。


〔解　説〕
　産前８週（多胎14週）、産後13週の制度化と代替職員の確保
①　労働基準法第65条では、産前６週間（多胎14週間）、産後については８週間（強制６週間）の休暇が認められています。
　産前休暇については、実際の出産が予定日より早ければそれだけ短縮され、逆に予定日より遅れた場合はそれだけ延長されます。出産当日は産前休暇になります。出産する女性の請求によって開始される休暇であり、本人が請求すれば必ず休暇を与えなければなりません。
　産後休暇は、出産翌日から数えて８週間の休暇が定められていますが、このうち６週間については強制的な休暇であり、使用者が就業を命令できないことはもちろん、出産した本人からも就業を申し出ることはできません。６週間以降は本人が請求すれば、医師が健康に支障がないと認めた業務につくことはできます。本人が請求しないのに、使用者から就業を命じることができないないことは言うまでもありません。
②　産後休暇だけが強制休暇になっているのは、産前の休養の必要度には個人差があるが、産後の母体回復は（妊娠４月以上の死産、流産も含めて）、すべての女性に必要だからです。しかし、産前の無理な労働が妊娠中毒症や早産の原因になることは明らかなので、産前休暇についても十分な長さを確保するために８週間を求めています。
③　また産後13週については、実際に育児にかかわる女性から、「子どもの首がすわるまでは最低13週が必要」との要望が強く、連合・自治労中央本部の要求項目にもなっています。
　母子保健法は、妊産婦の保健指導や健康診査について定めていますが、均等法12条及び13条では、全ての事業主に対し、女性労働者が通院のために必要な時間の確保や勤務時間の軽減などの措置をとることを義務付けています。これに基づき、通院休暇に関する規定を設けることが必要であり、規定がなくても、妊産婦である女性が申請すれば、通院休暇を取ることができます。受診すべき回数は次のとおりです。また、これは病院への往復の時間や待ち時間も含まれます。このための必要な時間や回数・条例・規則を点検してより休暇を取得しやすくするために制度化をすすめましょう。また、通達では「歯科検診、母親学級等への参加をできるだけ認めるように」となっています。妊産婦の健康管理の面から、通院休暇に初回検診や歯科検診・母親学級への参加も認められるようにしておきましょう。
	　参　考
ア．産前　・妊娠初期より妊娠23週（６ヵ月末）までは、４週間に１回
・妊娠24週（７ヵ月）～35週（９ヵ月末）まで、２週間に１回
・妊娠36週（10ヵ月）～出産まで、１週間に１回
　ただし医師・助産師がこれと異なる指示をした時は、その指示による。
イ．産後　１年以内医師、助産師が指示するところによる必要な時間
ウ．厚生労働省から「妊娠中及び出産後の健康管理に関する措置」に関する通達（指針）が出されています。母親等・両親学級での保健指導、歯科検診及び保健指導についても出来る限り受けることができる様に配慮することが望ましい、となっている。


　妊娠障害休暇にかかる様々な体調不良（つわり等）を最低14日として制度化すること。また、運用の自由を認めること。
　妊娠中や出産後の症状に関して、女性労働者が医師等から休業すべき旨の指導を受け、申し出を行った場合、使用者は医師等から指示された措置が必要な期間、休業の措置を講じなければなりません。
　妊娠は、病気ではないことから病気休暇とは別に設ける必要がありますので、本人の申請があった場合には、できる限りの休暇を取得できるよう制度化に取り組みます。
　通勤帯の交通機関の混雑の状況によっては、通勤時の苦痛が、つわりの悪化、流早産等につながる恐れがあることから、時差出勤、勤務時間の短縮を求めます。ラッシュアワーを避けるための時差出勤だけでなく、一日30～60分の時間短縮も講じることとされています。
　必ずしも医師等の指示を要しないこととし、妊娠中の女性労働者から申し出があった場合は、適切な措置を講じるようにさせましょう。また交通機関とは電車、バス等の公共交通機関の他、自家用車も含まれます。労基法第65条では妊婦の請求によって、他の軽易な業務への転換をはからなければならないとしています。軽易な業務が無い場合、新たに軽易な業務を創設する義務までないとされていますが、この場合でも使用者は軽易業務転換の請求を拒否することはできず、また、軽易な業務は無いから休むように強制できるわけではありません。同じ業務の中の重労働部分を外したり、仕事量を減らすなど仕事のやり方を変えたり、休憩時間を多くするなどの措置は、どの職場でもできるはずです。均等法13条により、きめ細かい措置を講ずることが事業主に義務づけられています。
　妊娠初期は流産を避けるため、妊娠後期では異常発生の危険性が高まるため、長時間の立ち作業や座業、緊張の高い作業などは労働の負担の軽減が必要になります。また、１歳程度の乳児を抱える女性は、夜中の授乳や夜泣きの乳児の世話などで、極度の睡眠不足と披露に陥っていることが少なくありません。産婦に対する負担の軽減も同様にはかっていかなければなりません。
　妊娠中はバランスのある食生活が必要となり、休憩時間の延長や補食時間の確保が欠かせないものです。妊産婦の症状や環境などを考慮した休憩時間の延長、回数の増加、適切な場所（寝床があること、横になれること）の確保、立ち作業従事の場合は、椅子を置いて休憩を取りやすいようにするなど休憩の取り方について、具体的な措置を進めましょう。さらに、休養設備などハード面は、安全衛生委員会等で点検し、整備・拡充しておきましょう。
　妊産婦が請求した場合にあっては、「時間外協定に関わらず時間外労働または休日に労働させてはならない」との労基法上の強制規定になっています。妊産婦とは出産１年以内の女性労働者のことです。
　深夜業についても労基法同条３項で、妊産婦が請求した場合には、深夜業に従事させてはならないという強行規定になっています。なお、変形労働時間制についても同様です。
　労基法を遵守させるとともに、妊産婦の時間外労働等は禁止するよう労使で確認しておきましょう。
　育児・介護休業法の第22条では、事業主が、労働者が育児・介護休業を取得しやすく、また復帰後の就業が円滑に行われるように、必要な措置を講じる努力義務があるとしています。具体的には、職場での職員全体の配置、他の職員に対する業務の再配分、人事ローテーション等による配置転換、代替職員の確保などが考えられます。公務員についても、公務の適性な運用を確保し、育児休業を取りやすい状況を確保するため、必要に応じて代替職員を配置することになっていますが、当初よりゆとりのある人員配置を求めることが大切です。
　そうは言っても、育児休業・介護休業休暇制度の活用を進めるうえで、代替職員の確保はたいへん重要です。職員が職場の仲間に気がねすることなく、育児・介護休業を取ることができるよう適切な措置をとることは、事業主の責務なので、当局の責任において代替職員を確保することを強く求めましょう。
　なお、地方公務員の育児休業については、１年を限度とする臨時的任用あるいは休業期間を限度とする任期付き採用で代替職員を確保することとなります。任期付き採用については、制度の濫用を防ぐため、当局に対して育児休業に限った制度となるよう厳格な運用をもとめましょう。また、代替職員の賃金労働条件についても十分確保されるよう交渉を求めましょう。
〔要　求〕
	

	７．労働基本権の確立
　労働基本権の確立をはじめとする以下の事項の実現にむけて、政府や国会へ働きかけること。
①　争議権を法律で保障すること。

②　「職員団体のための職員の行為の制限」（役員の専従制限条項）を撤廃すること。

③　消防職員などすべての官公労働者に団結権や協約締結権を保障すること。
　組合役員の人事異動にあたっては事前協議制を確立すること。

　管理職員の範囲はIL087号条約の精神に基づき、不当な拡大を行わないこと。また、団体交渉事項とすること。

	


〔解　説〕
　82年の勧告未実施、値切りの教訓から私たちは労働基本権の回復を基本要求として堅持し、当面の中期目標として、ＩＬＯ151号144号条約批准「団体交渉による賃金及び労働条件決定制度」を要求し、対政府交渉課題に位置づけます。このため、対自治体交渉では、上記項目の要求の正当性を認めさせるとともに、政府、国会に対する要請書の提出を求めます。公務員連絡会は、連合および構成組織が重視している条約を批准していくための作業手順やプロセスについて、連合と政府の間で新たな話し合いを開始するよう求め、その中で144号条約の批准を最優先課題に位置付けさせ、批准のための条件作りを官民共同で行うこととしています。そして、公務関係の最優先課題である151号条約については、こうした官民共同の取り組みの中で、社会的課題として浮上させ、批准にむけた合意形成を進めます。
	第151条（公務労働関係）の趣旨
	公務員の団結権、雇用条件の決定手続きなどを定めた基本的条約。官公労働者の労働基本権回復と労働条件向上のために批准が必要である。

	第144条（三者構成）の趣旨
	ＩＬＯ条約・勧告の理念を実現するために、各国において政労使による三者協議を求めた基本的条約。ＩＬＯ事務局長より批准の要請も行われている。


　民主党政権下で自律的労使関係の措置を含む国家公務員制度改革関連４法案・地公関連２法案の閣議決定・国会提出に至ったことは、日本の公務労使関係史上に画期をなすものとして、積極的に評価できるものです。

　衆議院の解散にともない廃案となりましたが、自公政権下においても2000年以降７つの審議会等で公務員の労働基本権のあり方が議論されていること、また、基本法は旧自公政権のもと民主党との修正協議によって成立したものであること、さらに、この流れのもとに国公関連４法案と地公関連２法案を政府として閣議決定したということであり、この議論の流れを無視することはできません。

　内閣人事局の設置等を盛り込んだ公務員制度改革法案が自公政権のもと186通常国会で可決・成立しました。自律的労使関係の措置が盛り込まれなかったことは不満ではありますが、民主党と自民・公明与党との協議の中で①法案を修正し、附則において2016年までに国家公務員の定年の段階的引き上げ検討を規定する、②自律的労使関係制度について職員団体との合意形成に努めることを附帯決議に盛り込む、③級別定数に関する確認を行う、などの修正合意に至ったことは現在の政治情勢を考えれば評価できます。引き続き、自治労本部・公務労協に結集し、国会対策を強めていく必要があります。

　また、一方で北海道ではピーク時に約６割の自治体で独自の賃金削減が実施され、国家公務員についても2012年４月から２年間、給与の臨時特例削減が行われ、政権の意向を受けた「給与制度の総合的見直し」を勧告するなど人勧制度がすでに本来の代償機能を喪失していることは明らかであり、憲法解釈としても、ＩＬＯから９回にわたり勧告を受けている国際情勢からも、新制度への転換は、自公政権としても避けて通れない状況にあるとの認識に立ち、引き続き取り組みを進めていく必要があります。
　人事異動・管理職範囲の指定について、管理運営事項として、一方的発令を行う事例がまだ多くあります。しかし、組合の団結にかかる事項は、あくまでも団体交渉事項であり、とりわけ、組合役員（執行部、支部、分解役員、補助組織含め）の一方的配転によって、組合活動の弱体化がもたらされることになります。
　また、管理職範囲の拡大は、組合の団結権破壊であり、一方的な拡大を阻止していくことが大切です。このため、人事異動の事前協議制、管理職範囲の厳密な運用を求め協定確認書の取り交わしを求めます。

	人事異動に関する労使協定モデル（協定内容のポイント）
①　人事異動にあたっては民主的に本人と話し合いをする。

②　異動にあたり本人の住宅と勤務先との関係を十分考慮する（職・付近接の原則）

③　組合規則に定められた「組合役員」については組合と事前協議する。


〔要　求〕
	８．組織・機構・定数等
　欠員補充・定数拡大・直営堅持

①　欠員不補充、定数削減等を行わず、中長期の新規採用計画を策定すること。

②　事務・事業（仕事量）の拡大に見合う、必要な人員を確保すること。特に、ホームヘルパー等介護職員、看護師等看護職員の確保と大幅増員をはかること。


〔解　説〕
　自治体財政の逼迫と集中改革プランなど国からの強制により、地方公務員数は1994年のピーク3,282,492人から19年連続で減少し、2013年４月現在では2,752,484人となり、53万人の減少となっています。

　しかし、民主党政権下の2010年10月、片山総務大臣（当時）が自治労との定例会見で「集中改革プランの対象期間は過ぎた。これからは本当に仕事に見合った定数を自治体それぞれで考えて条例定数を規定することになる」と述べており、定員抑制の撤廃を求める取り組みを強化するとともに、増員が必要な部署については新規採用と平行して、臨時・非常勤等職員の正規化を含めた取り組みを進める必要があります。

　2014年末の総選挙の結果をうけ、再び地方交付税の引き下げ圧力が強まることが想定されますが、住民の安心と多様なニーズにこたえる良質な公共サービスの水準・提供体制の回復にむけて重要な課題となります。

　介護・看護職員の確保と大幅増員要求は、次の視点で取り組み強化します。
①　本格的な高齢者社会を迎え、自治労が進める福祉人材確保キャンペーンの確立を第一線で担い、地域で高齢者を支える介護・看護職員を中心とするマンパワー確保・増員のたたかいは、人員確保闘争の全国共通最重点課題と位置づけ展開します。

②　介護従事者の要員確保については、国の補助率の引き上げや在宅福祉３本柱（ショートスティ、ディサービス、在宅訪問サービス）の市町村必須事務化への動向などを背景に取り組みを強化します。

　介護報酬が2006年以来となるマイナス改定（2.27％）となりましたが、2014年度末で廃止とされていた介護職員処遇改善加算が2015年度も継続し、月１万２千円引上げとなることから確実に処遇改善につながるよう取り組みの強化が必要です。あわせて、介護職員による医療的ケアに対する正当な評価を行うことや軽度者へのサービス低下をきたさないこと、サービス内容における地域間格差を生じさせないことなどを求めます。道本部としても「道政に対する要求と提言」などの取り組みを通じ、対策を強化していきます。

③　2009年の看護職（看護師・准看護師・保健師・助産師）の就業者総数は132万3,459人で、そのうち病院で働いている看護職は87万7,182人でした。年齢別にみると、看護師の場合、30～34歳の17.2％に比べ、55～60歳では5.6％と落ち込んでいます。働き続けることが困難な職種だということをあらわしています。

　厚労省の「第７次看護師需給見通し」では看護師不足が2015年には14,900人程度になると算定していますが、2006年の診療報酬改定で「７対１看護」が導入された影響を受け、実は４～５万人の看護師が不足しているのではないかとも言われています。

　離職防止と潜在看護職の再就業を実現しないと日本の医療そのものが看護職不足で成り立たなくなるでしょう。厳しさが増す看護職場の労働条件を確保するために、必要な人員配置と働き続けられる職場づくりをめざす必要があることから、職場環境の改善・離職防止・人材確保に向けた取り組みを進めます。看護職員確保のたたかいについては、中央本部、道本部の取り組みとして、人員確保のための大幅な予算要求を求めるとともに、看護師人材確保法に基づく「基本方針」の具体化を求め、対厚労省、対道交渉により要請行動を展開することとなっています。
〔要　求〕
	８－
③　任期付採用制度に関する条例化と運用については、十分な労使協議と合意を前提とするとともに、具体的な採用の必要性が生じた段階において条例化を行うこと。また、部内の人材活用および育成を基本として、それにより賄うことが著しく困難な職種について適用すること。


〔解　説〕

　任期付職員の任用については、徐々に進んでおり、福祉職場や一般事務職、ケースワーカー、保育士といった職での採用が多くなっています。道内においてもいくつかの少ない自治体で任用や任用にむけた議論があります。

　また、2014年７月４日に発出された総務省通知「臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等について」では、賃金についての方針転換に加えて、任期付職員制度の導入要件についても改めて整理が行われるなど、総務省として制度の活用を促す内容となっており、今後各自治体で任期付職員の任用にむけた議論が起きることが想定されます。

　今回の通知では任期付短時間勤務職員を含む任期付職員について、その活用の場を広げようとしていますが、合理化を目的として正規職員を任期付職員に置き換えようとする自治体が出ることが考えられるため、日常的に当局側の動向を注視する必要があります。

　一方で、自治労としては「任期付短時間勤務職員制度の活用」を方針化し取り組みを行ってきた経過があります。これは臨時・非常勤等職員の抜本的な処遇改善実現までの過渡的な取り組みとしての位置づけとしてきていることからです。

　臨時・非常勤の処遇改善、正規職員からの置き換えはさせないという２つの視点から任期付職員の任用の課題について考える必要があります。

【2013年４月１日段階での任期付職員の採用状況（総務省調査）】

	
	採用団体数
	採用数

	
	
	採用実施率
	
	特定

（３条１項）
	一般
	４条
	短時間

	
	
	
	
	
	（３条２項）
	１号
	２号
	３号
	
	１項
	２項
	（５条）
	１項
	２項
	３項

	都道府県
	44
	93.6%
	1,319

(44)
	66

(23)
	341

(36)
	200

(32)
	105

(12)
	36

(9)
	890

(10)
	830

(10)
	60

(2)
	22

(2)
	6

(1)
	16

(1)
	

	政令指定都市
	18
	90.0%
	945

(18)
	22

(9)
	63

(11)
	58

(9)
	2

(2)
	3

(2)
	381

(4)
	381

(4)
	
	479

(6)
	161

(5)
	318

(3)
	

	市区町村
	325
	18.9%
	5,795

(325)
	97

(67)
	594

(164)
	435

(134)
	94

(26)
	65

(24)
	1,091

(99)
	1,045

(99)
	46

(10)
	4,013

(92)
	462

(54)
	3,547

(47)
	4

(1)

	計
	387
	21.6%
	8,059

(387)
	185

(185)
	998

(211)
	693

(175)
	201

(40)
	104

(35)
	2,362

(113)
	2,362

(113)
	106

(102)
	4,514

(100)
	629

(60)
	3,881

(51)
	4

(1)


※表中の（　）内の数字は団体数。採用実施率は全団体数に対する割合。
〔資　料〕
	

	自治労・一般職の任期付採用制度についての対自治体要求指標と解説
　制度に関する条例化と運用については、充分な労使協議と合意に基づくこと。

　「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律」（以下、「法」という）は、①任期を定めた採用（法第３条関係）、②任期の更新（法第５条関係）について、条例で規定することを求めているが、その他、制度化については、制度の趣旨・定義、給与等、制度全体に関する事項に関して、条例化等をはかる必要がある。
　なお、条例化については、法の施行に伴いすべての自治体において条例整備を行う必要を求めるものではなく、具体的な採用の必要性が生じた段階で行うべきものである。
　任期付採用制度は、常勤職員及び自治体全体に与える影響を考慮し、制度に関する条例化と運用について、充分な労使協議と合意が必要である。

≪参　考≫
１．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
基本的事項
ア　条例制定の必要性
　地方公共団体において法に基づく任期を定めた採用を行おうとする場合には、当該地方公共団体において条例を整備することが必要であり、専門的な知識経験又は優れた識見を有する者を任期を定めて採用する必要性等をよく検討して条例の整備を検討されたいこと。

　任期付職員の採用については、公正・中立性など人事行政における原理原則を確保すること。

　近代的公務員制度における人事行政制度の原則は、人事行政における政治的影響を排除し、中立公正な人事行政を展開することにある。つまり、近代的な政治体制と公務員制度は、政治的意思の決定に当たる政務職とその決定に基づいて執行に当たる行政職とは機能的に分化していることを前提としている。すなわち、「行政」に対し「政治」が必要以上に介入することは、行政の継続性、安定性を大きく損なうこととなり、行政の公正性、中立性に影響を及ぼすおそれがあることが否定できないという観点からの問題意識である。
　したがって、任期付採用制度においても当然のこととして、これらの人事行政制度の原則が厳密に確保されなければならない。
　なお、国の任期付職員制度における人事院規則（23－０）は、「情実人事を求める圧力又は働きかけその他の不当な影響を受けることなく」と規定し、採用における中立公正性の概念を明確にするとともに、それを具体的に確保するため、さらに人事院の外部意見の聴取の必要性と人事院による事前承認を前提とするなど高度の規制を実施していると言える。
　その意味で、これらの国における中立公正性の確保のための方策が、最低限、自治体において同程度の実態的対応がはかられる必要があり、このため条例の「制度の趣旨・定義」において、これらの原理原則について明記される必要がある。

≪参　考≫
１．衆議院総務委員会（４月18日）における附帯決議
　政府及び地方公共団体は、本法律の施行に当たり、次の事項について配意すべきである。

一　地方公共団体が、任期を定めて職員を採用する場合、真に専門的な知識経験又は優れた識見を有する者を採用することとし、性別その他選考される者の属性を基準とすることなく、及び情実人事を求める圧力又は働きかけその他の不当な影響を受けることのないよう留意すること。
二　任期付職員制度が、地方公共団体の人事行政における政治的影響、公民癒着等の疑惑や批判を受けることがないよう、その適正な運用を図るとともに、人事委員会・公平委員会の機能の充実に努めること。
２．参議院総務委員会（５月21日）における附帯決議
　政府は、本法を施行するに当たり、次の事項の実現に努めるべきである。
一　地方公共団体が、任期を定めて職員を採用する場合において、性別その他選考される者の属性を基準とすることなく、また、情実人事を求める圧力又は働きかけその他の不当な影響を受けることのないよう留意し、真に専門的な知識経験又は優れた識見を有する者を採用するよう、必要な助言を行うこと。
二　任期付職員制度の運用に当たっては、地方公共団体の人事行政における政治的影響力の行使、公民癒着等の疑惑や批判を受けることなく、適正な運用がなされるよう、制度導入の趣旨の周知徹底を図るとともに、人事委員会・公平委員会の機能の充実に努めること。
３．参議院総務委員会（５月21日）における総務副大臣見解
　「この法案によります任期付採用におきましても、地方公務員法第15条にあります職員の任用は能力の実証に基づいて行うと、この原則がございまして、各地方公共団体の任命権者は、選考される者の資格、実務経験等に基づき客観的な能力の判定を通じて公正に採用を行わなければならないと、このようになっております。」
４．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
　採用における公正・中立性を確保するため、採用方法を公募によるものとするなど、具体的な施策を講じること。

　法第３条は、任期を定めた採用について、「任命権者が選考により採用することができる」としている一方、人事委員会を置く地方公共団体における「人事委員会の承認」を必要（国の場合、人事院の承認を必要としている）としている。
　そこで問題となるのが、中立公正な人事行政を確保するための仕組＝第三者機関について、国と地方とで機構的・制度的な相違が存在することにある。
　第一に、人事委員会の所在する自治体に対しては、国における人事院の役割を踏まえ、採用における人事委員会の承認を要することを指摘しているが、人事院と人事委員会では人事行政における企画・立案機能が大きく異なることが問題点となる。つまり、人事院には法律の委任に基づく人事院規則等の制定権が付与されていることから第三者機関としての極めて強い権限が与えられている。それ故、任期付制度においても、人事院規則や事務総長通知により、相当高度の中立公正性の確保がはかられている一方で、人事委員会に付与されている権限は人事院と比較すると著しく低いものに限定されている。したがって、国においては第三者機関の権限、企画・立案により定められているこれらの規定を自治体段階において、少なくとも同程度・内容の規程を整備する必要がある。
　第二に、人事委員会の所在しない自治体における対応の問題である。

　現在、人事委員会が所在する自治体は、都道府県、政令都市を中心にわずか62自治体となっており、圧倒的多くの自治体においては公平委員会の設置（それも町村段階では多くが委託や共同設置）にとどまっている。なお、制度上、公平委員会には採用事務が付与されていない。したがって、任期付職員の採用について、国及び人事委員会が所在する自治体のように第三者機関による事前規制（承認）が働かないことから、任命権者による恣意的な採用を排除するため、単組における日常的な監視と対応をより強化することが求められる。
　なお、いずれの場合についても、採用及び制度の運用について、中立公正及び透明性の確保などをはかるため、採用方法を公募を前提とした選考とする必要がある。

≪参　考≫
１．衆議院総務委員会（４月1ｙ8日）における総務省公務員部長見解
　「任期付職員の採用につきましても、職員の任用は能力の実証に基づいて行うという地方公務員法第15条の成績主義の原則は当然適用されるものでありまして、各地方公共団体の任命権者は、選考される人の資格、実務経験、実績等客観的な経歴評定を通じて公正に採用を行わなければならないことは当然のことでございます。また、選考採用を行う場合、公募の方法により候補者を集めることも可能でありまして、特に、本法による任期付採用を行うに当たりまして、必要とする専門的な知識経験等を有する人材が広く存在し得る場合には、公募による方法は十分考えられてよいものと考えております。なお、これらのことは、人事委員会を設置する地方公共団体であるか、設置していない団体であるかを問わず、変わるものではございません。」
２．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
任命権者が留意すべき事項
　任期を定めた採用の具体的な要件・ケースについて明らかにするとともに、充分な労使協議と合意に基づくことを前提とすること。また、個別の採用を要する要件・ケースについては条例に規定すること。
　法第３条は、任期を定めた採用ができる場合について、「高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者（以下、「特定任期付職員」という）について、それを一定期間活用することが特に必要とされる業務に従事させる場合」（法第３条第１項）、「専門的な知識経験を有する者（以下、「一般任期付職員」という）について、それを必要とされる業務に従事させる場合」（法第３条第２項）で、①専門的な知識経験を有する職員の育成に相当の期間を要するため、部内で確保することが一定期間困難である場合、②専門的な知識経験が急速に進歩する技術に係るものであること、その他専門的な知識経験を活用することができる期間が一定の期間に限られる場合、③上記①及び②に準じる場合として条例で定める場合としているが、これらはそのいずれもが極めて抽象的な概念にとどまっており、具体的な採用を実施する場合に、その客観性、具体性、透明性が厳密に確保されなければならない。なお、この条例で定める場合について「条例の参考例」では、国の例を参考として、①専門的な知識経験を有する職員を一定の期間他の業務に従事させる必要があるため、部内で確保することが一定の期間困難である場合、②公務外における実務の経験を通じて得られる最新の専門的な知識経験を必要とするもので、有効に活用することのできる期間が一定の期間に限られる場合（いずれも人事院規則23－０第３条と同内容）としている。

　現在、国において適用されている採用要件は、採用の公正中立性を確保する観点から人事院規則や人事院事務総長通知に規定されており、具体的には、①倒産法制の見直しに関して弁護士を従事させる場合、②金融機関に対する特別の検査業務に公認会計士を従事させる場合、③内閣審議官として国全体の政策課題の企画・立案に従事する場合、④原子力に関する専門技術者を保安検査に従事させる場合などに限定されている。
　一方、国と地方自治体において、任期付採用を必要とする業務は、その専門性の高さを含めて当
然に異なるものである。
　したがって、自治体における採用要件については、地方自治体の独自性・主体性の立場からの詳細に関する検討と、任期付採用を必要とする業務の特定が採用における公正中立性の確保に直結することからも要件の明確化と限定化がはかられる必要がある。
　ところで、自治体における採用要件については、条例に委任することが予定されているものの、その規定は、「高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者」、「専門的な知識経験を有する者」という抽象的な内容にとどまることが想定され、任命権者がその実情に応じて柔軟に決定することができる仕組みとなるものの、他方でそのことは制度創設の趣旨に反する採用要件の拡大に発展する危険性を内包することとなる。
　その意味で、具体的な採用要件・ケースについては、人事行政制度の公正中立性を確保し、任期付採用を真に必要な場合に限定するため、充分な労使協議と合意を前提とするとともに、個別要件・ケースの条例化等による規制が必要となる。
≪参　考≫
１．参議院総務委員会（５月21日）における総務省公務員部長見解
　「私どもも、人事院の通知を参考にしまして、法の施行に当たりましては、各地方団体の制度の活用に資するため、参考としてこういったケース・例示を周知することも考えていきたいと思っております。」
　「実際の制度の実施あるいは運用に当たりましても、各任命権者は、制度の導入に際しまして条例を制定することになりますが、その際の議会での、その必要性とかどんな職種にこれを採用するか、そういった点についての議論を経て議決いただくことになりますし、また制度の運用に当たりましても情報公開等を通じまして住民への説明責任を任命権者は有することになりますので、議会や住民の監視の下に置かれてこの制度が運用されるということになろうかと考えております。また、これらのことも踏まえまして、総務省といたしましてはこの法の施行に当たりましては、各地方団体に対して、制度の趣旨、内容についてよく周知を図りますとともに、公正な採用が行われますよう必要な助言等に努めてまいる所存でございます。」
２．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
　部内の人材活用及び育成を前提とし、それにより賄うことが不可能な場合についてのみ任期付採用を適用すること。

　現行の任用制度においては、「恒久的な職への任用について特別の事情があるものを除き、期限付任用を行うことは適当でない」国家公務員法33条（任免の根本基準）、人事院規則８－12（職員の任免）第15条の２、地方公務員法15条（任免の根本基準）とされている。その意味でこの制度は、あくまで特例的なものであり、任期付職員を活用することが不可欠な業務が存在するとともに、当該業務が恒常的でないことが前提となるものである。

　また、「高度の専門的な知識経験又は優れた識見を有する者」については、部内で得ることが困難な一定の資格等を前提としているものであり、「専門的な知識経験を有する者」については、部内で確保することが一定期間困難である場合又は活用することができる期間が一定の期間に限られる場合など、まず部内に存在しているか否かを前提としているものである。
　したがって、この制度については、当然に「任期付職員の採用ありき」ではなく、①恒久的・恒常的ではない専門的な業務の必要性が生じた場合について、②部内において、これに従事できる職員の存在の有無について検証した上で、③育成により対応することが業務の緊急性等により困難、または部内で賄うことが不可能な場合について、はじめて適用されるものである。

≪参　考≫
１．衆議院総務委員会（４月18日）における総務省公務員部長見解
　「任期付採用の制度は、新規学卒者等の採用と部内育成を基本とする公務員制度の特例をなす制度でありまして、行政の専門化、高度化等に対応するため、高度の専門的な知識経験等を有することが客観的に明らかな方を、しかも任期を限って採用するものでございます。」
　任期付職員の定数については、現行定数の枠外で措置すること。

　一般職の任期付制度として先行している国におけるこの制度の適用状況は、全体で76名（2002年４月現在）となっており、これらは定数の枠内で措置されている。
　しかし、自治体における定数への反映については、新規学卒者等の採用と部内育成を基本とする制度の特例であること、並びに従事する業務の性格を考慮すると、新たに必要な定数を特定するなど、現行定数の枠外での措置をはかる必要がある。

≪参　考≫
１．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
定数上の取扱い
　任期付職員は常勤の職員であり、地方自治法第172条第３項の規定に基づき、定数条例上は定数内として取り扱われるものであること。
　任期付職員の給与・勤務条件等の設計・運用・水準等の特定については、労使協議に基づくものとすること。

　任期付職員の給与については、国の職員の給与体系を参考としつつ、地域の実情等を踏まえ、条例で定めることとされており、具体的には、①特定任期付職員（法第３条第１項に基づき採用された者）については、特別の俸給表等の特例を設け昇給は適用されない、個別の生活事情に対応した手当（扶養手当、住居手当等）や職務の特殊性に基づく俸給の特別調整額等は支給しない、②一般任期付職員（法第３条第２項に基づき採用された者）については、給与条例における給料表を適用するものの、級別資格基準表の適用及び採用時の給料月額（初任給）決定の特例等を講じることを可能とする、③退職手当については、いずれの任期付職員にも支給するとしている。

　国の特定任期付職員に適用されている特別の俸給表は、「係長クラスから本省課長クラスの職務関連手当等を含めた水準」を参考として設計（７号俸により構成（418,000円～943,000円））されているとともに、極めて高度の専門性を有する者等を採用する場合、給与法適用職員の最高額（指定職俸給表12号俸1,375,000円）まで適用できることとされている。
　また、国の特定任期付職員の号俸の決定については、人事院規則（23－０第６条）において、決定の基準となるべき標準的な場合を規定するとともに、決定において考慮すべき要素（資格・免許等を保持する者としての実績、活動実績、民間企業での実績等に対する社会における一般的な報酬、給与等の評価額、業務内容、職責等）について人事院事務総長通知において定めている。
　一方、このような国の特別の俸給表を、自治体において適用することとなると、給与予算全体に与える影響、職員の士気の低下など、部内の他の職員へも影響を及ぼすこととなり、単なる国公準拠は極めて問題が大きい。
　その意味で、一般任期付職員の給与を含め、客観性・透明性を具備した決定における支給基準の明確化をはかるとともに、他の職員に適用されている制度・水準との納得ある整合性の確保という観点から、給与制度の設計・運用・水準という全般にわたり労使協議に基づくものとする必要がある。
　なお、その他の勤務条件については、定年制度を適用外としている他は、勤務時間・休暇、分限・懲戒・服務、共済組合・福利厚生、公務災害補償制度について、任期の定めのない一般職常勤職員と同様の適用としている。

≪参　考≫
１．参議院総務委員会（５月21日）における総務省公務員部長見解
　「特定任期付職員につきましては、その知識、経験の水準や業務の重要性等にふさわしい給与を確保する必要があるという観点から、国の制度と同様、特別の給料表など一般の職員とは異なる給与体系を設けることが適当であろうというふうに考えております。当然、各地方団体におきましては、本法案の趣旨を踏まえた上で、職員の士気の低下をもたらすことがないように、各団体の地域の事情を踏まえながら特別の給料表をお定めいただくことになるわけでございますが、（中略）、私どもとしましては、首長であります知事や市町村長より高い給与の額が定められるというケースはほとんどないのではないかというふうに考えているところでございます。」
２．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
給　与
　任期付職員の給与は、地方公務員法第24条及び地方自治法第204条の規定に基づき各地方公共団体の条例で定めることとなるが、条例を定めるに当たっては次に述べる国家公務員の任期付職員の給与体系を参考としつつ、地域の実情等を踏まえ、適切な措置を講ぜられたいこと。
（略）
　特定任期付職員業績手当について、支給基準を明確にすること。

　法附則第２条は、法第３条第１項により採用された職員に対して、特定任期付職員業績手当を支給できることとしている。
　一方、国家公務員の特定任期付職員における業績手当については、任期付職員法等において「期待された業績に照らして、特に顕著な業績を挙げたと認められる場合に、事前の人事院事務総長との協議に基づき、予算の範囲内で、俸給月額に相当する額」を支給することができるものとしている。
　また、具体的には人事院規則23－０第８条において、①基準日（12月１日）に在職する特定任期付職員のうち、②採用された日から基準日までの間（すでに支給を受けた者については、支給を受
けた直近の基準日の翌日から直近の基準日までの間）に、③業務に関し特に顕著な業績を挙げたと認められる職員に対して、④期末手当の支給日に支給することができるとされている。
　特定任期付職員に対する業績手当の創設・支給は、他の職員に与える影響を考慮するとともに、公平性を確保する観点等からの支給基準の明確化、特に、「当初期待された業績」及び「特に顕著な業績」について、具体的・客観的な基準に基づくものとする必要がある。
≪参　考≫
１．参議院総務委員会（５月21日）における総務省公務員部長見解
　「業績手当の支給の認定に当たりましては、恣意的な運用や住民の批判を招かないように、公正性や合理性を担保することが必要であると考えております。具体的には、任期付研究員業績手当の場合と同様に、部内に業績手当、業績評価のための委員会を設けたり、又は必要に応じて部外の専門家などの第三者としての意見聴取を行うといったような公正かつ適切な業績の評価の確保、手続を設けていただきまして対応していただくように地方団体に助言してまいりたいと考えております。」
２．総務省自治行政局公務員部長通知（「地方公共団体の一般職の任期付職員の採用に関する法律の運用について」総行公第46号平成14年６月14日）
給　与
　（略）
　また、特定任期付職員業績手当は、採用当初に期待された以上の特に顕著な業績を挙げたと認められる特定任期付職員（第３条第１項の規定により採用された職員をいう。）に対して支給することができるものとあること。
　その業績の評価に当たっては、公正かつ適切な業績の評価の確保が図られることが必要であること。この場合、専門家を交えた評価委員会を設けること等も考えられること。
　（略）

	


〔要　求〕
	８－
④　自治体の障害者雇用については、2013年４月に改正された法定雇用率の達成と自治体独自雇用率の設置をはかること。

⑤　業務の民間委託化、一部事務組合化等、住民サービスの低下、住民自治の否定につながる合理化は行わないこと。また、現行委託業務等は、直営化すること。


〔解　説〕
　障害者の社会参加を障害のない人々と同様に確保し、誰もがともに暮らすことのできる社会を実現することは、国内外を問わず、社会的な共通課題です。

　特に障害者雇用は、我が国の施策及び自治労の運動においても重点課題として位置づけられており、現在、国連が定めた障害者権利条約の批准に向けて、我が国における障害者雇用施策の見直しも進められています。こうした現状と地方主権の時代が創られようとしている今日、公的機関である地方自治体が、障害者雇用の最低基準である法定雇用率の達成はもとより、より積極的な取り組みを進める必要があります。

注）法定雇用率とは、企業、行政等が、「障害者雇用促進法」に基づき、その雇用労働者数に応じて雇用しなければならない障害者の割合をいう。
	事業主区分
	法定雇用率

	
	2013年３月末まで
	2013年４月以降

	民間企業
	1.8％
	2.0％

	国、地方公共団体等
	2.1％
	2.3％

	都道府県等の教育委員会
	2.0％
	2.2％


　
　業務の民間委託化攻撃に対しては、今日行われている民間委託化攻撃の多くが法律や規則に違反・無視して行われている実態にあることから、当局の行政責任を徹底的に追及するとともに、原則的に団体交渉事項であることを確認し、事前協議と合意が整わない限り実施させない基本的合意をかちとります。
　また、委託反対・直営堅持のたたかいを引き続き強めるとともに、委託された職場における委託労働者の賃金・労働条件引き上げのためのたたかいを進める必要があります。
〔要　求〕
	８－
⑥　地方独立行政法人制度の導入は行わないこと。導入を検討する場合は、十分な労使協議と合意を前提とすること。


〔解　説〕
　地方独立行政法人については、2004年４月から特定（公務員型）、一般（非公務員型）の２つの形態で設置が可能となっています。この間の取り組みの結果として、特定地方独立行政法人制度が設置されました。このような情勢の下、道本部は第99回中央委員会で確認されたとおり、設置反対の方針のもと取り組みを進めます。

　また、導入が検討されている職場については、最低限、導入の是非や課題について地域や職場の実態に照らして整理し、十分な労使協議と合意を前提とするよう、自治体当局の対応を求めます。
〔要　求〕
	８－
⑦　公共施設等の管理については、直営を堅持すること。また、指定管理者制度については、廃止を視野に入れた議論を再開し、従前の委託方式などの変更すること。


〔解　説〕
　道本部は、指定管理者制度は合理化の一貫として捉え、原則直営堅持・直営に戻すことを基本に対応します。その上で、下記のとおり直営部門及び自治体職員の合理化、道本部に結集する関連労組に影響するもの等については、反対の方針で取り組みを進めます。①直営施設に指定管理者制度を導入及び、②新規施設に指定管理者制度を導入については、直営堅持を前提に条例を作らせない取り組みを基本とすること、③従来の管理委託制度から指定管理者制度への切り替えについては３年以内に条例制定することが定められていることから、自治体の雇用者責任を明確にさせ、指定管理者を既存の受託者及び契約者に引き続き指定させること、④公設民営施設の指定管理者制度への切り替えについては、必ずしも切り替える必要はないことから拙速な対応をさせないこと―を基本に取り組むこととします。
　また、2010年12月28日付け総務省通知（別紙参照）を踏まえ、①単なる価格競争入札とさせないこと、②継続的な指定を促していること、③労働法令遵守や雇用労働条件への配慮を求めます。

　特に、2012年11月に総務省が公表した「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」において、「労働法制の遵守や雇用・労働条件への配慮規定の協定等への記載状況」で、「選定時に示さず、協定書等にも記載していない」という回答が全体の38.8%にのぼっていることから、公共施設等で働く労働者の雇用条件が守られることを求めます。
＜資料＞指定管理者制度の運用について（総務省自治行政局長）
	



	
　


〔資　料〕
	

	１．特徴と問題点
①　「公の施設」とは、｢住民の福祉を増進する目的をもった施設｣のこと。具体的には診療所、住民会館、体育館、プール･キャンプ場などの体育施設、公民館・図書館・博物館などの社会教育施設、保育所・児童館・福祉会館･養護老人ホームなどの福祉・児童施設、ごみ処理施設・下水処理施設・健康センターなどの衛生施設など。ただし、すべての公の施設が対象になるわけでなく、個別法などによって規制されているものもあります。
②　「公の施設」にあたらないものは、庁舎・事務所・研究施設など住民の利用に供する目的でない施設です。
③　指定管理者に公の施設の管理を行わせる場合には、個々の公の施設ごとに「指定管理者の指定手続きや指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他必要な事項を条例で定める」ことになっています。
④　指定管理者を指定するには、議会の議決が必要です。｢契約｣には該当せず、入札の対象外となります。指定の期間は法令上定めがないため自由です。
⑤　指定管理者は、事業報告書を自治体に提出する義務があり、監査の実施が必要です。
⑥　利用料金は条例の範囲内で指定管理者が定め､収受することが出来ますが､自治体の承認が必要です。
⑦　地方自治法第244条の２項改正の附則３条で、2006年９月１日までに従来の「管理委託」を「指定管理者」に変えることを明記しています。従って、従来の直営管理の施設についてまでは、指定管理者の導入は必要ありません。
２．管理委託制度との主な違い
管理委託制度
指定管理者制度
管理を行う者
①地方公共団体が１/２以上出資する法人
②公共団体　③公共的団体
法人その他の団体で首長が指定するもの(民間事業者も可)で議決を要す。
自治体と管理者と
の関係
契約関係
　(委託⇔受託)

管理の代行
　(＊行政処分)

条例において規定
すべき事項
①委託条件などの基本的事項
②管理受託者
①指定手続き
②管理の基準　③業務の範囲
手続き
条例で指定した管理受託者と毎年随意契約を締結
条例に定めた基準により管理者を選定。選定後に協定締結。
使用許可権限
地方公共団体
地方公共団体または指定管理者
公物管理
に基づく
行　　為
権利的
行　為
行政の権限
(管理委託不可能)

行政の権限(権限委任不可能)

ただし、使用許可権限は可能
非権利
的行為
管理委託可能(＊定型的行為)

権限委任可能
事実上の行為
管理委託可能
業務委託可能
権限委任可能
業務委託可能
　　(＊行政処分)～課税、税金の徴収や許認可などの範疇
(＊定型的行為)～入場券の検認、利用の申込み受理等。
３．指定管理者の指定手続き条例の制定について
　条例の制定について自治労が求める重点項目は、①公募によらない指定をさせる、②選考基準に社会的価値を織り込む、ことを基本としていますので、重点項目についての条文案を自治労モデル案としています。
１　指定にあたっては公募によらず管理者を指定する場合の条文について、次のとおり①例外規定と②積極規定の２通りのモデルがあります。
①　例外規定の場合
（募集）
第○条　首長は、指定管理者に公の施設の管理を行わせようとするときは、次に掲げる事項を明示し、指定管理者になろうとする法人その他の団体（以下「団体」という。）を公募するものとする。ただし、首長が必要と認めるときはその限りではない。
　公の施設の概要
　申請受付期間（次条において「申請期間」という。）
　利用料金に関する事項
　指定管理者を指定して管理を行わせる期間（以下「指定期間」という。）
　申請の資格
　選定の基準
　その他首長が指定する事項
【説明】
　通常は第２条あたりで公募の規定の条文が入ることになる。その場合、下記のような例外規定を設けることで、公募によらない対応を可能とする。条文にこうした例外規定を設けることは、多くの条例に見られる。この場合、必要と認める場合について別途要綱等で定める場合がある。
（公募によらない指定管理者の候補者の選定等）
第○条　首長は、公の施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことにより事業効果が【『明確に』or『相当程度』】期待できると思慮するときは、第２条の規定による公募によらず、本町が出資している法人又は公共団体若しくは公共的団体（次項において「出資団体等」いう。）を指定管理者の候補者として選定することができる。
２　前項の規定により選定するときは、首長は、あらかじめ第３条各号の事項について当該出資団体等と協議を行うものとし、前条各号に照らし総合的に判断を行うものとする。
【説明】
　積極的に公募によらない場合の規定を条文化する場合のモデルである。この場合は、首長の特定企業との癒着などを排除するため、指定先を公社・事業団などの出資法人に限定している。
②　選定基準に社会的価値を盛り込むための条文案
（選定方法等）
第○条　首長は、前条の規定に基づく申請書等の提出があったときは、次に掲げる選定の基準に照らし総合的に審査し、最も適当と認める団体を指定管理者の候補者として選定するものとする。
　利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上が図られるものであること。
　公の施設の効用を最大限に発揮するものであること。
　公の施設の適切な維持及び管理並びに管理に係る経費の縮減が図られるものであること。
　公の施設の管理を安定して行う人員、資産その他の経営の規模及び能力を有しており、又は確保できる見込みがあること。
　本市（町・村）の政策の基礎をなす環境、福祉、公正労働及び男女平等参画社会の形成、その他の社会的価値の実現に資すること。
　その他首長等が施設の性質又は目的等に応じて別に定める事項
【説明】
　公の施設の管理者の指定は｢行政処分｣であって「契約」ではないが、自治体契約と同様に社会的価値が配慮されるべきであることから、そのための規定を設けた。なお、(４)及び(５)の規定については、単に事業計画書の内容のみでは判断できないことから、その団体の経営内容や活動内容、過去の事業や現在の事業の実績などを総合的に判断する必要がある。
４．当局交渉での質問事項について
　当局がどのような対応をしているかを確認し、今後条例化の予定である場合、既に条例を制定した場合においても、労使協議事項として、具体的に質疑を行い要求しましょう。
①　なぜ、これまでの地方公共団体(または第３セクター等)で行っていた｢公の施設の管理｣を｢指定管理者制度｣に転換するのか、理由を質したうえで、「質の高い公共サービス」につながるかを質す。単なる人件費削減、低賃金攻撃なのか。議員とも意見交換を積極的に行いましょう。
②　現在そこに働いている職員(派遣された公務員･第３セクター職員など)の雇用についてどのようにするのか。特に公務員、非公務員を問わず、解雇問題が生ずる恐れもあるため、該当する第３セクター等の労組または職員の代表者らと意見交換を行い、積極的に要求をまとめましょう。
③　また、｢指定管理者｣に直接雇われる職員とは別に、あらたに｢指定管理者｣に一部(請負)委託される業務に従事する職員の賃金･雇用条件等についても申し入れを行いましょう。
④　利用料金などが利用者にとって適切であるかどうか、また、これまでの料金体系とどのように違うのか検証しましょう。
⑤　｢指定管理者｣の指定は、首長に委ねられ、首長や首長に近い関係者の業者であるといった｢不適切｣なことがないかなど、公正・公平を明確にさせましょう。また、対象企業等がどのように選ばれたのか、根拠を明確にさせましょう。
⑥　指定する事業の｢期間｣の根拠を明確にさせましょう。20年など長期間になった場合、一企業の｢独占的な状態｣が続き、終了時には当時の事情に詳しい関係者も存在しなくなるため、外部監査や住民監査請求などのチェック機能がこれまで以上に働くよう保障させましょう。(指定管理者制度では、指定業者に直接住民監査請求が出来ません)

⑦　行政の指揮監督権やコントロールなどがどのように保障されているか、特に目的外使用などについて日常的な行政側からの｢指揮監督｣を指定業者に対して行えるよう徹底しましょう。

	


＜資料＞

「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査結果」より抜粋
平成24年11月　総務省自治行政局行政経営支援室
⑥労働条件
表６　労働法制の遵守や雇用・労働条件への配慮規定の協定等への記載状況　　　　　　　　　（単位：施設、％）
	区　分
	都道府県
	指定都市
	市区町村
	合　計

	１　選定時に示している、かつ、協定等に記載している
	5,606（78.7%）
	5,542（72.5%）
	21,697（37.0%）
	32,845（44.7%）

	２　選定時のみに示している
	221（3.1%）
	764（10.0%）
	6,602（11.2%）
	7,587（10.3%）

	３　協定等にのみ示している
	219（3.1%）
	137（1.8%）
	4,211（7.2%）
	4,567（6.2%）

	４　選定時に示さず、協定書等にも記載していない
	1,077（15.1%）
	1,198（15.7%）
	26,202（44.6%）
	28,477（38.8%）

	合　計
	7,123（100.0%）
	7,641（100.0%）
	58,712（100.0%）
	73,476（100.0%）


〔要　求〕
	８－　雇用と年金の接続について

①　雇用と年金の接続にむけては、定年年齢の段階的延長を基本方針とすること。

②　定年延長が実現されるまでの間、政府の再任用制度の義務化方針を踏まえ、希望者を再任用すること。

③　再任用者の賃金は国公行（一）４級（277,800円）以上とし、単身赴任手当や生活関連手当等を支給すること。

④　導入にあたっては、在職中の臨時・非常勤等職員の雇用不安につながらないようにすること。


〔解　説〕
　共済年金の報酬比例部分の引き上げが2013年度から開始され、60歳台前半層に対しては一切、年金が支給されなくなりました。これまで昭和16年４月２日以降に生まれた人については、退職共済年金の定額部分の支給年齢が段階的に引き上げられてきており、その間の60歳台前半層の生活を確保するという視点で2002年に再任用制度が導入されてきました。

　これまでは60歳から退職共済年金の報酬比例部分（月額12～13万円程度）が支給されるために、再任用制度が運用されていなくとも、とりあえず、満額年金が支給されるまでの間、職員がある程度の我慢をすれば、65歳からの満額年金を受け取ることができましたが、今後はそうはなりません。2013年度より３年ごとに１歳ずつ引き上がり、最終的に、1961年４月２日以降に生まれた人については、65歳にならなければ年金の支給対象にはならず、60歳台前半には一切年金が支給されないこととなり、60歳から64歳までの間の生活費の確保が必要となってきます。

　本来であれば公務労働には人事院の意見の申出（2011年９月30日）のように「定年延長」により対応すべき課題ですが、政府は2012年３月に民間企業の多くが再雇用制度を取っているために、定年延長はめざしつつも、国家公務員においては当面はフルタイムの再任用制度の義務化で対応することを決定しました。さらに、2013年３月26日には「国家公務員の雇用と年金の接続について」と「国家公務員の新規採用の方針について」を閣議決定しました。その中では、①新規採用者の採用上限数を定める方式をやめて弾力化をはかる、②定年退職する職員が再任用を希望する場合、年金支給開始年齢まで「フルタイム官職（常時勤務を要する官職）」再任用する、③フルタイム官職が困難な場合または職員の個別の事情を踏まえて必要があると認められる場合には、短時間勤務の官職に再任用することができる－とされました。これにより、当初言われていた「名ばかり義務化」については解消され、事実上、雇用と年金の接続にむけて再任用制度の義務化がはかられることとなりました。また、定年年齢の段階的引き上げにむけた検討は年金支給開始年齢の段階的な引き上げの時期ごとに検討することも明記されました。

　地方公務員においては、このような国家公務員の取り扱いを受けて、2013年３月29日に同様な措置を行うことを趣旨とする総務副大臣通知が発出されています。

　こうした動向を受け、当面の間、再任用制度を活用することを基本方針として雇用と年金の接続と賃金水準の確保にむけて取り組むことが必要です。

　また、加齢による就業が困難な職種、例えば看護師や消防職員等（警察・消防職員は６年遅れで年金支給開始年齢が引き上がる予定）については、職種ごとの課題整理を行う必要があります。具体的には希望者については該当職場以外への雇用確保や短時間勤務を中心とした柔軟な運用など、幅広に検討を進めている自治労本部の指針等を参考に、職場ごとの具体的な対応方針を検討します。

【2014人事院報告・勧告について】

　2013年報告で「公的年金が全く支給されない再雇用者の給与の具体的な実態を把握したうえで平成26年４月における再任用職員の職務や働き方等の人事運用の実態を踏まえつつ、必要な検討を進める」とし、2014年の民調作業が行われました。

　民間における高齢層従業員よりも公務における再任用職員賃金水準が低い結果となりましたが、俸給表のプラス改定を若年層を中心に配分し、高年齢層には及ばない状況から、2014年俸給については改定なしとなり、さらには給与制度の総合的見直しで俸給水準の引き下げが勧告されています。

●民間における高齢層従業員（60～64歳）の年間賃金（平成25年賃金構造基本統計調査）

	企業規模

地域
	100人以上
	10人以上

	全国
	386万円
	364万円

	大都市圏
	431万円
	418万円

	大都市圏以外
	341万円
	320万円


　　　※所定内給与額と年間賞与その他特別給与額の合計

●公務における再任用職員の年間給与

	職務の級


	２級
	３級
	４級

	行（一）フルタイム
	301万円
	366万円
	398万円


　※俸給月額と期末・勤勉手当の合計

　また、2014年人事院勧告では民間実態を鑑み単身赴任手当・広域異動手当・新幹線通勤手当を支給する勧告もされました。

●民間における公的年金が支給されない再雇用者の単身赴任手当の取り扱い

（平成25年職種別民間賃金給与実態調査）

	転居を伴う

異動がある
	
	転居を伴う

異動がない

	
	単身赴任手当を支給する
	単身赴任手当を支給しない
	未定
	

	34.7％
	（87.0％）
	（10.4％）
	（2.6％）
	65.3％


　　　※定年前の常勤従業員に単身赴任手当を支給する事業所を100とした割合

　　　　（　）内は公的年金が支給されない再雇用者に転居を伴う異動がある事業所を100とした割合

【道内自治体における再任用制度運用状況】

　2014春闘終結時点で37単組（対象者がいない自治体も含む）で再任用の運用が未定となっており、再任用条例の制定に至らなかった自治体は３自治体残されている状況もありますが、125自治体単組で2014年４月から運用を開始しています。

　賃金水準については31自治体で３級以上水準を確保していますが、ほとんどが２級水準での再任用となっています。道本部要求の４級以上（退職時の８割水準）や、2011年の人事院意見の申出で示された７割水準よりも低位に抑えられている状況もありますし、民調結果をみれば、３級水準を確保したとしても民間給与水準を下回る状況にあります。

　こういった情報を活用しながら、より上位の級での再任用給与水準の確保にむけた取り組みを展開する必要があります。

●2014春闘終結時点での道内単組再任用運用状況

　①　賃金格付け

	
	一律
	退職時の級等による

	
	１級
	２級
	３級
	４級
	５級
	１～２級
	２～３級

	道
	
	
	１
	
	
	
	

	都市
	１
	19
	８
	１
	
	２
	２

	町村
	４
	28
	20
	
	１
	７
	６

	計
	５
	47
	29
	１
	１
	９
	８


　②　勤務形態
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●被用者年金一元化に伴う影響

現行制度では再任用時に厚生年金被保険者となった場合（※）、老齢年金の在職給付を受ける場合、月の（賃金＋年金）が46万円を超えると年金の一部または全部を支給停止となりますが、2015年10月の被用者年金一元化後は46万円が28万円となります。

この46万円を目安として再任用者の賃金格付けをしている自治体は注意が必要となます。

※　厚生年金被保険者となった場合＝３/４以上勤務の短時間再任用者

※　３級格付け３/４勤務の再任用者の場合（老齢年金120,000円と仮定）

　賃金＝（月例給×3/4）＋（一時金×3/4）/12＝257,600×3/4+257,600×2.1月×3/4×1/12

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝193,200＋33,810＝227,010

現行　　　227,010＋120,000＝347,010　→　46万円未満なので支給停止なし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月額収入は347,010円
一元化後　227,010＋120,000＝347,010　→　28万円を超えるため一部支給停止

120,000－227,010/2＝6,495　→　6,495円年金が減額され113,505の支給となる

月額収入は340,515円
＜別記＞

	

	雇用と年金の確実な接続をはかるための
再任用制度の確立に向けた単組交渉指針

【2013年９月修正版】
Ⅰ．条例・規則制定・改正にあたって
１．採用（任用）
　　　地方公務員法に定める再任用に関する規定について、条例に必要な事項を定めること。
条例制定にあたっては、「職員の再任用に関する条例（案）〔準則〕（1999.10.29　自治高第９号）」を参考とするとともに、以下の点を踏まえた制定（改正）を行うことを求めます。
※なお、政府が検討している、再任用義務化の法案化にあたっては、現行再任用制度については存置し、新たに義務的再任用に関する規定を新設することとしており、現時点で現行再任用制度に関する」条項について大幅修正の必要はありません。
①　対象者の要件については、勤続20年以上とすること。（条例準則第２条）
定年年齢前に退職した者の再任用に関して条例準則では、勤続25年以退職後５年未満及び前記により再任用されたことがあるものとの要件を付しています。
国における勧奨退職制度の見直しの状況を含め、勤続20年以上を基準に要件を緩和することを求めます。
②　再任用者の標準職務は定年前と別に定めることとし、運用を含め充分に協議を行うこと。
再任用時の級別標準職務表や実際の職務を含めて協議を行うことを求めます。
２．賃金
①　基本賃金については、国公俸給表の機械的な適用ではなく、自治体の実情　に応じた給料表を設定すること。
②　扶養手当・住居手当・単身赴任手当・寒冷地手当・特地勤務手当等も定年までと同様に支給するための改正を行うこと。

　国における基本方針において、「本格的な職務」とされていることから、現在多くの自治体において再任用者に支給されていない生活関連手当についても支給を求めます。
③　一時金の支給月数についても定年前と同月数とすること。
　一時金については現行2.1月人事院の意見の申出（定年延長）では3.0月としています。
※特殊勤務手当については、自治体独自のものがあるので注意が必要です。
④　俸給の特別調整額（自治体では管理職手当）の支給については、再任用職員の職務の内容により判断すること。
３．勤務時間、休日・休暇等
①　再任用職員の時間外勤務について、規制を明文化すること。
短時間勤務職員に関して、人事院規則では、「正規の勤務時間以外の時間において再任用短時間勤務職員に勤務を命ずる場合には、再任用短時間勤務職員の勤務時間が常時勤務を要する官職を占める職員の正規の勤務時間より短く定められている趣旨に十分留意しなければならない（人事院規則15-14　第16条の２）」とされ、短時間勤務職員への時間外勤務命令について一定の歯止めをかけています。
同趣旨の規定を規則で明文化するとともに、フルタイム再任用においても同様とすることを求めます。
②　すべての休日・休暇等を退職前と同様に規定すること。（短時間勤務職員も含める）

Ⅱ　運用にあたっての留意事項
１．採用等
①　定年退職する職員が常時勤務または、短時間勤務の職への再任用を希望する場合、当該職員の任命権者（市長等）は定年退職日の翌日、定年退職する職員の希望に応じ、常時勤務を要する職または短時間勤務の職に当該職員を採用すること。
総務省の「地方公務員の雇用と年金の接続に関する制度概要（案）」（以下「制度概要」という。）では、「定年退職する職員が再任用を希望する場合採用するものとする。」としているが、常時勤務（フルタイム）を基本に本人の希望に応じ短時間勤務希望者については、短時間再任用の職を確保するよう求めます。
②　最低限年金支給開始年齢の引き上げのスケジュールと連動したものとすること。また、段階的引き上げの間においても、高齢期の雇用確保の趣旨に則し、65歳までの間、雇用と年金の連携の観点から希望者全員の再任用を行うこと。
年金の報酬比例部分は、2013年度以降3年ごとに1歳ずつ65歳まで引き上げされることとされています。
なお、制度概要では、年度途中の定年による退職に関しても、退職日の翌日からの再任用を義務付けることとしています。
③　加齢に伴う身体機能の低下が職務遂行に支障をきたすおそれがある職務についての対応策を早急に示すとともに、協議を行うこと。
短時間勤務など勤務時間による調整や定年前と異なる職務（任命権者が異なる任用を含む）での再任用等についても検討を進める必要があります。
④　任用にあたっては、退職前の職務（同一の級）での任用とすること。
　60歳以降の賃金について、最低到達基準は国公行（一）4級再任用賃金としますが、自治労が求める退職前の80％水準を達成するためには、退職時と同一の級での任用とすることが必要です。（下記２．①解説参照）
⑤　公的年金が一部支給される再任用者との整合性に留意し、再任用職員の職務・給与等に関し特段の配慮を行うこと。
2014年度以降の再任用者は、報酬比例部分支給されないことから、現行再任用者と比べ生活に必要な給与等の処遇の確立とその職務について整合性を取る必要があります。
⑥　本人同意を前提とし、任命権者を超えた採用や退職前と異なる職務に採用されることを想定し、必要な研修を実施すること。
⑦　特に再任用短時間勤務職員の営利企業の従事制限等について機械的な運用は行わないこと。
再任用短時間勤務職員の営利企業の従事制限等について、総務省は「運用にあたっては、勤務時間が短いことを踏まえ個別事案ごとに配慮して処理する」との国会答弁（参議院地行委員会　99.6.8）を行っていることからも、個別事案については、公務に支障がない限り認められるよう求めます。
２．賃金
①　再任用者の賃金は、国公行（一）4級再任用賃金（277,800円）以上とすること。
人事院の意見の申出による60歳以降の賃金については、基本給は退職時の73％、一時金は3.0月、諸手当についても60歳前と同様とし全体で70％としています。
自治労では、60歳以降のゆとりある生活のためには、退職前の80％の賃金が必要との調査結果から、再任用者の賃金は退職前の80％水準を基本に、自治体の実情に応じて労使合意に基づき決定することとします。
　再任用制度では、級ごとに１号給（俸）が設定されており、退職前の80％の賃金水準確保のためには、退職時と同一の級での任用とすることが必要です。
これらを踏まえつつ、再任用者の賃金水準の底上げをはかるための最低到達基準として、全単組において国公行（一）4級再任用賃金（277,800円）以上を要求し、諸手当の支給とあわせて水準の確保を求めます。
また、現行再任用者と比較し、段階的引き上げにより報酬比例部分が支給されないこと、および被用者年金一元化法の成立により、在職老齢年金の支給基準の変更に留意することが必要です。
＜本部の取り組み＞
再任用の職務については定年前と別に設定すること及び再任用の賃金水準の見直しについて、総務省・人事院等との協議を進めていきます。

Ⅲ　その他留意事項
①　2013年度中に条例を制定（改正）し、制度の枠組みを確保すること。
②　実施までの間、職員への周知期間を確保し、労使合意を前提に、運用の細目を決定すること。
③　職員の意向調査を当局の責任で実施すること。
④　希望者全員の再任用の雇用枠を早急に確保すること。
⑤　2014年度からの再任用に係わる推進体制を設置し、首長部局・公営企業・行政委員会・消防・一部事務組合・広域連合など、任命権者を超えた連絡調整を進めること。
⑥　再任用されない場合の苦情処理システムを確立すること。
⑦　定年退職後のリフレッシュや病気療養等のための任用までの猶予期間を取ることができるようにすること。
⑧　定数化にあたっては、機械的換算ではなく、実態に則して柔軟に対処すること。特に再任用短時間職員の定数カウントについては、別途管理とすること
⑨　年次有給休暇については、退職前の繰り越しを含め、地方公務員においては労基法39条が適用となる。国公と異なる取扱について留意すること。

昭和63年3月14日基発150号（抜粋）
継続勤務とは、労働契約の存続期間、すなわち在籍期間をいう。継続勤務か否かについては、勤務の実態に即し実質的に判断すべきものであり、次に掲げるような場合を含むこと。この場合、実質的に労働関係が継続している限り勤務年数を通算する。
イ　定年退職による退職者を引き続き嘱託等として再採用している場合（退職手当規程に基づき、所定の退職手当を支給した場合を含む。）。ただし、退職と再採用との間に相当期間が存し、客観的に労働関係が断続していると認められる場合はこの限りでない
⑩　再任用短時間勤務職員の健康保険、年金の扱いについて、再任用を希望する職員について、十分な情報提供を行うこと。

	


〔要　求〕
	８－　分限・派遣等
①　自動失職の特例を定める「分限条例」を制定すること。また、上記特例に見合う内容を協約化していても速やかに条例化すること。


〔解　説〕
　現行地方公務員法では、事故により人を死亡させ、本人の不注意、過失として刑事責任を問われ、法第16条２号（欠格条項）第28条（分限条項）によって起訴され、禁固以上の刑（執行猶予を含む）が宣告された場合は免職になっています。このため、自治労としては、何よりも身分保障をかちとるため、分限条例を次のように改正させます。
	〈モ　デ　ル　案〉
　　　　　　　県
　　〇　〇　　　　分限条例
　　　　　　　市町村
（失職事由の特例）
第〇〇条　任命権者は、法第16条第２号に該当するにいたった職員のうち、その罪が刑の執行を猶予されたものについては、情状によりその職を失わないものとすることができる


　また、「上記特例に見合う内容を協約化すること」をめざしますが、条例の改正に至らない場合でも、特例に見合う内容を「自治労モデル案」をめざしますが、当面、最低でも業務（公務上）にかかわる交通事故については、除外され救済されることを求めます。これを足掛りに、必ずしも「公務上、交通事故」によらない場合でも、自動失職の除外、特例（職員救済）の拡大をめざすこととします。
〔要　求〕
	８－
②　公益法人等への職員の派遣については、本人の同意を厳守するとともに本人の不利益とならない内容で条例化すること。


〔解　説〕
　2002年４月１日から公益法人等への職員の派遣についての法律が施行されています。

　共済短期、福利事業をはじめ賃金労働条件において本人に不利益となることが想定されることから、自治労の提起する次の対自治体要求指標に基づき、本人に最大限不利益とならない取り組みを行うことが必要です。
	

	公益法人等への職員の派遣等に関する制度についての対自治体要求指標
①　制度に関する条例化と運用については、充分な労使協議と合意に基づくこと。

②　制度の運用については、法令等の趣旨に基づき実施すること。
③　派遣の対象とする法人の特定については、労使協議・合意を前提として条例化すること。

④　派遣の実施については、当該職員との同意を前提とすること。

　また、職員に同意を求めるときは、事前に、派遣される公益法人等における賃金・労働条件、派遣先団体において従事すべき業務、派遣期間と期間延長の可能性の有無、などについて明示するとともに、当該職員と充分に協議すること。

⑤　派遣を拒否した職員に対して、拒否を理由とした不利益な処遇等を行わないこと。

⑥　原則として現職復帰・復職とし、復帰・復職後の配置については、事前に当該職員と協議すること。

⑦　派遣期間中において、当該派遣されている職員が復帰・復職を申し出た場合、速やかに派遣職員を職務に復帰・復職させること。

⑧　職員が復帰・復職した場合等における任用、賃金・労働条件等に関する処遇については、派遣により不利益が生じることがないようにすること。

⑨　派遣期間中の給与については、最低、派遣前に受けていた給与を保障すること。

⑩　派遣期間中の健康保険制度、災害補償制度、福利旺盛制度の適用については、派遣前の制度における給付と負担を保障するため、必要な措置を講ずること。

⑪　退職派遣制度による職員の派遣期間中の労働基本権行使については、採用（復職）に影響を及ぼすことがないようにするとともに、復職後の懲戒処分の対象としないこと。

⑫　法制度上、確保することが困難な処遇等の確保については、自治体の使用者責任において対応すること。

⑬　法施行日までの間において、新たな職員の派遣を実施しようとするときは、最低、法の趣旨に基づき行うこと。

　また、現在実施している職員の派遣については、早急に、必要な制度等の見直し等を実施すること。

	


〔要　求〕
	９．現業職場の労働条件等
　現在、直営で行っている現業職場については、引き続き直営で行うこと。
　既に委託されている職場については、自治体の行政責任としてしっかり管理すること。
①　委託契約における適正な賃金確保のための条例（公契約条例）を制定し、入札（総合評価方式・最低制限価格制度）・委託契約の条件に労働者への公正労働基準と生活賃金の確保を義務付けるなどの労働保護対策を展開すること。
②　委託契約内容が法律に違反している場合や、受託企業が委託契約内容を守らない場合、すみやかに是正のための具体的措置をはかること（脱法行為の学校用務員のシルバー人材センターからの派遣、道路交通法違反の清掃パッカー車における作業員のステップ乗車等）
　すべての労働条件（民間委託を含む）については、事前協議（団体交渉）とし、労使双方の合意に基づく労働協約を締結すること。労使の合意に達しないものは、一方的に強行したり、議会提案をしないこと。


〔解　説〕
＜基本的な要求についての考え方＞
　現業職場の直営堅持について
①　学校給食・用務、清掃事業など現業職場は、自治体の行政サービスとして、住民生活に欠くことのできない共同生活手段であるため、行政責任として実施されているものです。したがって、そのサービス提供は自治体による責任と公正、安定したサービスの継続が確保されなければなりません。しかし、各自治体では公共サービスのあり方の検討もされないまま、「財政の悪化」や「総務省からの厳しい指導がある」ことを理由に学校給食・用務、清掃事業など現業職場の民間委託を強行に進め、本来、もっとも大切にされなければならない、質の高いサービス（住民が満足するサービス）の提供といった議論が全く欠落している状況にあります。また、民間委託が財政難を理由とし、十分な検討検証がされないまま、「委託ありき」で進められた結果、費用効果の表れない民間委託も後を絶たない状況となっています。公共サービスの責任放棄ともとれる民間委託など合理化攻撃により現業職場は急速に縮小され、結果として住民サービスの低下や培ってきた技術の継承ができないなど多くの問題点が明らかになっています。

②　したがって、現業職場の直営の必要性について改めて当局に認識させることを基本に、民間委託攻撃に対しては当局の行政責任を徹底的に追及するとともに、地域住民に対しても地域運動の一環として行政サービスの低下など民間委託の問題点を具体的に明らかにし「妥協なきたたかい」として取り組み、当局に直営堅持を明らかにさせ、そのうえで協約の締結を行います。
　委託先の労働者の賃金・労働条件改善について
①　３－委託先民間労働者等参照
②　多くの職場が民間委託となり、直営＝公共サービスから、直営・民間＝公共サービスという枠組みに変わってきています。しかし、委託先労働者の賃金・労働条件は低く抑えられ劣悪な労働条件で公共サービスを担っています。また、多くの点で法律や規則に違反・無視して行われている実態も見受けられます。

　2012年８月には奈良市において民間業者に業務委託している学校用務員39人について、本来、民間業者の指揮下で働く必要があるにもかかわらず、「校長や教職員が業務を直接指示していた疑いがある」と奈良労働局が違法な「偽装請負」にあたるとして市に是正指導を行っていたことが明らかになっています。道内の各自治体においても、学校長や教職員から直接指示を受け業務を行うことは多くの現場で行われている実態があり、契約方法や契約内容を含めて「偽装請負」にあたらないか再度確認を行う必要があります。さらには清掃事業の民間委託では、「廃棄物処理法、施行規則」等を無視し、廃棄物処理者の資格要件を完備しない業者への委託やステップ乗車、学校給食の調理業務・配送業務、学校用務の包括的業務のシルバー人材センターへの民間委託についても職安法に違反しているなど、いまだ多くの問題点があります。本来、自治体は法令遵守しなければならない立場であるにもかかわらず行政コストにのみ着目し、安易に民間委託を進めてきた結果として、こうしたことが現れてきています。
　すべての労働条件についての事前協議制の確立
①　当局が合理化計画を固めてから交渉に臨むのではなく、事前に計画をチェックし、合理化を阻止していくためには、事前協議制の確立が大切です。また、労働条件の変更にかかわっては労働協約で事前協議を明記させ、事前協議制の確立をはかることが極めて重要です。

②　現業労働者には、公企労働者と同じように労組法上の団交権、協約締結権が完全に保障されています。現業労働者は、この権利を全面的に活用し、賃金・労働条件など、ほとんどすべての事柄について、団体交渉を行い、その結果を協約締結することができます。しかし、残念ながら各単組の現業労働者はこの権利を十分に生かしきれていないのが現状です。このことが結果的に労働条件の改悪や民間委託をはじめとした合理化攻撃につながっていると言わざるを得ません。

③　「協約なくして労働なし」という労働者としての基本的権利を十分に認識し、賃金、労働条件などすべての事項について、事前協議に基づき団体交渉を行い、協約締結をしていく必要があります。

　また、事前協議制の確立にあたっては、ア 管理運営事項についても事前協議（団交）の対象とする、イ すべての事柄について労使双方の合意を前提に実施する、ことが重要であり、このことが守られない限り、一方的な使用者側の合理化提案を阻止することはできません。したがってこの点を盛り込んだ協約の締結が重要になります。

〔要　求〕
	10．労働安全衛生等
　労働安全衛生法を遵守するとともに、労働安全衛生委員会を開催すること。また、今年度の開催計画を明らかにすること。
　労災補償制度の上積みをはかること。とくに死亡災害については、自賠責なみとすること。
　職員の健康管理体制の充実をはかること。特に、受診率の向上と受診後の健康管理、指導・教育などへの方策を行うこと。
　セクシュアル・ハラスメントやパワーハラスメントをなくすための指針を明確にし、法律により義務付けられている、啓発活動や苦情処理のための具体的実施計画を定めること。
　過重労働・メンタルヘルス問題に対する具体的な対策を行うこと。


〔解　説〕
　自治体職場では依然として労働安全衛生法違反の状態が放置されています。とりわけ、安全衛生の確立を推進するための基本となる安全衛生委員会の未設置自治体もいまだにあります。また、委員会が設置されていても、「委員会が休業状態である」「充分に機能していない」などの実態が多くあります。さらに、安全管理者、衛生管理者、産業医等の選任すら行われていない職場も多く、本来、他の職場の模範とならなければならない自治体職場において、このような違法状態の一掃をはかることが必要です。
　近年仕事に関して強い不安やストレスを感じるとする労働者は半数超え、過重労働・業務による心理的負荷の増大などにより精神的疾患の発病やこれを原因とする自殺事案も増加しています。こうしたことから、労働者の健康確保、とりわけ過重労働による健康障害防止対策やメンタルヘルス対策は喫緊の課題となっています。事業場における職場環境の改善が求められる中、労働時間の形成を促進することを目的に、労働安全衛生法等一部改正法が成立し、「労働時間等設定改善法」に改正されました。

　労働時間等設定改善法では、労働時間等の設定改善に向けた労使の自主的取り組みを促進し、労働者の健康と生活時間との調和の取れた働き方の実現が目的とされ、事業者は一定時間を越える時間外労働者に対して、医師の面接指導が定められました。さらには労働時間等の設定改善に向けた労使の自主的取り組みを促進し、労働者の健康と生活時間との調和の取れた働き方を目的としており、労働時間管理は、長時間労働と働き方の検証に有効な手段といえます。

　また、社会問題化になっている職場・地域におけるアスベスト対策は、幅広く、また長期的に継続した取り組みが求められます。道内においても公共施設の老朽化にともなうアスベスト飛散が報告されていますが、阪神淡路大震災から20年が経過した今、当時復旧、復興作業にあたっていた労働者が労災認定を受けたり、対応にあたった市職員が中皮腫を発症し公務災害の申請を行うなどの報告もされています。同様のことが想定されることから、東日本大震災による影響についても今後、注視していく必要があります。私たちは自治体・公共サービス部門の労働組合として「労働者と市民の健康を守る取り組み」「飛散防止対策など地域の環境を守る取り組み」「自治体・公共関連施設の安全確認と対策」に視野を広げた取り組みを強化するためにも、安全衛生委員会の活用が重要となってきます。
　労働災害・職業病の責任はすべて使用者・行政当局にあり安全配慮義務違反を問われる事があります。不幸にして労働災害が発生した場合については、自治体当局の責任を徹底追及し、災害の原因究明をはかることが究極的には再発防止になります。また、その補償についても、現行の地方公務員災害補償基金の保障で使用者の責任が終わったとするのではなく、その枠をこえて、自治体独自の上積みやリハビリ勤務体制の確立を行わせていくことが必要です。企業内補償制度については、民間では大企業を中心に、法定外補償に上積みする制度を設けており、死亡災害で平均3,000万円となっています。自治労の目標として、当面死亡災害事故については自賠責のみの3,000万円の上積み補償を求める制度の導入を求める必要があります。
　私たちの健康管理については、労働基準法や労働安全衛生法などによって基本的な事項が定まっていますが、法律などの基本精神は、「単に最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて、職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない」と事業主の責務を明らかにしています。

　各自治体における健康診断は、市町村共済の実施に委ねているところや独自の厚生事業で付加しているところを含めて、検査項目や費用で大きな格差がある実態となっていますが、これらを充実させていくことが急務となっています。
　2007年４月１日に男女雇用機会均等法が改正となり、「職場におけるセクシュアル・ハラスメント防止のための雇用上の配慮」が事業主に義務付けられました。妊産婦保護の充実やセクシャル・ハラスメントのない快適な職場確保、仕事と育児・介護の両立支援など、ともに快適に働くことができる職場づくりが大切です。
【関係条文（抜粋）】
	

	第２章　事業主の講ずるべき措置
（職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置）
第11条　事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対応により当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当該労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならない。
２　厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針を定めるものとする。

	


　事業主には、男性に対するセクシュアル・ハラスメントも含めて、職場でのセクシュアル・ハラスメント対策として、以下の９点にわたり措置を講じることが義務付けられています。
①　セクシュアル・ハラスメントの内容、セクシュアル・ハラスメントがあってはならない旨の方針を明確化し、周知・啓発すること。

②　行為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等に規定し、周知・啓発すること。

③　相談窓口をあらかじめ定めること。

④　窓口担当者は、内容や状況に応じて対応できるようにすること。また、広く相談に対応すること。

⑤　相談の申し出があった場合、事実関係を迅速かつ正確に確認すること。

⑥　事実確認ができた場合は、行為者および被害者に対する措置をそれぞれ適切に行うこと。

⑦　再発防止に向けた措置を講ずること。

⑧　相談者・行為者のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、周知すること。

⑨　相談したこと、事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益取り扱いを行ってはならない旨を定め、周知すること。
　メンタルヘルス問題は、厚生労働省の調査では現在の仕事や職業生活に関することで強い不安、悩み、ストレスとなっていると感じる事柄がある労働者は 52.3％（平成 24 年調査に比べ 8.6 ポイントの低下）となっています。一方で、地方公務員安全衛生推進協会が全国77万人を対象に行った調査では、長期病休者数全体としては2008年をピークに減少傾向にあるものの、精神および行動の障害による長期病休者数は増加しており、職員100人に1人を超える割合で発生しています。

　（10万人率2008年1142.1人→2013年1219.3人　約6.8％の増加）

　また、2012年度に厚生労働省が報告した「職場のパワーハラスメントに関する実態調査報告書」では各３年間にパワーハラスメントを受けた経験のある者は回答者全体の25.3％となっております。

　自治体職場においても退職者不補充や業務の質量が過密になってきていること、パワーハラスメントなど多くの要因が複雑にからみあってメンタルヘルスは増加しています。メンタルヘルス問題に陥らない、陥らせないための予防対策について安全衛生委員会の中で具体的に対応していくことが求められています。

【パワハラとは】
	

	　パワハラとは、パワーハラスメントの略語であり、上司が部下に対し、権力や地位を利用した嫌がらせやいじめを行い、働く人の職場環境を悪化させたり、働く人に対し「解雇されるのではないか」「不利益を受けるのではないか」という不安を与えたりする行為を意味します。 

　パワハラとなり得る言動例として、①攻撃型（例：机をたたいたり、決裁書類を投げつけるなど、相手を脅す。適正な指導レベルを超えて激しく叱責する。人前で大声で命令したり、声高にしかるなど、見せしめに類する言動をする。）、②否定型（例：部下からの相談を拒絶する。具体的な指示をすることなく仕事や能力を否定する。）、③強要型（例：自分のやり方、考え方を部下に無理やり押しつける。飲み会などの行事に強制的に参加させる。付き合いを断った時に仕事上で嫌がらせをする。私物の買い物をさせる。）、④妨害型（故意に、必要がないやり直しを何度も命じる。）が挙げられています。

　厚生労働省が発表した平成23年度の民事上の個別労働紛争解決制度施行状況によると、民事上の紛争の相談件数が前年度比3.8％増の25万6343件と、統計を開始した02年度以降で最高を記録。パワーハラスメントなど「いじめ・嫌がらせ」に関する相談件数が16．6％増の4万5939件と大幅増になりました。
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※　2006年の見直しで平均4.8%引き下げられた。
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○　計算式（昇給で調整）


経験年数（12月） 経験年数（18月）　　　　　　　　　　経過月数


　　　　　＋　　　　　　×　2/3　＋


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　（１未満端数切り捨て）
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○　計算式（昇給で調整）


経験年数（12月） 経験年数（18月）　　　　　　　　　　経過月数


　　　　　＋　　　　　　×　2/3　＋


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　


（１未満端数切り捨て）


（１月未満端数切り上げ）
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採　用　　　 　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　昇　給


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（経験76月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経過９月）＝９月（＋③）


　１－(１５＋２４)＝１－３９　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１－４３





７７





０





９





２５





２





３





３





２５





号俸





2014(H26)年4月1日に措置済み





2013(H25)年4月1日に措置済み





2011(H23)年4月1日に措置済み





2012(H24)年4月1日に措置済み
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１月60時間を超えた時間に対し、時間外勤務手当には150/100の割増率が適用。ただし、25/100の割増額に代えて代替休を指定することが可能。代替休の場合、例えば１月76時間の時間外勤務を行った場合は、76時間分割増手当（125/100）の支給に加え、16時間×25/100＝４時間の代替休を勤務日に指定することができる。
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超過勤務時間（/月）





○　在職期間は給与法の適用を受ける職員として在職した期間


次の期間は在職期間から除算する（人事院規則9-40第5条2項）


①　停職者、専従休職者の期間


②　非常勤職員の期間（勤務日及び勤務時間が常勤の職員と同様である者を除く）


③　育児休業の期間の1/2


④　自己啓発等休業の期間の1/2


⑤　休職の期間の1/2


⑥　育児短時間勤務をすることにより短縮された勤務時間の短縮分に相当する期間の1/2





＊労働協約


　使用者が一方的に作成変更できる就業規則や使用者と個々の弱い立場の労働者が結ぶ労働契約よりも労働者の団体である労働組合が使用者と結んだ労働協約が優先される。労働協約と認められるためには「書面に記すこと」「締結当事者の署名または記名押印」が必要とされる。
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